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2 
 本研究の背景 1.1
1.1.1 福島第一原子力発電所事故 
2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分頃に東北地方太平洋沖地震が発生した．福島第一原子
力発電所は 1 号機から 3 号機が運転中で，これらは自動的に運転が停止されたが，送
電線の鉄塔が倒壊するなどしたため外部電源を喪失したため，非常用発電機が自動起
動し，原子炉内の燃料を冷却していた．同地震に伴って発生した津波が 15 時半頃か
ら同発電所を襲った．これらの津波は事前に想定されていた高さをはるかに超える巨
大であり，遮水壁を超えて非常用発電機を水没させてしまい，非常用発電機も動かな
くなり，同発電所は全電源喪失の状態となった．そのため，原子炉内の燃料の冷却が
出来なくなり，冷却水喪失，炉心溶融，水素爆発等をおこすに至った（図 1-1）． 
 
 
炉心溶融，水素爆発等により大量の放射性物質が放出され，原子炉建屋内外の放射
東京電力ホームページ；http://photo.tepco.co.jp/library/110316/110316_1f_chijou_2.jpg（2016 年 10 月 25 日アクセス） 
図 1-1 2011 年 3 月 15 日の福島第一原子力発電所 1～4 号機 
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線量が上昇し，緊急時対応のため，作業員が立入れないか，立入れても短時間に制限
された．1999 年 9 月 30 日の東海村 JCO 事故後に，原子力安全技術センタ，日本原
子力研究所および製造科学技術センタで，原子力緊急時ロボットが開発されていたが，
これらが事故発生後直ちに，事故発生現場に投入されることはなかった（図 1-2）． 
 
図 1-2 2011.5.17 付け東京新聞記事 
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1.1.2 原子力保守用ロボット 
原子力分野でのロボットの研究開発や実用化は古くから行われていた．第二次世界
大戦中にアメリカでは原子炉や核燃料サイクル等の原子力関連研究が始められた．こ
れらの研究は高放射線下かつ高汚染環境下で行われるため，研究者や作業員の放射線
被曝を低減することが必要となり，研究や機器等の保守には遠隔操作技術が必要で
あった．東西冷戦の影響もあり，アメリカ Argonne 国立研究所の Ray Goertz 博士等
により，1940 年代から機械式マスタースレーブマニピュレータが，1950 年代からは
電動式マスタースレーブサーボマニピュレータの研究開発が始められた（図 1-3）[1]．
フランスでも原子力エネルギー庁の Saclay 研究所で Jean Vertut 博士らにより，1960
年代末から機械式マニピュレータの研究開発が，1970 年代からはサーボマニピュレー
タの研究開発が始められた[2][3]． 
 
 
1970 年以降，日本でも原子力発電所の建設・運転が多数始まった．原子力発電所で
は，蒸気発生器の熱交換機用配管点検補修や沸騰水型原子力炉の制御棒駆動機構の交
換を定期的に行う必要があり，当初は作業員が計測器や工具を用いて実施していたが，
図 1-3 1951 年頃の Ray Goertz 博士 
Tennessee 大学 Hamel 教授提供 
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放射線量が高く，作業員の放射線被曝低減が課題となった．そのため，加圧水型原子
炉蒸気発生器点検補修ロボットや沸騰水型原子炉制御棒駆動機構交換装置等が開発さ
れ，実用化されてきた（図 1-4）[4][5]． 
原子力施設内での研究開発や機器保守の作業は，原子力保守用マニピュレータ等の
原子力保守用ロボットだけで遂行することは難しく，原子力保守用ロボットで扱いや
すいように，改造された計測器や配管継手や電気コネクタ等の工具も開発された．さ
らには原子力保守用ロボットが動作しやすいように環境を整えた，大型セル方式遠隔
保守コンセプト等についても研究され提案されていた[6]． 
このような海外での動きを踏まえて，日本でも 1983 年度から 1990 年度にかけて通
商産業省（現，経済産業省）の「極限作業ロボットプロジェクト」が行われ，その中
で，原子力発電施設作業ロボットに関する研究開発も行われ，作業員用に設計建設さ
れた原子力発電所等の中での使用を想定したサーボマニピュレータや四足歩行ロボッ
ト等の基礎的な研究開発が行われた（図 1-5）[4][7][8]. 
 
 
  
加圧水型軽水炉 
蒸気発生器点検補修装置 
沸騰水型軽水炉 
制御棒駆動機構交換装置 
図 1-4 原子力保守用ロボットの例 
第 1 章 序論 
6 
 
さらに，動力炉・核燃料開発事業団（後の核燃料サイクル開発機構，現日本原子力
研究開発機構）では，原子力発電所から出る使用済み燃料の再処理に伴い発生する高
レベル廃棄物をガラス固化する技術開発施設等において，プロセス機器を遠隔で保守
するため，両腕型バイラテラルサーボマニピュレータの開発が 1982 年度から 1999
年度にかけて実施された（図 1-6）[9][10][11][12][13][14]． 
作業員が操作や保守を行うことを前提とした原子力施設をマニピュレータ等の操
作・保守用の装置だけでは，原子力施設内の機器の操作や保守作業を行うことは困難
であり，両腕型バイラテラルサーボマニピュレータが動きやすい動線や空間を予め用
意し，両腕型サーボマニピュレータでは難しい作業を補完するためのインセルクレー
ンなどを配置した，大型セル方式遠隔保守システムも併せて開発が行われた．万が一，
両腕型バイラテラルサーボマニピュレータやインセルクレーンが故障した場合でも，
同じ大型セル内に設置されている他の両腕型バイラテラルサーボマニピュレータやイ
ンセルクレーンにより遠隔操作で保守でき，作業員の放射線被曝量を極力低減できる
ように考慮された研究がなされていた[15]． 
 
図 1-5 原子力発電施設作業ロボット 
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茨城県東海村にある動力炉・核燃料開発事業団東海事業所で，ガラス固化技術開発
試験施設が 1995 年から操業が開始され，高放射線下でかつ高汚染下の環境で機器等
を遠隔で保守するため，上述の両腕型バイラテラルサーボマニピュレータと大型遠隔
保守システムが採用されている（図 1-7，図 1-8）． 
 
図 1-6 両腕型バイラテラルサーボマニピュレータ（試作 2 号機） 
図 1-7 両腕型バイラテラルサーボマニピュレータ（実機） 
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1.1.3 原子力緊急時ロボット 
日本では，1999 年 9 月 30 日に発生した東海村 JCO 臨界事故で，原子力事故発生
時に高放射線環境下で作業員に替わって調査や作業を行える原子力緊急時ロボットの
必要性が認識された． 
原子力緊急時ロボットは三機関が分担して開発された．原子力安全技術センタは，
原子力施設で事故が発生した際に屋外で放射線量計測やサンプル採取等の調査を行う
モニロボ A およびモニロボ B という屋外調査ロボット開発を行った（図 1-9）[16][17]． 
また，日本原子力研究所(現，日本原子力研究開発機構)は，原子力施設の扉を開放
して施設内に進入して，放射線計測やサンプル採取等の調査を行う，RESQ-A ロボッ
ト，RESQ-B ロボット，RESQ-C および RaBOT という屋内調査ロボットの開発を行っ
た（図 1-10）[18][19][20][21]． 
さらに，製造科学技術センタは，同様に原子力施設の扉を開放して施設内に進入し
て，バルブ操作や配管の切断等の作業を行う，SMERT-K，SMERT-M，SWAN，MARS-T，
MARS-A，MENHIR という屋内作業ロボットの開発が行われた（図 1-11）[22][23]． 
原子力安全技術センタのモニロボAとBは青森県六ケ所村の同センタ防災センタに
図 1-8 大型セル遠隔保守システムの例 
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保管されており，モニロボ A は運搬・制御車に搭載されて福島第一原子力発電所の復
旧作業の拠点となっていた J-Village に派遣され待機していたが，機体が大きくかつ重
量も重かったことから，原子炉建屋内はもとより，仮設の電源ケーブルや冷却水ホー
スが敷設されていた同発電所構内に投入することによりこれらを損傷させる恐れが
あったことから，投入されることはなかった．原子力研究開発機構の屋内調査用ロボッ
トの内，RESQ-A ロボット，RESQ-B ロボットおよび RESQ-C ロボットは，技術面
で改良すべき事項が指摘されていた[24][25][26]．しかしながら，予算不足や運用体制
が整備されていなかった等の理由により改良がなされることは殆ど無かった．また同
様の理由により故障して動かせない状態のまま保管されていた．RaBOT は実用化の
課題が多くあるということが指摘されていたため，既に廃棄されていた．製造科学技
術センタの屋内作業用ロボットは，維持管理予算が無く，既に廃棄されていた． 
原子力保守用のロボットやマニピュレータは，実際の原子力施設で 1970 年代から
稼働し今も活用されているのに対し，原子力緊急時ロボットは開発されていたにもか
かわらず，福島第一原子力発電所事故に際して，直ちに事故発生現場に投入されるこ
とはなかった． 
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図 1-10 屋内調査ロボット 
RESQ-A RESQ-B 
RESQ-C RaBOT 
モニロボ A            モニロボ B 
図 1-9 屋外調査ロボット 
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図 1-11 屋内作業ロボット 
SMERT-K SMERT-M 
SWAN MARS-A 
MENHIR MARS-T 
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 原子力緊急時ロボットの特徴と要求機能 1.2
原子力保守用ロボットは，1940 年代以降の約 70 年の年月をかけて，研究開発が行
われるとともに実用にも供されてきており，実際の原子力施設での保守作業での経験
や教訓がフィードバックされて改良されてきており，その完成度は高められている．
一方，原子力緊急時ロボットは，ドイツでは KHG が 1977 年から，フランスでは
GroupeINTRA が 1988 年から整備が開始され，モックアップ試験設備での試験や訓練
を行っているが，実際の原子力施設での過酷事故で投入された実績はこれまで殆どな
かった．日本でも，東海村 JCO 臨界事故の後に原子力緊急時ロボットが開発された
が，それらを継続的に整備，試験や訓練を行うような運用組織が設けられることはな
く，福島第一原子力発電所事故後に直ちに投入されることはできなかった． 
原子力緊急時ロボットは，平時から炉心停止不能，炉心冷却不能あるいは放射性物
質の大量放出のような過酷事故に備えて保管管理され，事故が発生した場合は直ちに
事故発生現場に搬送され，高放射線環境下や高汚染環境下の事故発生現場に投入され，
作業員が調査等作業の操作を行い，作業後は回収され，また次の作業のために点検保
守されるという，一連の作業を行うものである（図 1-12）．原子力用保守ロボット
と比較して，原子力緊急時ロボットは，計画的な作業が行えない状況下でも対応でき
ること，放射線環境下でも放射線損傷による故障をおこさないような対策を施すべき
こと，緊急時対応が求められる間は放射線環境下でも汚染環境下でもメンテナンスし
て使用し続けられること，等の特徴を有するべきものと言える． 
 
 
原子力施設で使用するという点は原子力保守用ロボット共通であるが，原子力緊急
時ロボットが投入されるのは，爆発等で元々の原子力施設の状況とは大きく異なって
いる可能性があり，どのような状況下でも，あるいは状況がはっきりとわからなくて
も，投入され調査等の作業を行うことが求められ，即応性が最も特徴的な要求機能と
言える． 
原子力特有の高放射線環境下や高汚染環境下で使用されるのは原子力保守用ロ
図 1-12 原子力緊急時ロボットが行う一連の作業 
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ボットと同じであり、このような環境下でも故障し難くすべきという点では，原子力
保守用ロボットと同じである．さらに，故障の可能性を少なくすることや，部品が故
障時した時でも作業を完遂させることが求められる．このようにロボットとしての信
頼性という機能では共通点と相違点がともにある． 
日頃のメンテナンスや故障した際の修理などは原子力保守用ロボット同様に必要
で，ほぼ動揺である．しかしながら，事故発生時にこれらの保守は，短時間で行う必
要があったり，場合によっては放射線環境下や汚染環境下で行う必要があったりなど，
除染保守性では共通点も相違点もある． 
原子力緊急時ロボットが行う作業は，放射線計測，ガス検知，部品や瓦礫等のハン
ドリングなどの作業であり，原子力保守用ロボットと共通する点は多い． 
以上を纏めると，原子力緊急時ロボットに要求される機能は表 1-1 の様になる． 
本項では原子力保守用ロボットと比較することで，原子力緊急時ロボットに要求さ
れる機能について，原子力保守用ロボットとの相違点に重点を置いて整理する． 
 
 
 
1.2.1 即応性 
原子力緊急時ロボットが，原子力保守用ロボットと比べて最も異なり最も重要な機
能は，いつどのような状況で起きた過酷事故にも，あるいはその状況の詳細が判らな
い状況でも対応できる即応性である． 
原子力緊急時ロボットは，原子力施設で過酷事故が発生して出動要請があった場合
に備えて，いつでも，輸送，操作，作業できる状態で維持管理されていなければなら
ない． 
出動要請があった場合に原子力緊急時ロボットは，直ちに事故発生現場となった原
表 1-1 原子力緊急時ロボットの要求機能 
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子力施設に，輸送できなければならない．原子力施設の過酷事故はチェルノブィリ原
子力発電所事故や東海村 JCO 臨界事故の様に，原子力施設単独の要因で発生する単
独事故だけではなく，福島第一原子力発電所事故の様に，地震や津波等に起因して発
生する複合事故もある．複合事故としては，地震や津波のほかに，火山噴火，台風や
洪水などの自然災害に起因するものの，テロなどの人為的要因によるものが考えられ
る（図 1-13）． 
複合事故の場合は，道路や橋などの社会インフラも損傷を受けていたり，トレーラ
やトラック等の輸送手段が容易には手配できなかったりすることもある．このような
複合事故の場合でも，事故発生現場となった原子力施設まで，原子力緊急時ロボット
等を輸送できなければならない． 
過酷事故が起きた原子力施設では，チェルノブィリ原子力発電所事故や福島第一原
子力発電所事故の様に，事故が起きている局所だけではなく，オペレータがロボット
の操作等を行うような場所も，放射線環境下であったり，汚染環境下であったりして
いることが予想される．過酷事故に即応するためには，オペレータの安全を担保しつ
つ，原子力緊急時ロボットを操作できることも必要である． 
 
 
原子力保守用マニピュレータ，加圧水型原子炉蒸気発生器点検補修ロボット，沸騰
水型原子力制御棒駆動機構交換装置等の原子力保守用ロボットによる原子力施設での
保守作業では，作業内容や操作手順を予め十分に時間をかけて検討することが可能で，
オペレータも予め操作訓練を実施して万全を期すことが可能である．これに対し，原
子力緊急時ロボットは複数の原子力施設を対象とすることが多く，過酷事故の事故収
図 1-13 原子力施設の過酷事故の発生要因 
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束や影響拡大抑止のために，直ちに投入，操作する必要がある．過酷事故発生後の現
場の状況は多種多様であり，同ロボットはこれに対応して様々な作業を行う必要があ
る．さらに過酷事故発生下では，作業員や環境の安全が脅かされていることから，直
ちに事故発生現場に搬送され，現場に投入されることが重要である．事故発生現場の
状況は，多種多様であり，予め，全てに対応したロボットや資機材を用意しておくこ
とは不可能で，事故発生現場で，状況に応じて，ロボット等を改造することができる
必要もある．さらに自然災害が発生していることをも考慮すると，電源等のインフラ
を期待できないばかりか，発電機の燃料，オペレータの食糧，放射線防護服などの資
材も，ロボットとともに搬送していく必要がある．  
過酷事故が発生した原子力施設でロボットを投入し，操作し，回収するという一連
を実施するのは，事故収束や影響拡大抑止という観点から時間的な制約があったり，
どれが操作対象機器であるかを見極めたり，放射線環境下での操作の場合にはオペ
レータ自身の放射線被曝等の懸念もあり，オペレータには相当のプレッシャーがか
かってくる．このような状況下では操作訓練を受け十分な技量を有したオペレータで
も，オペレーションミスを起こす懸念があり，そのための対策なども必要である． 
原子力施設は前述したように即応性が重要であり，その即応性を担保するためには
上述のような即応性かかる対策を予め施しておくことが重要となる． 
 
1.2.2  信頼性 
原子力保守用ロボットも原子力緊急時ロボットも，保守作業なり，緊急時作業なり
を達成するまで，オペレータが意図するような動きをし続ける必要がある．そのため
には信頼性が要求される． 
信頼性には，通常の機械と同様に，機械的にも電気的にもあるいは制御的にも故障
しないようにしたり，故障しやすい部位については故障した場合に備えて，予備部位
を用意したりしておき，故障した場合に自動的に予備部位に切り替わるなどの対策が
必要である．原子力保守用ロボットも原子力緊急時ロボットも高放射線下で使用され
るものであり，通常の機械機器の信頼性に加えて耐放射線性に関する考慮が必要であ
る．ロボットを構成する部材の中で耐放射線性が懸念されるものは，半導体素子を含
む電子回路，ガラスなどの光学部品，グリース，ケーブル、タイヤなどの有機物であ
る．その中でも最も耐放射線性が弱いとされるものは半導体素子である．原子力保守
用ロボットの場合，電子回路はマニピュレータ等本体から 200 m ないし 300 m 離れ
た放射線量の低い場所に配置されることが通常で，そのために長い多芯ケーブルや、
電圧降下に対応した電子回路を予め設計開発している．原子力緊急時ロボットは，過
酷事故が発生した後，直ちに事故発生現場に搬送，投入されるもので，電子回路を放
射線量の低い場所に設置したり、その間の電圧降下等の影響を考慮した電子回路を設
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計開発したりすることはできない．さらに実際に投入される場所の放射線量や原子力
緊急時ロボットの放射線被曝量も定かではなく，耐放射線性を向上させるだけではな
く，電子回路に実装する半導体素子の耐放射線性を把握して，原子力緊急時ロボット
の被曝量を管理して，被曝量が耐放射線性超えないようにする管理することが必要で
ある．このように原子力緊急時ロボットは原子力保守用ロボット同様の耐放射線性が
必要であるが，使用される環境の違いから，原子力保守用ロボットと違った耐放射線
性にかかる対策も必要となる． 
原子力施設では，放射線を遮蔽するためと耐震性を向上させる目的から，コンク
リート構築物や鋼構造物が多く，原子力緊急時ロボットも原子力保守用ロボット同様
に無線通信の電波も遮蔽されてしまうことから，通信に対する信頼性の確保が重要で
ある．原子力保守用ロボットが原子力建屋内に通信用ケーブルを敷設しておけるのに
対して，原子力緊急時ロボットは，予め施しておけない点が異なり，過酷事故発生下
で通信インフラを確立させる必要がある． 
 
1.2.3 除染保守性 
原子力保守用ロボットも原子力緊急時ロボットも高汚染下で使用されるものであ
り，放射性物質で汚染されることから，再充電，点検や補修などの保守を行うため，
除染保守性の考慮が必要である． 
原子力保守用ロボット等では保守の内容や頻度がある程度は想定でき，その内容や
頻度に応じて，除染して作業員による保守をしたり，除染せずに他のマニピュレータ
等により保守したりするなどの計画を立てることが可能である．  
原子力緊急時ロボットでは過酷事故が発生した現場での作業は多種多様であり，必
要となる保守作業の内容や頻度を予め全てを想定しておくことは，保守ロボットほど
容易ではない． 
 
1.2.4 作業性 
原子力保守用ロボットも原子力緊急時ロボットも，プロセス機器の監視や故障部品
の交換であったり、事故状況の調査や遮蔽体の運搬であったりと，ある作業を行うこ
とが求められる． 
原子力保守用ロボットの作業が予め計画しておくことができるのに対して，過酷事
故が発生した後の作業は多種多様で全てを想定して予めすることは非現実的であると
ともに，想定しえない作業も多数あることは福島第一原子力発電所事故の経験から明
らかである．この過酷事故後に必要となる作業のうち，作業者で実施可能なものは作
業員によって実施され，放射線量等の観点から作業員では実施が不可能あるいは危険
1.2 原子力緊急時ロボットの特徴と要求機能 
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な作業を原子力緊急時ロボットが行うことになる．2011 年 3 月 11 日の福島第一原子
力発電所事故が発生してから，原子炉の冷温停止と放射性物質の大量放出の可能性が
無くなり当時の野田内閣総理大臣が事故収束宣言を発した 2011 年 12 月 16 日までの
緊急時対応期間に，ロボットが行った作業は，主に事故後の状況調査，放射線計測，
瓦礫撤去，除染等の作業であった．このような作業は，言い方を変えると，作業員が
現場に立入られるか否かの調査作業と，立入ることが困難場合にその原因を取り除く
ための作業であった． 
原子力緊急時ロボットには，爆発等で瓦礫が飛散している現場を走破して目的地点
まで到達して，そこに至る迄の状況を放射線計測結果や画像等により調査するととも
に，必要に応じて瓦礫撤去や除染等の作業を行い，作業員が入れるようにする作業が
求められる． 
 
第 1 章 序論 
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 本研究の目的 1.3
原子力保守用ロボットについては，欧米での研究開発や実用化と並行して，日本で
も1970年代から研究開発が進められ，実際の原子力施設での運用が開始されている．
原子力施設内のプロセス機器の保守だけではなく，原子力保守用マニピュレータのト
ラブルや故障の際の保守作業も，他のマニピュレータ等により遠隔操作で行えるよう
になっており，オペレータや作業員の放射線被曝の低減に寄与している． 
日本では，原子力緊急時ロボットが 1999 年 9 月 30 日の東海村 JCO 臨界事故後に
開発されたが，福島第一原子力発電所で事故が発生した際に直ちに投入することはで
きなかった．福島第一原子力発電所の 1 号機～3 号機の炉心を冷温停止状態に維持で
き，当時の野田総理大臣が福島第一原子力発電所の事故収束を宣言した 2011 年 12 月
16 日迄に，約 20 台のロボット等が投入された．これらのロボットは，投入の前に事
故発生現場の状況に併せて改造する必要があったロボットもあれば，投入されたもの
の帰還できなかったロボット，期待された調査や作業を完遂できなかったロボットも
数多くあり，運用方策が十分に確立できているとは言えない状況である． 
日本国内には福島第一原子力発電所の他にも約 50 基の原子力発電所が現存し，今
後，再稼働するにせよ廃止措置するにせよ，膨大な潜在的エネルギーを有する核燃料
が存在しており，過酷事故が発生する危険性がある．不幸にして再びこれらの原子力
発電所で過酷事故が発生した場合に備えて，原子力緊急時ロボットには，直ちに災害
現場に搬送でき，事故発生現場で事故収束に必要な操作ができ，必要に応じて除染保
守ができる，運用方策の構築が求められている．求められる運用方策は，単にそこに
あるものをどのように使うかではなく，事故発生現場の様々な状況でも使える様に，
予めロボットや周辺機材の設計方法論である． 
本研究の目的は，原子力緊急時ロボットの先行事例を調査し，原子力緊急時ロボッ
トの保管管理から，事故発生現場への搬送、事故発生現場での操作および回収，汚染
したロボットの点検保守等の一連の運用通して， 
・ 要求機能の体系化， 
・ ロボットを現場に直ちに投入するための統合化， 
・ 瓦礫や仮設物がある現場での可搬性の向上， 
・ 高放射線環境下での被曝管理方法，および 
・ 保守時の放射線被曝を低減策 
の研究を行い，以て，原子力緊急時ロボットの運用方策を設計方法論として構築する
ことである． 
 
1.4 本論文の構成 
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 本論文の構成 1.4
第 2 章では，原子力緊急時ロボットの要求事項である即応性，信頼性，除染保守性
という観点から，ドイツ原子力緊急時ロボット部隊 KHG，フランス原子力緊急時ロ
ボット部隊，チェルノブィリ原子力発電所事故や福島第一原子力発電所事故の直後に
投入されたロボット等の先行事例を調査した． 
第 3 章では，先行事例をふまえ，原子力緊急時ロボットに求められる要求機能ごと
に機能構成と機能要素の体系化を行った． 
即応性に対する構造要素として，第 4 章では原子力緊急時ロボットの運用性構築の
ために行った，システム化した例としてのロボット操作車について述べ，システム化
の要件について纏めた，第 5 章では過酷事故が発生した現場の状況によってはロボッ
ト操作車は運用できない場合に必要となる，システムを分割して可搬性を向上させる
ためのユニット化の例について述べ，ユニット化の要件について述べる． 
第 6 章では，ロボット等に搭載されている市販半導体等の耐放射線性評価を行うと
ともに，ロボット等の放射線下で運用するうえで必要な被曝管理について述べる． 
第 7 章では，過酷事故が発生した現場で使用して汚染したロボットについて，汚染
し易い部位，除染し難い部位の特定と，汚染部位ごとの除染方策について述べる． 
最後に，第 8 章で今後の課題と本論文の結論を述べる（図 1-14）． 
 
 
 
 
図 1-14 本論文の構成 
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 先行事例の調査方針 2.1
本章では，これまでに整備運用されていた原子力緊急時ロボット部隊，原子力事故
でロボットを投入した事例および日本で開発された原子力緊急時ロボットについて調
査した．調査対象は，時系列的に，ドイツ原子力緊急時ロボットの運用組織 KHG，チェ
ルノブィリ事故時に投入されたロボット，フランス原子力緊急時ロボット部隊
GroupeINTRA，東海村 JCO 事故後に開発された原子力緊急時ロボット，福島第一原
子力発電所事故発生直後に投入されたロボット等である．調査に際しては，第 1 章で
抽出した，即応性，信頼性，除染保守性および作業性という要求機能を満たせていた
か否かという観点から，先行事例の調査を行い整理した． 
2.2 即応性 
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 即応性 2.2
2.2.1  原子力緊急時ロボットの運用組織等 
ドイツでは，1970 年代に多くの商業用原子力発電所が稼働を開始し，原子力発電が
増加していく状況[27]を受けて，1977 年に原子力発電事業者，核燃料製造関連企業お
よび原子力研究機関が出資して，炉心制御不能，炉心冷却不能，放射性物質の大量放
出のような過酷事故が発生した時に，ロボット等により遠隔操作で緊急時対応を行う
ことのできる原子力緊急時対応組織 Kerntechnische Hilfsdienst GmbH（KHG）が設立
された[28][29] 
KHG は，専従職員 24 名，年間予算約 6M€（2013 年）と小規模ながら，原子力発
電所等での緊急時に備えて，平時からロボットや周辺機材の点検整備や，点検保守お
よび改良などの保管管理を行っている（図 2-1）[30]． 
 
 
 
アメリカでは 1950 年代から商用原子力発電が始まり[31]，国立研究所の中に事故を
想定したロボット等の機材が準備されていたが，原子力施設を運営する事業者が原子
力緊急時に対応する組織を設立して，原子力緊急時ロボットを保管管理することには
なっていない．また，1979 年に発生したスリーマイルアイランド原子力発電所の事故
では，溶融燃料回収段階ではロボット等は用いられたものの，事故収束等の原子力緊
図 2-1 ドイツ KHG のロボット等 
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急時段階では使用されていない[32]． 
ロシアでは，旧ソ連時代から多くの原子力発電所が操業され[33]，世界第 4 位の原
子力発電容量を有しているが，ドイツのような原子力施設を運営する事業者による原
子力緊急時ロボットの保管管理はされていない．ロシアは，現在も原子発電所を積極
的に建設しているほか，発展途上国に対してもロシア製原子力発電所の輸出を活発に
行っており，原子力緊急時ロボットの運用組織を設立して，原子力緊急時に備えてロ
ボット等の保管管理を行う動きもある[34]． 
フランスでは，1973 年の石油危機を踏まえ，1970 年代から原子力開発を加速し，
2017 年 1 月末時点で世界第 2 位の原子力発電を誇っている[35]．旧ソ連チェルノブィ
リ原子力発電所事故を踏まえ，原子力発電所で過酷事故が発生した時に，1988 年に原
子力発電所を有するフランス電力公社，核燃料工場や核燃料再処理工場を有する
COGEMA 社（現，AREVA 社），原子力研究施設を有する原子力庁（現，原子力・代
替エネルギー庁）が出資して，高線量率下で作業員に替わって作業できる原子力緊急
時ロボット部隊 GroupeINTRA を設立した（図 2-2）[36]． 
GroupeINTRA は，KHG と同様，専従職員約 25 名，年間予算約 10M€の規模であ
るが，原子力施設での事故発生時に備えて 24 時間対応できる体制を有している． 
 
 
 
日本では 1999 年 9 月 30 日の JCO 臨界事故後に，原子力施設内で事故による高放
射線下で作業員に替わって調査や作業ができる，原子力緊急時ロボットが開発された
が，これらを運用する組織が設置され，平時から点検整備やモックアップ試験結果に
基づく改良などは行われなかった．2011 年 3 月 11 日に福島第一原子力発電所で過酷
事故が発生した際にも，原子力緊急時ロボットの多くは点検整備されておらず不可動
図 2-2 GroupeINTRA のロボット等 
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状態か廃棄されており，事故収束や影響拡大などの作業に，直ちに投入されることは
なかった． 
 
2.2.2 緊急時のロボットと周辺機材の搬送 
ドイツ KHG は，過酷事故発生時に，放射線計測器やロボット等の機材を，トラッ
クバンやトレーラ・コンテナに搭載して事故発生現場に輸送することを想定している
（図 2-3）[30]．事故発生現場へのロボット等の機材の搬送に陸送を想定している背
景には，ドイツではアウトバーン等の高速道路網が整備されていること，地震等が少
なく陸路が全く使えなくなるような可能性が小さいことが背景にあると考えられる．
また，ドイツでは海岸線が短く，原子力施設の多くは内陸に点在していることから，
海運は考慮されていないものと考えられる．さらに，空輸体制を平時から整備するの
はコストがかかることから空輸は想定されていない． 
 
 
 
 
フランス GroupeINTRA もドイツ KHG 同様，トレーラによる陸送を基本としてい
る．その背景には，ドイツ同様，高速道路網が整備されていること，地震が少ないこ
とがある．近年は，小型の偵察ロボットなどにはワゴン車の整備も行われている（図 
2-4）[29]． 
図 2-3 ドイツ KHG のトレーラとコンテナ群 
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日本で東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子力緊急時ロボットも事故発生現場
への輸送は陸送を原則としていた．原子力安全技術センタが開発した屋外調査用ロ
ボットは，ロボットを運搬するため，8 t トラックをを改造した運搬・制御車が併せて
整備されており，陸送が想定されていた（図 2-5）[16][17]． 
 
図 2-4 フランス GroupeINTRA のロボット操作・輸送用のバン 
図 2-5 原子力安全技術センタが開発した運搬・制御車 
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日本原子力研究所が開発した屋内調査用ロボットの内，情報収集用ロボット
RESQ-A, RESQ-B, RESQ-C は，20 ft コンテナ 2 台に塔載して，原子力施設で過酷事
故が発生した場合は，トレーラと運転手を手配してコンテナを事故発生現場に搬送で
きるように考慮されていた[18][20][21]．しかしながら，コンテナに搭載した制御機材
等のために必要なディーゼル発電機 2 台が別途用意されており，これらはトラックと
運転手を手配して，コンテナとは別に事故発生現場に搬送する必要があった（図 2-6）． 
 
 
製造科学技術センタが開発した屋内調査用ロボットは，ロボットの搬送やロボット
制御盤を 4 台のコンテナに搭載して，トレーラと運転手を手配して事故発生現場に移
動できるように整備されていた（図 2-7）[22][23]．しかしながら，4 台のコンテナに
搭載した制御機材等に必要な電源を供給するためにディーゼル方式の専用電源装置と
4 台のコンテナに電力を給電するためのケーブル収納ボックスが別途用意されており，
これらはトラックと運転手を手配して，コンテナとは別に事故発生現場に搬送する必
要があった． 
 
RESQ ロボット用コンテナ RESQ ロボット用発電機 
図 2-6 日本原子力研究所が開発した RESQ ロボット用コンテナと発電機 
ロボット搬送コンテナ ロボット制御盤コンテナ 
図 2-7 製造科学技術センタが開発したロボットの操作・搬送コンテナ 
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2.2.3 事故発生現場でのロボット操作 
ドイツ KHG は，数 km 離れて放射線量の低い所にロボット制御用のコンテナを駐
車して，そこからロボットを遠隔操作することを想定している．そのため，屋外用ロ
ボットで牽引するコンテナに屋内用ロボットを搭載して，建屋近傍まで搬送して，屋
内ロボットを原子力施設建屋の屋内に進入させることとしている（図 2-8）[30]．さ
らに遠距離から無線通信用に 33m マストの先に取り付けたアンテナも用意している
（図 2-9）[30]． 
 
 
図 2-8 LMF ロボットを牽引する SMF ロボット 
図 2-9 33 m マストの先端に取り付けられた遠距離通信用無線アンテナ 
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旧ソ連チェルノブィリ原子力発電所事故では，高濃度に汚染された黒鉛や瓦礫の撤
去に国内外から提供寄付されたロボットが多数投入された．これらのロボットには，
有線通信のものもあれば無線通信のものもあった．2013.2.18 に行ったチェルノブィ
リ原子力発電所 Syda 副所長へのインタビュー結果によれば，有線通信ロボットは
ケーブル長の制約から，オペレータはロボットから数十 m 以内から操作する必要が
あったほか，無線通信のロボットも原子炉建屋内には遮蔽体等が多くあったため．無
線の途絶等の障害が多く，十分に遠く離れた場所から操作することはできなかった．
そのため，ロボットを操作するために鋼鉄製の遮蔽ボックスを製作し，オペレータは
その中から操作した． 
フランス GroupeINTRA は，チェルノブィリ原子力発電所炉心暴走水蒸気爆発事故
でオペレータが放射線下でロボット操作する必要があることが認識されたため，遮蔽
体を有し鉛窓越しにロボットを操作できるロボット操作車 EPPB が整備された．（図 
2-10）． 
 
 
日本は東海村 JCO 臨界事故後に開発されたロボット原子力安全技術センタが開発
した屋外調査用ロボットは，前述の運搬・制御車から屋外調査用ロボット，モニロボ
A またはモニロボ B を，ロボットに搭載された TV カメラの画像を見ながら操作でき
るようになっている[16][17]． 
運搬・制御車を放射線量の低い，遠い場所に駐車し，モニロボを操作するため，無
線中継器が用意されていた（図 2-11）．この無線中継器はモニロボが自ら持ち運び，
無線の感度が低くなり始めたところに設置することで1km以上離れた所から無線通信
で遠隔操作できるように設計されていた． 
運搬・制御車はロボットの昇降用スロープ，ロボット操作盤，電源供給装置等を備
えていたが，放射線量の低い場所でロボットの昇降を行うためこれらの作業は，オペ
図 2-10 遮蔽を施したロボット操作車 EPPB と無人重機を操作するオペレータ 
第 2 章 先行事例 
30 
レータが車外に出て操作することとなっていた． 
 
 
2.2.4 現場適応性 
ドイツ KHG は，現場でロボットの簡易な補修を行うための簡単な工具等を搭載し
たコンテナも用意しているが，ドイツ KHG の Michael Gustmann 氏へのインタビュー
によれば，「幸いにして原子力緊急時での出動経験はなく，事故発生現場の状況に併
せた最適化や改造を図った経験はなく，どの程度の状況に対応できるかは不明である」
とのことであった． 
ドイツ KHG は設立後，30 年を超える運用経験や，チェルノブィリ原子力発電所事
故や福島第一原子力発電所事故での事例をふまえ，ロボットの移動機構部（プラット
フォーム）を共有化し，ロボット走行部に搭載するツールや，ロボット走行部で牽引
できるトレーラ搭載型のツールを多数用意している．これらの組合せを変えることに
より，短時間で，多種多様な事故発生現場での状況に可能な限り対応できる，MTS ロ
ボットの開発を行っている． 
MTS ロボットは，KHG が開発した，屋内外の調査や軽作業用に利用できる，共通
プラットフォームであり，状況に応じて，無線中継器や除染装置などを搭載出来るよ
うになっている（図 2-12）．  
図 2-11 モニロボ用無線中継器 
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福島第一原子力発電所事故では，千葉工業大学，東北大学，国際レスキューシステ
ム研究機構とが共同で開発していた災害対応ロボット Quince を，事故発生現場の状
況に合わせた改造が実施された（図 2-13）[37][38]． 
無線中継器搭載タイプ 無線中継器搭載タイプ 
図 2-12 共通プラットフォーム MTS 
図 2-13 福島第一原子力発電所事故に際し改造された Quince ロボット 
東北大学田所教授提供 
第 2 章 先行事例 
32 
 
原子炉建屋内では，建屋構造物，遮蔽体，制御盤など，無線通信に障害を及ぼすも
のが多く，無線通信は困難と判断されたため，ツイストペアケーブルによる有線通信
に改造された．さらに，水位計の設置ができる治具も追加装備された[37]． 
 
2.2.5 事故発生現場での可搬性 
東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子力緊急時ロボットで，日本原子力研究所
が開発した情報収集ロボットの中の RESQ-A ロボットは原則として，コンテナに搭載
した制御装置から有線通信または無線通信で操作することを想定して開発された． 
万が一の場合は，ロボット，制御装置，ケーブルをトレーラから取り外せるように
考慮されていた．これは，制御装置を搭載したコンテナを適切な位置に駐車できない
ことを想定してのことであったが，これらの持ち運び性や、事故発生現場での再組立
てする際に，全面マスク，防護服やゴム手袋をした状態で行い易いようにまでは考慮
されていなかった．  
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 信頼性 2.3
原子力緊急時ロボットも原子力保守用ロボットも信頼性は重要であるが，産業用ロ
ボット等の一般的なロボットと最も異なる点は，高放射線下で使用されるため，耐放
射線性に係る信頼性が最も重要な要求機能である．その耐放射線性に係る信頼性を担
保するため，耐放射線性の向上に係る先行事例がいくつか見られた． 
ドイツ KHG が整備した無人重機 Excavator は，電子回路を 2 種類有している．一
つ目の電子回路は通常の半導体素子を用いた電子回路で，ガンマ線を 1/10 に遮蔽でき
る鉛遮蔽箱に内蔵することで耐放射線性を通常の電子回路の 10倍に向上させている．
二つ目の電子回路は，一つ目の電子回路が放射線損傷した場合に備えたもので，通常
の半導体素子を用いている点は変わらないが，Excavator を帰還させるのに必要な最
小限の機能のみに限定した電子回路で，一つ目の電子回路よりも小さく製作されてお
り，ガンマ線を 1/100 に遮蔽できる鉛遮蔽箱内に設置することで耐放射線性を，100
倍に向上させている．以上のような構造にしていることで，Excavator は一つ目の電
子回路で放射線損傷が発生するまで使用し，一つ目の電子回路が放射線損傷した場合
には二つ目の電子回路に切り替えて，Excavator での作業を中断し終了し Excavator
を帰還させ、電子回路を交換することになっている（図 2-14）[29][30]． 
 
 
1986 年 4 月 26 日午前 1 時 23 分（日本時間同日午前 6 時 23 分）に，旧ソ連（現
ウクライナ）のチェルノブィリ原子力発電所 4 号機で水蒸気爆発を伴う事故が発生し
た．水蒸気爆発により高放射線かつ高汚染環境となった下で，飛散した瓦礫の撤去や
原子炉付近の状況調査を行うため，戦車に排土板を取り付けて無線操作可能にした
KLIN，日本から提供されたラジコン D-355W，ドイツから提供された MF-2，MF-3, 旧
ソ連が開発中だった月面探査車ルノホートを改造した STR-1 等，約 50 台のロボット
図 2-14 Excavator と電子回路用鉛遮蔽箱 
第 2 章 先行事例 
34 
が投入された．これらの多くは，半導体の放射線損傷や瓦礫が飛散する災害現場では
ロボットのケーブルなどの問題があり，すぐに操作不能となった（図 2-15）． 
 
 
東海村 JCO 事故後に開発された原子力緊急時ロボットでは，製造科学技術開発セ
ンタが開発した屋内作業用ロボットの内，MENHIR は耐放射線性強化型ロボットであ
る．通常の IC や LSI 等の集積度の高い半導体素子よりディスクリート半導体素子の
方が耐放射線性が高いことを利用して，ディスクリート半導体からなる電子回路を構
成することで，MENHIR の電子回路は 10E4 Sv の耐放射線性を有している[22][23]． 
福島第一原子力発電所事故の直後に，無人建設重機，Packbot，Brokk，Talon，Quince
等のロボットが投入された（図 2-16）[37][38][39][40]．しかしながら，これらは元々
原子力用途に開発されたロボットではなく，電子回路には市販の半導体素子が使用さ
図 2-15 チェルノブィリ事故の直後に投入されたロボット 
コマツ製ラジコン重機 D-355W 
(http://chzo86.narod.ru/Komatsu.htm；2016.10.12アクセス 
ドイツ KHG から提供された MF-2 
（KHG Michael Gustmann 氏提供） ドイツ KHG から提供されたのと同型の MF-3 
旧ソ連の月面探査機
を改造した STR-1 
(http://chornobyl.in.ua/wp-content/
uploads/str-chernobyl-robot-.jpg；
2017.1.16アクセス 
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れており，これらの耐放射線性が未確認であった．これらロボットを運用する東京電
力等も経験が無く，ロボットの被曝管理をどのように行うべきかについても経験を有
していなかった． 
 
 
 
図 2-16 福島第一原子力発電所直後に投入されたロボット 
無人建設重機 
（http://photo.tepco.co.jp/library/110411_1/11041
1_1f_system1_5.jpg；2017.3.27 アクセス） 
Packbot 
（http://photo.tepco.co.jp/date
/2011/201104-j/110419-01j.ht
ml；2017.3.27 アクセス） 
BROKK-90 
 
Talon 
http://photo.tepco.co.jp/date/201
1/201104-j/110428-01j.html ；
2017.3.27 アクセス 
（http://photo.tepco.co.jp/library/110510_1/110510_1f_3.jpg；
2017.3.27 アクセス） 
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 除染保守性 2.4
原子力緊急時ロボットのみならず原子力保守用ロボットの保守に際しては，ロボッ
トが汚染して，その汚染によるオペレータや作業員が放射線被曝をすることが課題と
なる．そのため通常の保守に先立って，ロボットの除染が必要となる．原子力保守用
ロボットでは原子力施設内の一画に保守やそれに先立つ除染のためのエリアが設けら
れ，保守や除染を行うオペレータや作業員の，二次汚染を防ぐためのグローブボック
スや放射線被曝を防ぐために遮蔽体が設けられていることが多い．それに対して原子
力緊急時ロボットでは，事故が発生した現場での除染が必要となる． 
 
ドイツ KHG では，オペレータや作業員の被曝低減のため，ロボットを過酷事故が
発生した原子力施設に投入した後に点検保守する場合に備えて，偵察ロボットのよう
な小型ロボットや、作業用ロボットのような大型機器の部品を，点検保守に先立ち，
除染することを想定している．そのため，汚染拡大防止，作業員やオペレータが全面
マスクや防護服を着用する際の身体的負担を軽減するため，除染用のグローブボック
スを有する点検保守用コンテナを用意している（図 2-17）． 
 
 
福島第一原子力発電所事故では，3 号機原子炉建屋の上部で水素爆発が発生し，柱
や梁の一部が崩落し，大物搬入口の上に落下した．その結果大物搬入口も崩壊し，大
物搬入口全体を解体撤去に，スウェーデンの Brokk 社製の Brokk-90 1 台，Brokk-330 2
台，Brokk-800D 1 台の合計 4 台緊急輸入され，2011 年 5 月 10 日から，3 号機大物搬
入口の解体工事に投入された[38]． 
大物搬入口全体を解体撤去作業は小型無人重機の Brokk ロボットにとって負荷が大
図 2-17 除染保守用コンテナ内部 
2013.2.20 撮影 
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きく，点検保守が必要となった．軽度の点検保守はオペレータにより行われたが，重
度の点検保守を行うためには， Brokk 社の専門家による作業が必要であった．彼らは
スウェーデンやイギリスの大使館から，福島第一原子力発電所に近づかないよう勧告
を受けており，Brokk ロボットを Brokk 社の専門家による重度の点検保守を行うため
には，Brokk ロボットを除染して福島第一原子力発電所から搬出する必要があった． 
そのために，Brokk ロボットの高圧水スプレイによる除染が行われたが，福島第一
原子力発電所から 20km の範囲等に設定されていた警戒区域から機器を搬出する際に，
機材等の汚染レベルを計測するスクリーニングが義務づけられており，搬出基準とし
て設定されていた 100 CPM 以下まで除染することができなかった． 
 
 
 
図 2-18 除染後も汚染が残った Brokk-800 
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 作業性 2.5
ドイツ KHG，フランス GroupeINTRA，東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子
力災害対応ロボット等の事故に備えて予め準備されたロボットの多くは，屋外用，屋
内用を問わず，その殆どが，不整地や瓦礫が散乱した場所での移動することを想定し
て，クローラ型の移動機構を有している[30]．また，チェルノブィリ事故や福島第一
事故で投入されたロボットの多くもクローラ型の移動機構を有していたが，チェルノ
ブィリ事故の飛散瓦礫撤去に用いられた STR-1 の様に，事故発生現場での状況を踏ま
えて開発整備されたものには，車輪型の移動機構を有したものもあった． 
 
 
ドイツ KHG，フランス GroupeINTRA，東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子
力災害対応ロボット等の，事故に備えて予め準備されたロボットの多くには，放射線
計測機器が搭載されていた．また，チェルノブィリ事故や福島第一事故で投入された
ロボットに要求された調査機能の多くは，TV 画像取得と放射線計測であった． 
事故に備えて予め準備されたロボットには，LMF，EOLE，EROS，RESQ-B，RESQ-C，
RaBOT，SWAN，MARS-A，MENHIR にもロボットアームやマニピュレータ等を有し
ており，ドア開閉や資料採取などの軽作業を想定していた．福島第一事故では Packbot
ロボットに塔載されたアームで原子炉建屋の二重扉の開放作業に用いられた． 
 
図 2-19 ドイツ KHG のロボット群 
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 まとめ 2.6
即応性については，日本では原子力緊急時ロボットを開発していたが，それらを運
用する組織は整備されていなかった．ドイツやフランスでは，原子力緊急時ロボット
の開発や整備のみならず，運用組織も整備されていたが，幸いにして過酷事故が発生
した原子力施設での運用実績はなく，搬送性や現場適用性等で課題が残っていた．搬
送性の中でも陸送性を向上させるため，コンテナ等を考慮していた例はあったが，自
然災害との複合災害では，トレーラや特殊資格を有した運転手の確保に困難をきたす
という課題があった．また中型トラック程度では，1 台のトラックでの搬送容量に制
限があった．事故発生現場でのロボットの運用については，ロボットのみならず，周
辺機材を含めた統合化を図った例もあったが，大規模システムとなり，搬送性に困難
を伴っていた． 
信頼性については，産業用ロボット等は異なり，原子力保守ロボットも原子力緊急
時ロボットも半導体を含む電子回路の耐放射線性が重要視されていた．原子力保守用
ロボットでは，耐放射線性を考慮することで，大規模システムになることに大きな問
題はないものの，原子力緊急時ロボットでは大規模システムにしないで，耐放射線性
を含む被曝管理することが達成できていなかった． 
除染保守性については，水スプレイが有効であることは認識されていたが，過酷事
故等で爆発を伴うような事故現場での汚染形態を考慮した除染方策は確立していな
かった． 
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 要求機能 3.1
日本では福島第一原子力発電所事故後の 2012 年に原子力災害特別措置法が改正さ
れるまで，原子力施設の過酷事故に備えて，予め運用組織を設置して，平時から原子
力緊急時ロボットを運用したことはなく，原子力緊急時ロボットの運用方策を念頭に
置いて，整備した例はなかった．ドイツやフランスでは，原子力施設の過酷事故に備
えて，緊急時ロボット部隊を有していたが，実際に過酷事故に対して運用した例は殆
どなかった． 
今後日本で，原子力発電所を再稼働するにせよ，廃炉にするにせよ，現時点で，50
基余りの実用発電用原子炉，2 基の研究開発段階発電炉，2 か所の使用済み核燃料再
処理工場，数か所の核燃料加工工場が存在し，これらには多くの核燃料が保管され，
膨大なエネルギーを内在していることから，平時から原子力緊急時ロボットを整備す
るとともにこれらを運用する組織を設置しておくことは不可欠で，原子力緊急時ロ
ボットの要求機能を体系化しておくことは重要である． 
本章では，第 1 章で抽出した原子力緊急時ロボットに求められる，即応性，信頼性，
除染保守性，作業性という 4 つの要求機能（図 3-1）について，第 2 章のドイツ KHG，
チェルノブィリ原子力発電所事故，フランス GroupeINTRA，福島第一原子力発電所
事故等の先行事例の調査結果を踏まえて，体系化を行う． 
 
機能構成や機能要素の中には，同時に要求されるもの，どれか一つが満たされてい
れば十分なもののほか，事故が発生した現場の状況や必要となる作業によって同時に
要求されるもの，どれか一つが満たされればよいかが変るものもある． 
本項の要求機構の体系化を説明する図の中では，同時に要求されるものは「and」
結合子を，どれか一つが満たされていれば十分なものは「or」結合子を，そして，事
故が発生した現場の状況や必要となる作業によって変わるものについては「and or」
結合子を用いることとする． 
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3.1.1 即応性に係る機能構成と機能要素 
原子力緊急時ロボットは，原子力施設での過酷事故が発生した際に，直ちに原子力
施設に搬送され，作業員が立入れないあるいは立入るには危険な，高放射線かつ高汚
染の環境下で，作業員に替わって，先行調査，扉開放，遮蔽体設置などの作業に供さ
れるものである．これらの作業を直ちに行える即応性は原子力緊急時ロボットの要求
機能の中で最も重要なものである． 
東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子力緊急時ロボットの殆どが福島第一原子
力発電所事故の際に不可動状態であった．このようなことを二度と起こさない様に，
平時からロボット等を維持管理する機能，過酷事故が発生して出動要請があった場合
に直ちに原子力施設に原子力緊急時ロボット等を搬送できる機能，過酷事故が発生し
て放射線環境下や汚染環境下で操作するオペレータの放射線安全の確保できる機能，
過酷事故の状況に合わせてロボット等を短時間で最適化できる機能，事故収束や影響
拡大抑止等の精神的重圧のかかる作業を最小限にできるような操作性等が必要である． 
原子力緊急時ロボットは，過酷事故が起きた時に用意するのではなく，平時から予
め準備しておくことが必要であり，保管段階から，搬送段階、投入操作段階，回収点
検保守段階に至る全ての段階を想定して，即応性という要求機能のための構成要素や
図 3-1 原子力緊急時ロボットの要求事項 
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機能要素が必要となる． 
 
3.1.1.1 技能者確保 
1) 整備能力 
1999 年の東海村 JCO 臨界事故後に，原子力安全技術開発センタ，日本原子力研究
所（現，日本原子力研究開発機構）および製造科学技術開発センタで原子力緊急時ロ
ボットが開発されたが，これらのロボットを整備・運用する組織は設置されなかった．
その結果，福島第一原子力発電所事故が発生した際には，これらのロボットの多くは
廃棄されたり，保管されてはいても点検保守されておらず不可動状態であったりと，
直ちに過酷事故の現場に投入されることはできなかった．このような事態が起きてい
た背景には，ロボット等の維持管理に係る予算が確保されず，専任の運用組織や要員
が配置されず，兼務で担当していた担当者は目前の他の業務に注力せざるを得なかっ
たことが，直接的な原因であった，その根底には，事故は起こさないように最大限の
努力を注力していたため，万が一起きた時の事故の事故原因の調査，その原因の排除
または影響拡大防止という，事故が発生した場合の対策に対する配慮が十分でなかっ
たことがある．原子力緊急時ロボットを過酷事故がおきた原子力施設に速やかに投入
するためには，常にロボット等を可動状態に保つ整備するとともに，ロボットをいつ
でも投入できるように維持する機能が重要である． 
1999 年の東海村 JCO 臨界事故後に，核燃料サイクル開発機構（現，日本原子力研
究開発機構）が， Execil 社製のガンマ線可視化計測装置 2 台を保有していたが，福島
第一原子力発電所事故が発生した際に，2 台とも不具合があり，機械部品のみならず，
制御用パーソナルコンピュータ（PC）の再調整または交換の必要もあった．しかしな
がら 1 台は Windows95 を OS とする PC で制御されており，もう一台は Windows98
を OS とする PC で制御されており，ともに制御ボードには ISA バスが用いられてい
た．Microsoft 社のサポートは，Windows95 については 2002 年に，Windows98 につ
いては 2006 年に，終了しており，ISA ボードも 2011 年時点では殆ど販売されておら
ず，代替 PC の手配が困難であった．原子力緊急時ロボット等の整備については，単
にロボットや周辺機材を可動状態に維持するだけではなく，ロボットや周辺機材に使
用されている機器の PC 等の部品等を定期的に更新できることも必要である． 
近年，ロボット等の遠隔技術の中でもドローン等の新技術が多数出てきており，こ
れらの要項性も確認されつつある．このような新技術についても常にウォッチし，状
況に応じてこれら新技術を導入することも重要である． 
部品等の更新にあたっては，ニッケル水素電池からリチウムイオン電池あるいはリ
チウムポリマー電池へ移行されつつあるロボット用バッテリーについては，ニッケル
水素電池 1 セルあたりの起電力が 1.2V でありバッテリーパックの電圧が 12VDC，
24VDC または 48VDC であるのに対し，ニッケルポリマー電池では１セルあたりの起
3.1 要求機能 
45 
 
電力が3.7Vでありバッテリーパックの電圧が11.1VDCまたは22.2VDCとなること，
バッテリーの維持管理の容易性等についても留意する必要がある． 
2) 操作能力 
前述の屋内調査用ロボットのうち RESQ-B と RESQ-C の 2 台は，その操作が複雑
で，製作メーカからの 1，2 度の操作指導やマニュアルだけでは，日本原子力研究所
職員による操作は困難であった．そのために，職員が日頃からロボット操作を行い，
ロボット操作に習熟し難い状況であったことも，前述の原子力緊急時ロボットの不可
動の遠因になったとも考えられる．原子力緊急時ロボットが，過酷事故が起きた際に
速やかに事故発生現場への搬送，投入・操作・回収を行えるためには，日頃からロボッ
トや周辺機材の操作を行い，操作に習熟しておくとともに，ロボットの性能の限界等
をオペレータが見極めておくことも重要である．オペレータの習熟度を向上させ，熟
練オペレータを確保しておくことが重要である． 
チェルノブィリ原子力発電所事故では，ドイツ KHG から事故現場の状況を調査す
るための調査ロボットや瓦礫撤去のための作業用ロボットが提供され，日本からも無
線操作可能なラジコン重機が提供され，事故発生後の原子炉建屋周辺の放射線測定や
高放射化した瓦礫の撤去に用いられている．しかしながらドイツ KHG も日本も，ロ
ボットや無人重機のオペレータは派遣していなかった．その根底には東西冷戦終結前
で，交流の少なく，オペレータ等の安全管理の方法や基準も良く判らない，旧ソ連の
原子力施設にオペレータを派遣することが躊躇されたことがあったであろうことは想
像に難くない．また，事故現場の状況が十分に判らない中，また指揮命令系統が不明
確な状況で，オペレータ等を高放射線かつ高汚染環境という環境に派遣することはで
きなかったものと推察される． 
旧ソ連の技術者は，慣れないドイツ KHG のロボットや日本製の無人重機を熟知し
ていないばかりか，操作訓練も受けていないまま，これらロボットや無人重機の操作
や点検保守を行うのに，様々な苦労に直面したことが容易に想像される． 
チェルノブィリ事故の際に旧ソ連に提供された，ドイツ KHG の作業用ロボット
MF-2 が，タービン建屋の構造物に乗り上げて転倒しそうになったり（図 3-2），ロ
ボットの再充電に時間がかかる過ぎて結果として電子回路の放射線損傷に至った背景
に，旧ソ連のオペレータが，ロボットの操作や保守に不慣れだったことが遠因となっ
ていた可能性もある． 
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福島第一原子力発電所事故ではアメリカ iRobot 社から東京電力に提供された．
Packbot ロボットが東京電力に引き渡された 2011 年 3 月 24 日に，事故現場から
100km 以上離れた茨城県土浦市内で，iRobot 社の職員から東京電力本店職員および東
京電力から依頼を受けた関連企業の職員に，操作訓練が実施された．福島第一原子力
発電所から遠く離れた場所で教育訓練が行われた理由は，アメリカ大使館がアメリカ
の一般人に対して福島第一原子力発電所 50mile（80km）圏内から退避するよう勧告
していたためである．その後，4 月 17 日の 1 号機および 3 号機のタービン建屋から
原子炉建屋に続く二重扉を開けるのに投入されるまで，福島第一原子力発電所の 5 号
機等で操作訓練が行われた．東京電力職員および東京電力から依頼を受けた関連企業
職員は，それまでロボットの操作経験が無い者であり，Packbot ロボット 2 台のアー
ムを操作して，二重扉の内側のレバーを回転させて扉を開けられるようになるまで，
相当の日数を要した．アメリカ，アイダホ国立研究所から提供された Talon ロボット
は，茨城県つくば市でアメリカ政府から日本政府経由で東京電力に引渡を受け，その
場所でアイダホ国立研究所職員から東京電力本店職員に教育訓練が行われた．教育訓
練場所がつくば市であった理由は，前述のPackbotロボットの時と同じ理由であった．
また，フランス GroupeINTRA がロボット提供を申し出た際に，アメリカの事例と同
図 3-2 チェルノブィリ原子力発電所事故後投入された MF-2 ロボット 
ドイツ KHG Michael Gustmann氏提供 
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様に，フランス GroupeINTRA はオペレータを日本に派遣することはできず，東京電
力から依頼を受けた企業の職員が GroupeINTRA のロボットを保管管理するとともに
操作訓練を行っている仏シノン原子力発電所に出向いて、ロボットの操作訓練を受け
ている．さらにドイツKHGがロボットの提供を申し出た際も，ドイツKHGがオペレー
タを日本に派遣することはできず，日本からオペレータ要員をドイツに派遣して操作
訓練を受けさせるよう求められた． 
以上から判るように，過酷事故の発生した原子力施設で，ロボットや周辺機材を有
効に投入・操作・回収できるか否かは，オペレータの操作能力にも大きく依存する．
予めロボットの操作に習熟し，ロボットで何が出来るか，何が出来ないかを熟知した，
高度な操作能力を有したオペレータを養成する必要がある． 
以上述べてきたように，技能者確保にはロボットの整備機能に加えて，オペレータ
の操作能力が重要である． 
 
3.1.1.2 搬送性 
原子力緊急時ロボットを事故が発生した原子力施設に直ちに搬送することは，即応
性の観点上，最も重要である． 
チェルノブィリ原子力発電所事故や東海村 JCO 臨界事故の様に，原子力災害が単
独で発生した場合のみならず，福島第一原子力発電所事故の様に自然災害と複合して
原子力災害が発生した場合でも，要求されるものである． 
1) 陸送性 
搬送の中で，陸送は最も一般的で，ドイツ KHG やフランス GroupeINTRA でも陸
送を主に考えており，日本で東海村 JCO 臨界事後に開発された原子力緊急時ロボッ
トの開発でもコンテナや大型トラックによる陸送性が基本に考えられていた．ドイツ
やフランスのみならず日本でも高速道路網が発達しており，陸送は他の搬送方法に比
べて比較的安価ある．さらに平時の訓練等にも，安価に利用可能である． 
福島第一原子力発電所事故の際には，原子力安全技術センタのモニロボ A ロボット
は，運搬・制御車に搭載されて，保管されていた青森県六ケ所村の原子力安全技術セ
ンタ防災センタから緊急時対応の拠点となっていた福島県双葉郡楢葉町の J-Village
に陸路で搬送された． 
米アイダホ国立研究所から提供された Talon ロボットは，茨城県ひたちなか市の
JAEA原子力緊急時支援・訓練センタで，JAEAのロボット操作車RC-1に搭載されて，
J-Village 経由で，福島第一原子力発電所に陸路で搬送された．JAEA-3 号ロボットも
茨城県ひたちなか市でロボット操作車 RC-2 に搭載されて，J-Village 経由で福島第一
原子力発電所に陸路で搬送された．Talon ロボットと JAEA-3 号ロボットの搬送に際
しては，途中地震で被害を受け，鉄板で仮補修しただけのた山間道を走行する必要も
あった．これらロボットの搬送に際しては，トラックドライバーの手配が試みられた
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がトラックドライバーを手配することはできなかった．東北地方太平洋沖地震という
自然災害下のためトラックドライバーが不足していたことに加え，福島第一原子力発
電所事故という原子力災害であったため放射線による影響を懸念され，多くの業者を
あたったが断られた．その結果，いずれも日本原子力研究開発機構職員と東京電力職
員がロボット操作車を運転して搬送を行った（図 3-3）． 
 
 
以上より，原子力緊急時を搭載したロボット操作車は，運用組織のオペレータによ
り運転操作可能なことが必要である．さらに自然災害と複合した原子力災害が発生し
た場合は，高速道路や幹線道路も損傷を受けている可能性が高く，応急補修した道路
や山間道を運用組織の要員が運転可能な，小回りの利く車両を準備しておく必要があ
る． 
2) 空輸・海運性 
自然災害と複合した原子力災害が発生した場合は，高速道路や幹線道路の応急補修
が間に合わなかったり，山間道も損傷を受けて通行できなかったり、あるいはこれら
が通行可能であっても多くの避難者や復旧作業用車両で大渋滞が発生している可能性
もある．そのために空輸や海運も考慮しておく必要がある．これらは陸送と異なりこ
れだけで完結することが少なく，空輸や海運のあと，空港又は港湾から事故が発生し
た原子力施設迄の陸送が必要となることが多い．さらに海運の船舶や空輸の航空機は，
陸送の車両の様に，過酷事故が発生した原子力施設内で待機してオペレータの休憩・
図 3-3 JAEA-3 号ロボット等を搭載して警戒区域に入るロボット操作車 RC-2 
3.1 要求機能 
49 
 
仮眠場所として使用することは不可能である． これらのことも考慮に入れて，空輸・
海運性を考慮しておく必要がある． 
 
3.1.1.3 放射線安全性 
原子力施設で過酷事故が発生した場合，事故現場付近は高放射線下かつ高汚染下に
なることが予想され，このような環境下では投入操作されるロボットが高放射線下か
つ高汚染下におかれる．ロボットほどではないにせよ，オペレータも放射線下かつ汚
染下で，原子力緊急時ロボットの投入・操作・回収等の作業を行う必要があることを
考慮する必要がある． 
放射線下かつ汚染下におかれるオペレータの放射線被曝低減をはかるため，放射線
源からの距離をとる，放射線下での作業（投入・操作）時間を短縮する，遮蔽体を用
意するなどの，対策を図る必要がある． 
1) 距離 
高放射線環境から距離をとる方法として，過酷事故で高放射線環境になった現場に
は遠隔操作型ロボットを投入し，オペレータはより低い放射線環境下でロボット等の
操作を行うことで，高放射線環境下から距離を取ることが可能となる． 
2) 時間短縮 
原子力緊急時ロボットを操作するためには有線又は無線通信による操作が必要と
なるが，原子力施設内は随所に配置されている遮蔽体だけではなく，電源盤や大口径
バルブなど，無線通信の障害になるものが多数ある．また，有線通信の場合でも，ロ
ボットで運んだり,引き摺ったりできるケーブルには長さに制約があり，オペレータは
ある程度はロボットに近い場所から操作せざるを得ない．そのため，オペレータもあ
る程度の放射線下あるいは汚染下での投入・操作にかかる作業を行うことが求められ
る． 
そのため，ロボットを過酷事故が発生している現場で，待機場所から事故発生現場
への運搬や投入したり，事故発生現場近傍での操作や回収したりする時間を短くする
ことが必要となる． 
3) 遮蔽 
原子力緊急時ロボットの運用で，操作は時間を要するものであり，事故発生現場近
傍での操作ではオペレータの放射線被曝を低減するための遮蔽を考慮する必要がある． 
 
3.1.1.4 現場適応性 
ロボットを運用する際にはロボット単体のみで運用することは難しく，また実際の
事故発生現場の状況が様々であることは前述したとおりである．ロボットを，様々な
状況下に適応させて，運用できるようにすることが重要である．しかもこの適用させ
る作業は，事故が発生する前または事故発生後短時間で行えるようにしておくことが
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重要である． 
1) 統合化 
実際の事故発生現場ではロボット単体で運用することが難しく，平時から，事故発
生現場迄の搬送，事故発生現場での投入，操作および回収作業，ならびに保線された
ロボットの点検保守までの一連の運用を通して必要となる周辺機材を含むロボットシ
ステムとして運用するのが現実的である．そのために予めこれらのロボットと周辺機
材を，一括で運搬・投入するための統合化が必要となる． 
2) 組合せ 
事故発生現場でロボットに求められる作業は，後述する様に，作業員やロボットオ
ペレータが立入れるところから作業を行う場所までの移動と，作業場所での調査やマ
ニピュレーションである．これらの組合せを，事故発生前に予め予測して準備してお
くことは重要であるが，予め全ての状況や作業内容に合わせてロボットを準備してお
くことは現実的ではない．事故発生後に，移動のための機構と調査等作業のための機
構の組合せを変えて，現場の状況や必要となる作業に併せられるようにすることも重
要である． 
3) 部品共用性 
事故発生現場の状況は様々であり，上述の統合化や組合せによるだけでは現場適用
できない可能性は大きい．場合によってはロボットの改造を短時間で行う必要がある．
改造を容易に行うためには，複数のロボットや周辺機材に用いる部品の共用化を図る
ことで，予備品の保管量を限定したり，他機材から流用したりすることも可能となる． 
4) 可搬性 
飛散している瓦礫や事故収束のために仮設した機材等によって，ロボットと周辺機
材をトラックなどに搭載して一括して事故発生現場で運用できない場合もあり得る．
作業員やオペレータがロボットと周辺機材を人力で運んで，運用できることも要求さ
れることもあり得る．そのため，ロボットとその周辺機材の可搬性について，考慮し
ておく必要がある． 
3.1.1.5 操作性 
原子力保守用ロボットは，1970 年代から実際の原子力施設で運用され始め，経験と
教訓がフィードバックされており，ロボットや周辺機材の操作性についても研究開発
がなされている．1980 年代から人間工学的考慮に基づいたマンマシンインターフェー
スの研究が行われ，モニター，スピーカ等表示機器を配置するとともに，オペレータ
の手足の動きやすさを考慮したコントローラ等操作機器を用意するものもあった．一
方，原子力緊急時ロボットは，可搬性を高めるために，表示機器や操作機器は小型軽
量化を図る必要があるなどの制約が多い．また，保守作業と異なり，緊急時対応は，
予め想定した通りの提携作業ではなく，オペレータがロボットから送られてくるカメ
ラ画像などを認識し，状況を判断し，その上で操作することが求められる．さらに原
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子力緊急時ロボットのオペレータは，放射線環境下かつ汚染環境下で，防護マスクや
防護服を着装した状態で，ロボット操作を行う必要があり，場合によっては，環境の
詳細が判らなかったり，作業時間を制限されたりと，極めて厳しい精神的負担や肉体
的負担がかかる．  
1) マンマシンインターフェース 
ロボットオペレータは，後述するように，放射線下あるいは汚染下のような環境で
操作することを想定した教育訓練を受けるが，上記のような精神的かつ肉体的負担を
受ける環境下での操作を想定しておく必要がある．このような厳しい環境下では操作
ミスは起り得るものとして，原子力緊急時ロボットのマンマシンインターフェースは，
操作ミスを起こし難いような人間工学的配慮がなされるべきである． 
2) フェールセーフ 
前述の様に，操作ミスが起き難いようにマンマシンインターフェースとしても，操
作ミスが万が一起こった場合に備えておく必要がある．そのために万が一，オペレー
タが操作ミスを起こしたとしても，ロボットが自ら外界等をセンシングして，障害物
との衝突の危険性などを検知した場合は，オペレータの操作に係らず動作を停止し，
オペレータに状況を知らせ，オペレータからの新たな指示を待つ必要がある． 
 
以上，即応性に関する機能構成と機能要素を纏めると図 3-4 のようになる． 
 
図 3-4 即応性に係る機能構成と機能要素 
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3.1.2 信頼性に係る機能構成と機能要素 
原子力緊急時ロボットの役割は，作業員に代わって，過酷事故が発生した現場まで
移動し，現場状況の調査等を行い，そしてロボットを投入された元の場所まで戻って
くるという，一連の作業を遂行することである．過酷事故が発生した時の事故収束や
影響拡大抑止等のために，役割を達成するためには，ロボットがきちんと作業を遂行
できる信頼性が重要である． 
チェルノブィリ原子力発電所事故の際の緊急時対応や福島第一原子力発電所事故
の際の緊急時対応等では，ロボットは上記のような一連の作業を複数回，繰り返して
行う必要があった．このように，緊急時対応では，繰り返しロボットを投入・操作・
回収する必要があることは明らかで，その間トラブル等を起こすことなく，作業を完
遂できるまでの信頼性が要求される． 
原子力緊急時ロボットは，耐故障性や，部分的に故障した際にロボットとしての機
能を維持するための冗長性等の信頼性を有する必要がある．それらに加えて，原子力
緊急時ロボットは過酷事故が発生した際に，事故収束や影響拡大抑止に係る作業を行
うものであり高放射線環境下で使用することから，ロボットの耐放射線性を評価する
とともに高放射線下で安全に使用するための管理目標値を設定するなどの被曝管理方
法を確立するなどの，被曝管理方法も必要となる． 
原子力施設は，施設自身の耐震性や放射線遮蔽のため，厚さが 1m 以上もある鉄筋
コンクリート製の壁，鉄，鉛あるいはタングステン製の遮蔽体が随所に配置されてお
り，無線通信用の電波も遮られてしまうことから，このような施設内でもロボットと
オペレータの操作装置間の通信の伝達性を確保することが求められる．さらに過酷事
故が発生した際には，ロボット以外にも緊急時対応のためのモニタリング装置やトラ
ンシーバーなど多数の機器が無線通信を使用することが予想される．実際，福島第一
原子力発電所事故の際には，多くの機器が無線通信を使用したため，無線の衝突や干
渉という通信障害が発生している．このように，耐故障性や冗長性だけではなく，被
曝管理や通信性という機能構成や機能要素が必要となる． 
 
3.1.2.1 被曝管理 
第 6 章で後述するように，ロボット等を構成する部材の中で，耐放射線性が低いの
は CPU や CCD 等の集積度の高い半導体素子であり，ロボットの耐放射線性はカメラ
を含む電子回路に用いられる半導体素子の耐放射線性に依存している．高放射線下で
使用するロボットの信頼性を確保するうえでは，半導体素子の耐放射線性の評価，半
導体素子の耐放射線性の強化，半導体の耐放射線性の被曝管理目標値の設定，半導体
の被曝評価方法等が必要となる． 
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半導体素子に放射線を照射した時の損傷形態は，シングルイベント効果，トータル
ドーズ効果，はじき出し効果の三種類がある（図 3-5）． 
 
 
シングルイベント効果はアルファ線のような重粒子線が半導体素子を通過した際
に，電荷が移動してしまうことにより，半導体素子が誤動作するものである．場合に
よっては半導体素子の酸化膜等が破損して，半導体素子そのものが破損することもあ
る．宇宙ロケットや宇宙探査船が，上述のヴァン・アレン帯を通過する際に，シング
ルイベント効果が発生することが知られている．原子力施設では，アルファ線などに
より起り得るが，アルファ線の飛程は 2-3cm であり，また核燃料が被覆管内にとど
まっている限り，シングルイベント効果は殆ど問題とならないと考えられる． 
トータルドーズ効果は，ガンマ線等が半導体素子を通過する際に，半導体膜やゲー
ト部の原子の電子を励起させて，正孔が生成してしまい，その結果としてゲート電圧
の閾値が変動したり，ゲート通過時の抵抗値が増加したり，リーク電流が増加したり
する現象である．原子力施設では最も可能性の高い放射線損傷の形態である． 
はじき出し効果は，アルファ線やベータ線など，比較的エネルギーの強い粒子線に
よるもので，半導体膜や酸化膜だけではなく，半導体母材に発生した正孔などの放射
線損傷が，半導体膜付近に移動してしまいその結果，トータルドーズ効果と同様に，
ゲート電圧の閾値が変動したり，ゲート通過時の抵抗値が増加したり，リーク電流が
増加したりする現象である．原子力施設ではベータ線による放射線損傷の可能性はあ
りうるが，ベータ線はアルミホイルで遮蔽できるものであり，核燃料が被覆管内から
出てしまってその表面から放射されるものであり，通常の原子力施設や過酷事故を起
図 3-5 半導体の放射線損傷の形態 
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こした原子力施設では，はじき出し効果は殆ど問題とならないと考えられる． 
 
1) 半導体素子の耐放射線性評価 
半導体素子の耐放射線性は，半導体の母材，製造プロセスおよび集積度等に大きく
依存することが知られている．ロボットを構成する部品や材料の中で最も耐放射線性
が低いのが電子回路中の半導体素子であることから，ロボットの耐放射線性は事実上
半導体素子の耐放射線性により律速されている．そのため，ロボットに使われている
半導体素子の耐放射線性を調べておくとともに，必要に応じて耐放射線性を向上する
対策が必要である．半導体素子の耐放射線性は，上述の様に，母材や製造プロセスに
依存していることに加えて，型番が同じでも製造ロットが異なると半導体素子の耐放
射線性が変ること，同一ロットでも個体差がある程度はあることが知られている． 
原子力施設の保守ロボットでは，予めマニピュレータに使うのと同種の半導体素子
を用いて，放射線による照射試験を行い，半導体素子の耐放射線性を確認しておき，
より高い精度で耐放射線性を知る必要がある時は，実際のマニピュレータに使うのと
同じ型番，同じロットの半導体素子による放射線照射試験を実施して，耐放射線性を
評価することが可能である．一方，既に開発されたり存在していたりするロボットを
緊急時に投入する場合，ロボットの電子回路に使用されているものと同じ型番あるい
は同一ロットの半導体素子が入手できずに照射試験ができなかったり，照射試験を実
施する時間的な余裕がなかったりする場合は，過去の照射試験データ等から推測する
方法もありうる． 
2) 半導体素子の耐放射線性の向上 
半導体素子の耐放射線性が，目標とするロボットの耐放射線性に達しない場合は，
半導体素子の耐放射線性の向上策を講じる必要がある． 
① 高耐放射線性半導体素子開発を行う方法 
前述のように半導体素子の母材や製造プロセスを，耐放射線性の高いものに変更し
た半導体素子を開発する方法．原子力保守用ロボットのために開発した例がある[46]．  
② 市販半導体素子に補償回路を追加して耐放射線性を向上させる方法 
半導体素子に放射線，特にガンマ線が照射された時の放射線影響である，ゲート電
圧の閾値が変動量，ゲート通過時の抵抗値が増加量，リーク電流が増加量を事前に把
握しておき，その変化量を補償する回路を製作する方法が考えられる． 
③ ディスクリート半導体素子による電子回路で耐放射線性を向上させる方法 
半導体素子の耐放射線性はその集積度により大きく依存することが知られており，
集積度の低いディスクリート半導体素子で構成した電子回路を開発して，ロボットに
搭載することで，電子回路の耐放射線性を向上させることができる． 
④ 半導体素子に放射線遮蔽を施す方法 
半導体素子を含む電子回路を鉄，鉛あるいはタングステンなどの重金属に「より遮
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蔽する方法が考えられる．電子回路を極力小さく製作してもそれを覆う遮蔽体は数十
kg から数百 kg になることから，中型以上のロボットにしか採用できない．また原子
力緊急時ロボット等を廃棄する際に，鉛などはそのまま廃棄できないことなども考慮
する必要がある． 
⑤ 半導体素子を含む電子回路をロボット本体から移動する方法 
ロボット本体からサーボモータドライバ等の電子回路からなる制御部を外し，放射
線量の低い環境，例えばオペレータが操作する操作卓などに移動する方策がある．こ
れらの場合，ロボット本体と制御部のあいだを多芯ケーブルでつなぐ必要がある．多
芯ケーブルは太く長距離のケーブルをリールに巻いてロボットに搭載することはでき
ず，ロボットはこの多芯ケーブルを引きずって走行する必要があり，ロボットの走破
性能を大きく低下させることも考慮する必要がある． 
⑥ 半導体素子を含む電子回路を交換する方法 
ロボットの放射線被曝量が，市販半導体素子などからなる電子回路の耐放射線性を
超える前に電子回路を基盤単位などで交換する方法が考え有られる．この方法，特に
市販半導体を使用する場合は，耐放射線性が低いことから，比較的放射線被曝が低い
場合にしか適用できない．また頻繁に電子回路を交換する必要があることから，電子
回路を用意に交換できるようにするとともに，交換後の調整も容易に行えるようにす
る必要がある． 
 
以上を纏めると表 3-1 のようになる． 
表 3-1 電子回路の耐放射線性の向上策 
第 3 章 要求機能の体系化 
56 
3) ロボットの被曝管理目標値の設定 
前述した電子回路の耐放射線性向上方法のどの方法を採用するにせよ，向上策を講
じずにロボットが本来有している耐放射線性まで使うにせよ，ロボットが放射線損傷
により不可動になると，作業を完遂できなくなるだけではなく，不可動となったロボッ
トが後続のロボットの作業の支障になることもあり得る． 
そのため，ロボットの耐放射線性を評価したうえで，ロボットの被曝管理目標値を
設定して，被曝管理を行う必要がある．管理目標値を設定するうえでは，ロボットの
耐放射線性を律速している半導体素子の耐放射線性には個体差が大きいことから，適
切な裕度を持たせておくことが必要である。 
4) ロボットの被曝量評価方法 
前小節で述べたロボットの被曝管理目標値を，ロボットの被曝量が上回らないよう
に，ロボットの放射線被曝量を計測しながら，ロボットの被曝管理を行うことが重要
である．最も放射線損傷し易い部位が電子回路の半導体素子であることを考えると，
放射線被曝を計測する放射線集積線量計は電子回路近傍にあることが望ましい．しか
しながら，電子回路の設置場所がロボットの内部奥であったり，遮蔽体内であったり
した場合は，放射線集積線量計の値を確認するのに時間がかかる可能性もある．その
場合，汚染したロボットからオペレータや保守要員の放射線被曝量が増大する可能性
がある．そのため，放射線集積線量計の値と電子回路の放射線集積被曝量の相関関係
が明らかな場合は，オペレータや保守要員が容易に放射線集積被曝量を確認できる場
所に変更することも考慮すべきである． 
 
3.1.2.2 通信性 
1) 伝達性 
過酷事故発生時に原子力発電所等に近づくことができず，1～数 km 離れた遠隔地か
らの通信が伝達できる機能が必要となることが懸念される．原子力発電所等の建屋内
には，コンクリート製や鋼板製の遮蔽体に加え，耐震性のために強固な鉄筋コンクリー
ト製の耐震壁などが設置されており，無線通信の電波の到達性が悪くなり，結果とし
て通信の途絶や遅延などが多発することが懸念される．そのため，原子力保守用ロボッ
トでは多くの場合，ケーブルによる有線通信を採用していることが多い．しかしなが
ら，チェルノブィリ原子力発電所事故では約 50 台のロボットが投入され，その多く
が有線ロボットであったが、有線ロボットの場合は，瓦礫，柱や壁等にケーブルが干
渉したため，ロボットの動力性能に影響が出て，オペレータの想定した動きと異なる
動きをすることから，ロボットの操作性にも影響がでた． 
福島第一原子力発電所事故後に投入された日本原子力研究開発機構の JAEA-3 号ロ
ボットでは，各モータの信号や動力を複合ケーブルで接続していたことから，複合ケー
ブルは直径 30 mm 程度のケーブルと太いものになった．この太い複合ケーブルが原
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子炉建屋内の構造物等と擦れ合いながら内部に進入する必要があったために，ロボッ
トの前進速度が遅くなったり，ケーブらに引っ張られて，安定して直進ができなくなっ
たりするなど，動力性能への影響が見られた． 
以上を纏めると表 3-2 の様になる． 
 
表 3-2 原子力施設での通信伝達性の向上策 
 
 
2) 通信遅延対策 
原子炉建屋内の無線伝達性を確保するため無線中継器を使用した場合，通信途絶や
遅延が発生する．ロボット，特に偵察ロボットのような小型ロボットの動力性能を確
保する観点から無線通信を用いる場合には，通信途絶や遅延により，オペレータがリ
アルタイムでロボットやロボット周辺の状況を把握し，判断し，操作することが困難
であることから，ロボットが外界センサ等で検知し，障害物等を検知した場合は，ロ
ボットの動作を停止（ドローンの場合はホバリング）したり，オペレータに障害物の
存在や動作停止していることを知らせたり，オペレータからの指示を待って次の操作
に入れるような，半自律制御機能も有効と考えられる． 
 
3.1.2.3 耐故障性 
原子力緊急時ロボットが緊急時対応中に故障することは，作業が未達成に終わるだ
けではなく，後続ロボットの作業の障害に繋がる．そのため，原子力ロボットを構成
する部品は最先端のものよりも，産業ロボット等で実績のある部品を用いることが望
ましい． 
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3.1.2.4 冗長性 
原子力緊急時ロボットで，環境条件等により，実績ある部品を使うことができない
場合は，部品を重畳化し，万が一，一つ目の部品が故障しても，バックアップの二つ
目の部品により，作業を継続あるいは，作業を中断して帰還できるようにしておく必
要がある．冗長化することにより，ロボットや周辺機材が大きくなり，ロボットの搬
送性や走破性能などに影響することもあり得る．そのため，冗長化を図ることが必ず
しも良い訳ではなく，ロボットシステムとしてはマイナス方向に働く可能性もある．
したがって，ロボットが故障した場合のリスク評価を行った上で，冗長化を図るか否
かを判断する必要がある． 
 
以上，本項で述べた信頼性という要求機能の機能構成と機能要素を纏めると，図 3-6
のようになる． 
 
 
 
3.1.3 除染保守性に係る機能構成と機能要素 
原子力緊急時において，ロボットを複数回にわたって投入する必要があることは．
チェルノブィリ事故，福島原発事故での先行事例調査結果から明らかである． 
図 3-6 信頼性に係る機能構成と機能要素 
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特に高汚染下で使用する場合は，ロボットの保守を行うために，除染性や保守性を
高めておくことが極めて重要である． 
 
3.1.3.1  除染性 
緊急時対応で使用して汚染されたロボットを緊急時対応後に再利用するだけでは
なく，緊急時対応期間中に繰り返し使用するためには，ロボット等の再充電やバッテ
リー交換，場合によってはロボットや周辺機材の部品交換を行う必要がある．その際
の保守要員やオペレータの放射線被曝を低減させるために，高汚染環境下から帰還し
てきて汚染されたロボットの除染や，ロボットが汚染しないように防染対策を施して
おく必要がある． 
1) 除染方策 
原子力災害で放射線源として問題になるのは，多くは Cs-134，Cs-137，I-131 等で
ある．I-131は半減期が5.5日であり2か月で1/1000以下に減衰してしまうとともに，
水に容易に溶解しやすいため，水スプレイによる除染が有効である．Cs も水等に溶解
し易く，多くの場合 Cs が吸着したコンクリート粉塵や土壌等がロボットに付着する
ことが，主たる汚染形態であることから，ロボットは水スプレイ等による除染が可能
なように防水性にしておくことが一般的である． 
2) 防染性 
Cs が吸着したコンクリート粉塵がロボット等の表面の微細な凹凸部に取り込まれ
ると，水スプレイ等だけでは容易には除去しがたい．そのため，ロボット表面を，ス
テンレス製で鏡面仕上げにしたり，塗装仕上げしたりすることで，Cs が吸着した粉塵
が付着しにくいようにすることも重要である．さらに摺動部などに Cs 吸着した粉塵
が付着したりすると，除染が困難になることから，ビニール製のカバーで覆うなどの
防染対策も一般的である． 
 
3.1.3.2 保守性 
1) バッテリーの再充電または交換性 
事故発生現場に投入され帰還したロボットを再度利用するために，バッテリーの再
充電または交換かが必要となる．汚染環境下に投入されたロボットも汚染しており，
バッテリーの再充電や交換に時間がかかると，オペレータの被曝増加につながる．そ
のため，バッテリーの再充電や交換は短時間で行える様にしておく必要がある．ロボッ
トは上述のような除染性を考慮して，防水扉を有していることが多く，これを短時間
で，容易に開閉できるような工夫も必要である． 
2) 給油性 
無人建設重機のような大型ロボットの場合は，バッテリー駆動ではなく，エンジン
駆動の場合が多く，上記のようなバッテリーの再充電や交換の代わりに，給油という
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作業が必要となる．上記同様，防水扉があることが多く，同様に，短時間で，容易に
開閉できるような工夫も必要である． 
3) 改造容易性 
前述のプラットフォーム＆ツール機構等の対策を施しておくことにより，過酷事故
が発生した現場での状況に，ある程度の対応が可能となることが期待される．しかし
ながら，過酷現場の発生現場の状況は実に様々であり，プラットフォーム＆ツール機
構等だけでは，現場の状況に対応できないことも十分に予想される．そのため，必要
に応じてプラットフォームとツールを，過酷事故が発生した現場で，オペレータが現
場の状況に応じて，現場で改造できることも重要である．しかしながら，短期間で所
要の部品を入手したり，改造に協力してくれる企業を手配したりすることは難しく，
特に自然災害と複合した災害の場合は，物流も困難になっている可能性がある． 
上述のような事故発生現場でオペレータ自身による改造を可能とするために，ロ
ボット（プラットフォーム＆ツール）は極力汎用部品で構成しておくとともに，入手
困難な防水コネクタ，特殊モータ等は，極力種類を少なくして，備蓄しておくことが
必要となってくる．また，ロボット（プラットフォーム＆ツール）の制御ソフトウェ
アはオペレータまたは第三者のソフトウェア職員による改編が可能なように，極力
オープンソースで製作する等，ブラックボックス化しないように務めることが重要で
ある． 
4) 部品交換性 
事故発生現場投入後に帰還したロボットの点検保守で，最も頻度の多い作業は再充
電等である．再充電であれば、電池を充電済みのモノに交換するのでも，充電用ケー
ブルの着脱でもそれほどの時間はかからず、どちらの方法も大差ないと考えられる．
ただしバッテリーにリチウムポリマー電池を使用する場合は，充電前のバッテリーの
健全性の確認や，発火の危険性がある充電中に監視をする必要がある場合もあり，バッ
テリーごと交換してしまう方法も考慮しておく必要がある． 
一方不具合等の補修の場合，不具合部品の特定，修理，修理後に正常であることの
確認などの手順を追って作業する必要があり，このような非定常作業は往々にして時
間を要するものであり，この間のオペレータの放射線被曝も考慮する必要がある．対
策の一つの方法として，ロボットで不具合の発生頻度が高いと考えられる部品を一括
して新品または点検補修済みのものと交換してしまう方法が考えられる．この場合は
部品の交換性を高めて，部品交換と正常であることを点検する時間を短縮することを
考慮する必要がある． 
 
以上述べてきた，除染保守性に係る機能構成と機能要素を纏めると図 3-7 ようにな
る． 
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3.1.4 作業性に係る機能構成と機能要素 
原子力緊急時ロボットが，作業員に替わって高放射線下、高汚染下で投入される際
に期待される作業は，作業員が入域可能か否かを判断するための先行調査や，作業員
では危険な場合に，作業員に替わって扉を開放したり，作業員の安全を確保するため
の遮蔽体を設置したりする作業が主である． 
調査するにせよ，扉を開閉するにせよ，遮蔽体を設置するにせよ，ロボットには作
業を行う場所まで移動する機能が必須で，その上で作業を行えることが求められる． 
作業を行う上で，調査を行うツールとしての調査機器が必要になり，扉開閉や遮蔽
体設置にはマニピュレータアームなどのマニピュレーションツールが必要となる． 
 
3.1.4.1 移動機能 
1) 走破性 
調査や作業を行う場所までロボットは移動する機能が必要で，原子力施設内では，
階段や汚染拡大防止のための堰を、場合によっては水素爆発や水蒸気爆発などにより
飛散した瓦礫上を走破することも必要である．チェルノブィリ事故では，タービン建
屋屋上で飛散した高放射化した黒鉛を撤去するために等に車輪型の移動機構が使われ
た例はあったが，クローラタイプの移動機構も多用されている．福島原発事故の場合，
図 3-7 除染保守性に係る機能構成と機能要素 
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JAEA-3 号のような車輪型の移動機構もあったが，殆どのロボットの移動機構はク
ローラ型であった．これらは，走行系ロボットでは走破性が優先された結果と推察さ
れる．また，原子炉建屋内の扉は内法で 700 mm 程度の扉が多用されており，移動機
構は，これらの狭隘部を通過できることも要求される． 
また，移動機構に要求される可搬重量は，先行調査用の偵察ロボットと、扉開放や
遮蔽体設置などの軽作業ロボットでは異なる．前者の偵察ロボットでは搭載機器は，
25～35 kg 程度のガンマ線可視化計測装置等が想定され，移動機構自体の自重は 30～
40 kg 程度のものとなると思われる．後者の軽作業ロボットでは，扉開放用のアーム
や遮蔽体を運ぶこと，100 mm 程度の堰等の段差を乗り越えることができること，700 
mm 程度の狭隘部を通過できることなどを考慮すると，移動機構自体の自重は 300～
400 kg で，可搬重量 300～400 kg 程度の中型の移動機構とになることが想定される． 
2) 飛行性 
瓦礫の上部を走破することは，瓦礫の強度や安定性が判らない限り，走破中に転倒
や転落の恐れがあり，緊急時では避ける傾向がある．そのため，瓦礫を超えてより奥
の状況を調査するためには屋内を飛行できるドローン等も必要になってくる． 
3) 水中遊泳性 
過酷事象を想定すべき原子力施設は，高いエネルギーを内蔵している使用済み燃料
等を有している実用発電用原子炉（原子力発電所），研究段階発電炉，試験研究炉，
再処理施設である．過酷事故が発生した場合に必要となる水中での作業は，主として
使用済み燃料を保管するためのプールである水素爆発などにより飛散した瓦礫で使用
済み燃料が損傷をしていないか等である．そのための，使用済み燃料の状態を調査す
るための水中ロボットも必要である．プールで使用するロボットは海中や湖沼で使用
するものに比べて，小型で，狭い場所で横方向への移動など小回りの利くものが望ま
れる．またこれらプール際には転落防止のための柵や燃料取扱い装置のためのレール
等が設置されているため，これらを超えて水中ロボットを投入するための道具なども
必要となる． 
 
3.1.4.2 調査機能 
原子力緊急時の先行偵察用の調査機器としては，作業員が事故発生現場に入域でき
るか否かの判断に資する調査であり，放射線計測，可燃ガス検知，温湿度計測，音声
計測，サンプリング等の機能が必要となる．放射線計測では瓦礫等に阻まれて走行ロ
ボットが進入できない場合に，ガンマ線の飛来方向やそのガンマ線強度を計測できる
ガンマ線可視化計測装置も重要となる． 
 
3.1.4.3 マニピュレーション機能 
先行調査の結果，作業員が入域しても安全と確認されれば，作業員が入域して，状
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況を確認して，過酷事故を収束させるための様々な作業の殆どは作業員が行うことに
なる．しかしながら，過酷事故が発生した原子炉建屋では，建屋内に大量の放射性物
質や水素が存在している可能性もあり，内部状況が判らないまま，作業員が原子炉建
屋の扉を明けることは危険である．そのため，扉をロボットで開放する必要がある．
さらに先行調査の結果，放射線環境が作業員では行えないほど高いことが確認された
場合には，作業員が作業できるように，遮蔽体運搬等の作業もロボットで行う必要が
ある． 
 
以上述べてきた作業性の機能構成と機能要素を纏めると，以下の図 3-8 の様になる． 
 
 
 
 
図 3-8 作業性に係る機能構成と機能要素 
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 機構要素と構造要素 3.2
原子力緊急時ロボットの機能構成及び機能要素同様に，原子力保守用ロボットと比
較して，原子力緊急時ロボットに必要となる機構要素および構造要素について，これ
までに適用可能なものと，それらの完成度を整理する．  
 
3.2.1 即応性に係る機構要素と構造要素 
3.2.1.1 技能者確保 
1) 整備機能 
整備機能に対する機構要素としては，ロボットおよび周辺機材整備のための要員を
確保するとともに，平時からこれらの機材をこれらの要員をもって整備しながら，整
備に関する教育訓練を行うこと第一の解決策である． 
2) 操作能力 
操作能力に対する機構要素としては，整備機能と同様に要員を確保するとともに，
要員に対する操作訓練が解決策である． 
 
整備機能及び操作能力に対する構造要素としては，予算を確保したうえで運用組織
を設立することが考えられる．この例としては，ドイツ原子力緊急時対応ロボット部
隊の KHG やフランスの GrouoeINTRA がある．この背景としては国民，原子力事業
者あるいは政府として，この必要性を理解できていたからと考えられる．日本でも福
島第一原子力発電所事故の後に，このような組織の必要性が認識され，整備されつつ
ある． 
3.2.1.2 搬送性 
1) 陸送性 
陸送に対する機構要素としては，トラックやトレーラが一般的であり，ドイツ KHG
やフランス GroupeINTRA，日本では東海村 JCO 臨界事後に開発された原子力緊急時
ロボットでも採用されている． 
2) 空輸・海運性 
自然災害と複合した原子力災害が発生した場合は，陸送では対応できなくなる可能
性がある．しかしながら陸送できなくなる可能性可能性と，遠隔緊急時ロボットと周
辺機材を運ぶための輸送機や輸送ヘリあるいは船舶を用意しているその事例はない． 
福島第一原子力発電所事故の時にも，ごく一部の例を除き陸送でロボットや周辺機
材を搬送できている．しかし，今後起きるかもしれない事故でも陸送が必ず可能であ
るとは言い切れない．その際には自衛隊の輸送機，輸送ヘリあるいは輸送艦による搬
送を考慮する必要がある．トラックやトレーラで輸送することを想定していたロボッ
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トや周辺機材を，これらの輸送機，輸送ヘリや輸送下で運べるよう，技術的考慮はし
ておくことが望ましい． 
 
3.2.1.3 放射線安全性 
1) 距離 
高放射線環境から距離をとるための解決方策としては，遠隔操作型ロボットを用い
ること自体が，最も代表的な機構要素である． 
2) 時間短縮 
オペレータが放射線環境下でロボットの投入，操作や回収を短時間で行う方法とし
ては，トラックやトレーラで投入場所まで運搬することとともに，トラックからの積
み下ろしや，回収後の積み込みを短時間で行うためにリフタ等の応用が考えられる． 
3) 遮蔽 
オペレータの放射線環境下での操作時間を短縮できない場合は，操作時間中の放射
線被曝を低減するための遮蔽体をロボットと共に用いることが有効と考えられる． 
 
3.2.1.4 現場適応性 
1) 統合化 
実際の事故発生現場ではロボット単体で運用することが難しいのは，第 2 章の調査
結果や 3.1 項の課題の整理で明らかである．原子力緊急時ロボットを実際の事故発生
現場で運用するためには様々な資機材を纏めて一括で運搬・投入するための統合化が
必要となる． 
統合化の例としては，ロボットとそれを運用するのに必要となる様々な機材や資材
を，トラックバンを改装したロボット操作車に，一括搭載して運用する方法である．
この方法は単に必要な機材や資材を一括化するだけではなく，前述の陸送性や事故発
生現場での操作時間の短縮などにも寄与できる．また，車両の選択次第では，自衛隊
の C-130 輸送機や C-1 輸送機のほか，Ch-47 輸送ヘリにも搭載可能である．さらに車
両であれば，殆どのフェリーにも搭載可能である． 
2) 組合せ 
事故発生現場での瓦礫や階段を走破したり狭隘部でも通過したりできる移動機構
と，その上に搭載して調査や瓦礫撤去などの作業を行うツールを複数ずつ用意してお
いて，事故発生後に，その状況に応じて組合せを自在に変更できるようにすることを，
福島第一原子力発電所事故後にドイツ KHG で検討が始められている．このようなプ
ラットフォーム＆ツール機構は，様々な状況に対応できるように予め，計画・設計段
階で準備できるため，有効と考えられる． 
3) 部品共用性 
事故発生現場の状況に併せて，ロボットの改造を短時間で容易に行うためには，部
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品そのものを共用化するだけではなく，場合によっては部品とロボット筐体等との取
合いやコネクタを共通化しておく方法も有効と考えられる． 
4) 可搬性 
ロボットおよび周辺機材を纏めて，ワンパッケージとして事故発生現場で運用する
ことが難しい場合は，ロボットと周辺機材を分割して，オペレータ等による可搬性を
向上することも有効と考えられる． 
 
3.2.1.5 操作性 
1) マンマシンインターフェース 
オペレータが厳しい環境下で，ロボットを的確に操作するため，マンマシンイン
ターフェースが必要である．マンマシンインターフェースは，原子力保守用ロボット，
自動車運転，列車の運転等での事例が多くあり，これらを流用することが可能である． 
2) フェールセーフ 
オペレータは厳しい環境下で，ロボットの操作をミスしても，重大事故に繋がらな
いようにするためフェールセーフ機能が必要である．フェールセーフ機能も，原子力
保守用ロボット，自動車運転，列車の運転等での事例を流用することが可能である． 
 
以上，本項で述べた即応性に対する要求機能に関する機能構成と機能要素を纏める
と図 3-9 のようになる． 
 
図 3-9 即応性に係る機構要素と構造要素 
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3.2.2 信頼性に係る機構要素と構造要素 
3.2.2.1 被曝管理 
1) 半導体素子の耐放射線性評価 
半導体素子の耐放射線性を評価する方法としては，すく数の試験体を用いて照射試
験を行い統計処理する方法が最も確実な方法である．しかしながら，ロボットの製造
時期から期間が経って評価する場合は，ロボットの電子回路に使用されているものと
同じ型番あるいは同一ロットの半導体素子が入手できずに照射試験ができなかったり，
照射試験を実施する時間的な余裕がなかったりする場合は，過去の照射試験データ等
から推測する方法もある． 
2) 半導体素子の耐放射線性の向上 
① 高耐放射線性半導体素子開発を行う方法 
新たに高耐放射線性のために開発された半導体素子は，核兵器が使われるような戦
闘で使用されるミサイルや戦闘機に搭載する半導体素子や，地上 2,000～20,000 km
に地球を取巻いている重粒子が多く存在するヴァン・アレン帯を通過するための宇宙
ロケットや宇宙探査船に用いられる半導体素子に，用いられることが多い．高耐放射
線性半導体素子数の需要数は多くなく，日進月歩で改良開発が行われる半導体素子に
併せて，耐放射線性化のための開発を継続する必要もあり，半導体素子 1 個当たりの
コストが高いことがデメリットである． 
② 市販半導体素子に補償回路を追加して耐放射線性を向上させる方法 
補償回路を追加する方法としては，原子力施設の遠隔保守のために開発された両腕
型バイラテラルサーボマニピュレータ等で採用された実績がある． 
③ ディスクリート半導体素子による電子回路で耐放射線性を向上させる方法 
ディスクリート電子回路による方法としては，ドイツ KHG の MENHIR ロボット等
での採用実績がある． 
④ 半導体素子に放射線遮蔽を施す方法 
遮蔽による方法としては，ドイツ原子力緊急時対応部隊 KHG の Excavator 等で，
採用されている実績がある．  
⑤ 半導体素子を含む電子回路をロボット本体から移動する方法 
原子力施設の遠隔保守のために開発された両腕型バイラテラルサーボマニピュ
レータ等で採用された実績がある． 
⑥ 半導体素子を含む電子回路を交換する方法 
ロボットを使用する放射線環境が比較的低く，電子回路を用意に交換でき，交換後
の調整も容易に行える場合には，電子回路を交換する方策も有効と考えられるが，実
際に応用されている実績は少ない． 
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3) ロボットの被曝管理目標値の設定 
原子力保守ロボットでは，ロボットごとに照射試験を実施することが多く，その照
射試験結果を基に，被曝管理目標値を設定していることが多かった．過去の照射試験
結果から，半導体素子の耐放射線性には個体差に加えて，母材や集積度の変更を加味
して，ロボットの被曝管理目標値を設定した事例は殆どなかった． 
4) ロボットの被曝量評価方法 
原子力保守用ロボットでは，放射線量は原子力施設ごとに計測・評価しており，ロ
ボットの放射線被曝量を実測して，放射線損傷による故障を事前に防ぐために，電子
回路付近に，放射線集積線量計を設置する事例は少ない． 
 
3.2.2.2 通信性 
1) 伝達性 
無線中継器の事例としては，ドイツ KHG は最大数 km まで無線が届くように 33 m
マストを有したアンテナを装備しているほか，東海村 JCO 事故後に開発された屋外
調査用ロボットで，無線中継器を開発している例がある． 
原子力発電所等の建屋内で，ロボットに制御信号を伝送するために，フランス
GroupeINTRA では，強化同軸ケーブルを装備している． 
2) 通信遅延対策 
原子力保守用ロボットでは有線で動力と信号の伝送を行っており,原子力緊急時ロ
ボットでも無線だけではなく有線で行っているものも多く，通信途絶対策を施して運
用している例はほとんどない．  
 
3.2.2.3 耐故障性 
耐故障性については，原子力保守用ロボットのみならず，自動機械，自動車や鉄道
などでの研究開発と実用の事例が多くあり，これらの知見を流用することが可能であ
る． 
 
3.2.2.4 冗長性 
冗長性についても，原子力保守用ロボットのみならず，自動機械，自動車や鉄道な
どでの研究開発と実用の事例が多くあり，これらの知見を流用することが可能である．  
 
以上，本項で述べた信頼性に係る機構要素と構造要素を纏めると，図 3-10 のよう
になる． 
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3.2.3 除染保守性に係る機能構成と機能要素 
3.2.3.1 除染性 
1) 除染方策 
Cs-134，Cs-137 や I-131 の除染方策としては水スプレイが一般的である．しかしな
がら部位によっては水スプレイでは除染が困難な場合があることが，福島第一原子力
発電所事故で明らかとなり，部位毎の除染方策の確立が必要である． 
2) 防染性 
水スプレイや前述の部位毎の除染方策でも除染し難い場合には，汚染し難いか除染
しやすい材料や塗料の開発，あるいは除染しないような覆いを設けることが望まれる． 
 
3.2.3.2 保守性 
1) バッテリーの再充電または交換性 
バッテリー再充電用のコネクタ部やバッテリー交換に，自動車等で用いられている
工具を用いなくても脱着可能なネジやコネクタが有効で，これらの知見を流用するこ
とが可能である． 
2) 給油性 
図 3-10 信頼性に係る機構要素と構造要素 
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給油に，自動車等で用いられている工具を用いなくても脱着可能な機構が有効で，
これらの知見を流用することが可能である． 
3) 改造容易性 
過酷事故が発生した現場の状況に併せて，ロボット等の改造を容易にするために，
自動車等で用いられている工具を用いなくても脱着可能なネジやコネクタが有効で，
これらの知見を流用することが可能である． 
4) 部品交換性 
事故発生現場投入後に帰還したロボットの点検保守で，部品交換を容易にするため
に，自動車等で用いられている工具を用いなくても脱着可能なネジやコネクタが有効
で，これらの知見を流用することが可能である． 
 
以上述べてきた，除染保守性に係る機構要素と構造要素を纏めると図 3-11 のよう
になる． 
 
 
 
3.2.4 作業性に係る機能構成と機能要素 
3.2.4.1 移動機能 
1) 走破性 
瓦礫や階段，又は狭隘部を操作するための機構要素としては，ドイツ KHG，フラン
図 3-11 除染保守性に係る機構要素と構造要素 
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スGroupeINTRAあるいは東海村 JCO事故後に開発された緊急時ロボットの走行機能
としては，クローラやホイールを用いられている事例がある． 
2) 飛行性 
原子力施設内の瓦礫の上部を走破するのに，ドローン等の新しい技術も有効である． 
3) 水中遊泳性 
原子力施設内の使用済み燃料プール等の中の調査には，スラスタ駆動による水中ロ
ボットも有効である．  
 
3.2.4.2 調査機能 
原子力緊急時の先行偵察用の調査機器としては，放射線量計，ガス検知器，温湿度
計，マイク，ダストサンプラ，ヨウ素サンプラ等が有効であり，これらは原子力保守
ロボット，産業ロボットや自動機械の知見を流用可能である． 
 
3.2.4.3 作業機能 
扉の開放作業や除染作業や遮蔽体運搬設置作業にはマニピュレータ等が有効であ
り，これらは原子力保守ロボット，産業ロボットや自動機械の知見を流用可能である． 
 
以上述べてきた作業性の機構構成と構造要素を纏めると，以下の図 3-12エラー! 参
照元が見つかりません。の様になる． 
 
図 3-12 作業性に係る機構要素と構造要素 
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 原子力緊急時ロボットの課題 3.3
前項迄に，原子力緊急時ロボットの要求機能である，即応性，信頼性，除染保守性，
作業性毎に，機能構成と機能要素を体系化した．さらに，それぞれの機能要素および
機能構成毎に，その機能を満たす可能性のある機構要素または構造要素についても整
理した． 
要求機能に対する機構要素等については，これまでにも考案事例や実施事例はある
が，単なるアイデアや試行段階のものでは，必ずしも十分ではなく，実際の投入事例
や実動訓練あるいは模擬訓練等を通じて，実用に耐えうる完成度を有したものでない
と，過酷事故が発生した現場で，その機能を十分に発揮できなかったことは，第 2 章
の先行事例からも明らかである． 
本項では、前項までに体系化した要求機能毎の機能構成，機能要素に対する機構要
素や構造要素の完成度および必要性あるいは緊急性について検証し、原子力緊急時ロ
ボットの各要求機能に関する課題について整理する． 
 
3.3.1 即応性の課題 
技能者確保の要求機能のうち整備機能については，運用組織を設置してロボット等
の機材の整備を図るとともに，操作能力については機材の基本的な操作方法等を習得
する基礎訓練に加え，実際の原子力施設等での様々な制約や環境下での操作に習熟す
る必要があり，実際の原子力施設を模擬した設備や，実際の原子力施設を利用した応
用訓練も必要となる．運用組織を設置して訓練を行っている事例としては、ドイツが，
商用原子力発電所が増加する 1977 年に設置した，原子力緊急時ロボット部隊 KHG，
フランスがチェルノブィリ原子力発電所事故後の 1988 年に設置した，原子力緊急時
ロボット部隊 GroupeINTRA で，基礎訓練や応用訓練を実施している．これらの組織
は，幸いにして実際の過酷事故での運用実績はないものの，模擬設備を使用した訓練
や，実際に稼働中の原子力施設での実働訓練等の応用訓練により補っている．日本で
は，東海村 JCO 臨界事故後に原子力緊急時ロボットの必要性を認めてその開発を行っ
たものの，運用組織を設置して，ロボット等の維持管理や，オペレータの操作訓練を
行うことまでは行っていなかった．福島第一原子力発電所事故後に，原子力緊急時遠
隔機材と運用組織の整備を義務付けた改正原子力災害特別措置法の施行に併せて，日
本原子力研究開発機構が 2012 年 10 月 16 日に原子力緊急時ロボットの開発整備を開
始したが，要員や予算上の制約から、ロボット等機材の整備や基礎的な訓練に留まっ
ている．電気事業者等は共同で，日本原子力発電株式会社原子力緊急時支援センタ
（J-NEACE）を 2012 年 12 月に設立し，ロボットの維持管理と各原子力発電所の運
転員にロボットオペレータとしての操作訓練を施している．その後，福井県美浜町に
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本格的な訓練施設が 2016 年 12 月に建設・運用開始されたことに併せて，発展的に改
組されたところである．実際の原子力施設を利用した実動訓練は，原子炉等規制法が
あり，同法の運用上の課題から，実働訓練を十分に行えるようになるのは今後の課題
であると考えられる．運用組織を設置して必要最小限の予算を措置することは，原子
力施設を保有する組織や運用組織が一義的に責任を持つべきものであるが，その必要
性を認識してその妥当性を支持する国や国民レベルの認識度の問題でもある． 
搬送性については，ドイツ原子力緊急時ロボット部隊 KHG やフランス原子力緊急
時ロボット部隊 GroupeINTRA などで陸送を前提としたトレーラ等の整備，実働訓練
や改良を重ねてきている．しかしながら，搬送性は後述する放射線安全性や現場適応
性とも密接に関係しており、これらと両立できる機構要素や機構構成としての検討や
運用実績を踏まえた，改良開発が必要である．これらの原子力機構や日本原子力発電
所の原子力緊急時ロボットの実際の過酷事故時での投入実績は無い状況である．日本
では福島第一原子力発電所事故の様に，自然災害との複合災害の可能性が高く，高速
度往路や幹線道路が被災して陸送が困難になることも想定され，空輸・海運性も重要
な機能要素と考えられる。これは日本特有の機能構成かもしれない．東海村 JCO 事
故後の屋外用調査ロボットの運搬制御車や，原子力機構が 2012 年以降に整備したロ
ボット操作車等は，航空自衛隊の C-130 輸送機で輸送できる寸法形状にしている事例
はあるものの，輸送機で実際に事故発生現場に投入した運用経験や，実際に C-130 輸
送機に搭載して検証した実績はない． 
放射線安全性のうち，放射線源から距離を取るということは，ロボット等を用意す
ることで達成できたと考えられる．ドイツ KHG やフランス GroupeINTRA でロボッ
トを実際に維持管理や運用していることに加えて，日本でも J-NEACE や原子力機構
でロボットの維持管理や運用が行なわれたことから達成できていると考えられる．日
本では，十分な検討などの維持管理や運用の実績がなく，ドイツ KHG やフランス
GrouopeINTRA も含めて実際の過酷事故発生現場での運用経験はない． 
時間の短縮については，放射線環境下でのオペレータ自身が行う作業時間を短くす
るため，ロボット等の遠隔機材を事故発生現場に持ち込むためのバントラック等の整
備に加えて，実際にロボットを操作できるようにするまでのセットアップに要する時
間の低減，必要に応じてオペレータの放射線被曝低減のための遮蔽が必要なことは，
チェルノブィリ原子力発電所事故や福島第一原子力発電所事故の先行事例から明らか
となった．ドイツ KHG やフランス GroupeINTRA でも，そのような検討は十分には，
なされていない．その背景としては，ロボット等の操作は放射線が十分に低い、遠隔
地からロボット等を操作することを念頭に置いていたからで，チェルノブィリ原子力
発電所事故や福島第一原子力事故の様に，原子炉建屋での無線の伝達性が十分ではな
いこと，有線の場合はロボットの動力性能等に影響することからオペレータもある程
度はロボットに近づいて、その結果放射線環境下で作業する必要があるということが，
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考慮されていなかったからと推測される．このようなオペレータの放射線安全性のた
めの時間や遮蔽のような機能構成は，前述した搬送性の陸運性や後述する現場適応性
のシステム化等と密接に関係しており，そのような配慮は十分に検討されてはいない
と考えられる． 
現場適用性のうち，統合化や組合せについては，ドイツ原子力緊急時ロボット部隊
KHGやフランス原子力緊急時ロボット部隊GroupeINTRA等で部分的に考慮されてい
る例はあるものと思われるが，陸送性や放射線安全性の時間や遮蔽など密接に関係す
るものを併せて統合した例は殆ど無い．チェルノブィリ原子力発電所事故や福島第一
原子力発電所事故が示したものは，「原子力緊急時ロボットは即応性を有さねばなら
ないが，単に、他分野や原子力保守用ロボットで実用化されている技術を統合するだ
けではなく，原子力緊急時ロボットとして統合化され，その運用を通して，機構要素
のみならず構造要素や全体構造としての改良や改善を図って，完成度を上げていった
ものしか，過酷事故が発生した事故の現場では使えなかった．」ということである．
そのため，統合化については，必要性は高いものの、未だ完成度は低いものと判断す
る．組合せについては，原子力緊急時に想定される様々な状況の全てに応じた準備を
予め実施することはできないが，一定程度の可能性のあるものについては準備してい
ること，このような事例は経験とともに蓄積する必要があることから，現時点での必
要性は中程度であると判断する．部品共用性については，原子力緊急時ロボットの整
備台数が少なく，その必要性は中低でと考えられる．一方で産業用ロボット，鉄道車
両や航空機の整備を行う上で，実施している例は多くあり，完成度は高いと判断する． 
可搬性については，ドイツ原子力緊急時ロボット部隊 KHG やフランス原子力緊急
時ロボット部隊 GroupeINTRA 等では遠隔操作を基本とすることから，放射線環境下
である事故発生現場の中で，オペレータがロボットを持って進み，その先でロボット
の操作をするようなことは殆ど検討されていなく，完成度は低いと判断する． 
操作性については，原子力緊急時ロボットに限らず，原子力保守用ロボット，ある
いは列車の運転や航空機の操縦等の分野でも重要であり，その結果，マンマシンイン
ターフェースのあるべき姿や，万が一のオペレータの操作ミスを考慮したフェール
セーフ機能は古くから検討されており，その完成度はかなり高いものと考えられる． 
以上を纏めると表 3-3 の様になる．必要性が高いにも関わらず，完成度が高くない
ものについては，早急に研究開発を行う必要があり，備考欄に「○」を付した． 
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表 3-3 即応性に係る機構要素の必要性と完成度 
機能構
成 
機能要素 機構要素例 必要性 完成度 備考 
技能者
確保 
整備機能 
ド イ ツ KHG ， フ ラ ン ス
GroupeINTRA 等の運用組織 
高 高  
操作能力 
保管施設での基礎的訓練， 
模擬設備による訓練， 
実施設を利用した訓練 
高 高  
搬送性 
陸送性 
ドイツ KHG やフランス
GroupeINTRA などでの高速道路
網が整備され，地震等による高速
道路網が寸断されることが無いこ
とを前提としたバントラックやト
レーラ等の整備 
高 中 ○ 
空輸・海運性 
輸送ヘリ，輸送機やフェリーへの
搭載性を考慮した，陸送のための
バントラック等の整備 
中 中  
放射線
安全性 
距離 遠隔操作ロボットや機器の整備 高 高  
時間 
事故発生現場への投入や事故発生
現場でのロボットのセットアップ
に要する時間の短縮のための仕組
み． 
高 中 ○ 
遮蔽 オペレータ操作場所での遮蔽 高 低 ○ 
現場適
応性 
統合化 ドイツ KHG やフランス
GrouoeINTRA で部分的に試行し
た例がある． 
高 低 ○ 
組合せ 中 低  
部品共用性 
産業用ロボット，鉄道列車，航空
機等での実績がある． 
中 高  
可搬性 
爆発を伴う事故現場で適用できる
ような可搬性の例は殆どない． 
高 低 ○ 
操作性 
マンマシン
イ ン タ ー
フェース 
原子力保守用ロボット，鉄道列車
の運転，航空機の操縦等の分野で
の実績がある． 
中 中  
フ ェ ー ル
セーフ 
中 中  
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3.3.2 信頼性に関する課題 
原子力緊急時ロボットの信頼性で最も重要かつ関心が高いものは耐放射線性を含
む被曝管理である．ロボットの耐放射線性は言い換えれば半導体素子の耐放射線性で
ある．軍事利用目的や宇宙利用目的に使われる半導体素子については半導体素子の母
材や製造プロセスを変更することによる耐放射線性を向上させている例が多い．原子
力分野で使用されてきた保守ロボット等については，半導体素子を含む電子回路が置
かれる放射線環境は，作業員にとっては高すぎるものの，半導体素子を始めとするロ
ボットの構成部材にとっては高すぎることはない場合も多くあり、市販半導体素子を
そのまま使うことも可能である．市販半導体素子にとっては高すぎるような放射線環
境下では，半導体素子を含む電子回路を鉛等の遮蔽体で覆う方法，予め半導体素子か
らなる電子部品を放射線量の低い場所に移動させる方法，耐放射線性が比較的高いと
言われている低集積度（ディスクリート）なバイポーラ半導体素子で電子回路を構成
する方法，集積度が比較的高い市販半導体素子を含む電子回路に，放射線被曝により
変化する特性を補償する回路を付加する方法などが取られていることが多い．ドイツ
の原子力緊急時ロボット部隊 KHG では，一部のロボットで半導体素子を含む電子回
路に遮蔽を施した例がある．多くの場合，原子力緊急時ロボットを高放射線環境下で
使用する時間は短いと想定されることから，市販半導体素子が元々有している耐放射
線性で良いとしている例が多いと考えられる．チェルノブィリ原子力発電所事故や福
島第一原子力発電所事故での先行事例をみると，原子力緊急時ロボットを続けて長時
間使用する例は少ないと考えら，繰り返し使用する場合は半導体素子を含む電子回路
を一体として交換する手法が有効である．半導体素子の技術開発が日進月歩でその母
材や製造プロセスが進んできていること，多種の母材や製造プロセスを用いた半導体
素子が混在して使用されていることなどを考えると，新たに開発製造された半導体素
子の耐放射線性を一々照射試験で確認することは，費用面でも時間遅れの面でも現実
的ではなかった．以上述べた様に，予め時間をかけて半導体の耐放射線性を評価する
ことが可能であれば，耐放射線性が十分か否かを評価したり，耐放射線性向上を図っ
たりすることは可能であるが，既に開発されているロボットを緊急に過酷事故が発生
した原子力施設の現場でどの程度の耐放射線性を有しているかを概略評価する手法は
必要である． 
原子力施設内では，放射線遮蔽や耐震性の観点から鉄筋コンクリート製の厚い壁が
多いこと，鉄や鉛などの遮蔽体が多数使用されていることなどから，通信性の伝達性
が悪いことは知られており，原子力保守用ロボットやマニピュレータでは有線方式に
よる通信手段が多く使用されていた．ドイツ KHG などでは原子力施設内容に無線中
継器を用意したり，フランス GroupeINTRA では原子力施設で多用されている重厚な
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扉に挟まれても断線しない強化ケーブルを開発して使用したりしている． 
耐故障性や万一部品が故障した場合のシステムとしての健全性を維持するための
部品の冗長性については，ロボットだけでなく列車や航空機の安全性を担保するため
に多くの手法が開発され実用されていることから，これらの開発成果を流用すること
が可能であり現実的である． 
以上を纏めると表 3-4 の様になる．必要性が高いにも関わらず，完成度が高くない
ものについては，早急に研究開発を行う必要があり，備考欄に「○」を付した． 
 
表 3-4 信頼性に係る機構要素の必要性と完成度 
機能構成 機能要素 機構要素例 
必要性 
(緊急性) 
完成度 備考 
被曝管理 
半導体素
子の耐放
射線性評
価 
・ 原子力保守用ロボットで，実際
に開発製作されたものについ
て，使用される半導体素子の照
射試験を行って耐放射線性評
価した例は多数あり． 
・ 既に開発製作されたもので，こ
れまでの照射試験等から事後
に評価した例は殆ど無し． 
高 
 
 
 
 
 
高 
高 
 
 
 
 
 
低 
 
 
 
 
 
 
○ 
半導体の
耐放射線
性向上 
・ 高耐放射線性半導体素子開発 
・ 市販半導体に補償回路を追加 
・ 半導体素子に放射線遮蔽 
・ 半導体素子を含む電子回路を
ロボット本体から移動 
・ 半導体素子を含む電子回路を
交換 
低 
 
低 
 
中 
極低 
 
中 
中 
 
中 
 
高 
高 
 
高 
 
 
 
 
 
 
 
 
通信性 
伝達性 強化ケーブルによる有線通信や，無
線中継器による対策等が実用化さ
れている．無線中継器による通信遅
延が問題となる場合は，有線通信を
使用する例が多い． 
高 高  
通信遅延
対策 
中 中  
耐故障性 列車や航空機での開発・実用化例が
多数あり，これらを流用することが
現実的． 
高 高  
冗長性 
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3.3.3 除染保守性に関する課題 
原子力保守用ロボットを保守に先立ち除染する方法としては，水による除染が一般
的である．この背景には，原子力発電所では鋼材から冷却水中に微量に溶けだした鉄
（Fe）やニッケル（Ni）等の元素が，原子炉運転中に原子炉内で多量に放出される中
性子によりやコバルト（Co）60 等に放射化された腐食生成物（CP）と呼ばれるもの
による汚染が主なものであり，使用済核燃料再処理工場ではウラン等の核燃料が中性
子による核分裂したセシウム（Cs）134 や 137 およびストロンチウム（Sr）90 等の
分裂生成物（FP）による汚染が主なものであり，元々水中に存在する元素や，Cs や
Sr 等水溶性の元素が主な汚染核種であることによると思われる．水除染は，高圧水ス
プレイによるものが中心であるが，原子力保守用ロボットでは水を含ませたウェスに
よる拭取り除染も一般的である．これらの除染は，除染保守セルなどで保守要員の放
射線被ばくの低減対策がとられた場所で行われることが多く，除染に要する時間的制
約は殆ど無い．これに対して原子力緊急時ロボットは，汚染したロボットを保守要員
が直接，除染することが多く，保守要員の放射線被ばくを低減することから，時間的
制約やロボットからの距離的制約が多くなる．福島第一原子力発電所事故で使用され
た小型無人重機タイプの Brokk ロボットを保守するための除染作業では，時間的制約
や距離的制約から，高圧水スプレイによる除染が実施されたが，十分な汚染レベルま
でに除染することはできなかった．防染方法としては前述の CP や FP の微粒子が付
着しにくいように，ロボットの表面に凹凸部を極力少なくするほか，平板部も，表面
を金属の場合は磨き仕上げにしたり，塗装したりすることで金属表面の加工痕を少な
くする手法がとられている．これらの磨き仕上げや塗装は，CP や FP の付着を少なく
するだけではなく，水除染による除染効果を上げることにも役立っている． 
保守性については，汚染したロボットのバッテリー交換または充電作業，給油作業，
不具合部品の交換や，操作性等向上のための改造の容易性等が求められる．これらは
原子力保守用ロボットや原子力緊急時ロボットのみならず，列車，航空機および自動
車分野でも同様であり，既に多くの公安がなされており，それらを適用可能と考えら
れる． 
以上を纏めると表 3-5 の様になる．必要性が高いにも関わらず，完成度が高くない
ものについては，早急に研究開発を行う必要があり，備考欄に「○」を付した． 
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表 3-5 除染保守性に係る機構要素の必要性と完成度 
機能構
成 
機能要素 機構要素（例） 
必要性 
(緊急性) 
完成度 備考 
除染性 
除染方策 
汚染したロボットを，距離的かつ時
間的制約の下での除染方法 
高 低 ○ 
防染性 
・ ロボット表面の凹凸の減少 
・ 表面の磨き仕上げ 
・ 表面塗装 
中 中  
保守性 
バッテリ 列車，航空機および自動車での開
発・実用化例が多数あり，これらを
流用することが現実的． 
高 高  
給油性 
改造容易
性 
部品交換
性 
 
 
3.3.4 作業性に関する課題 
移動機能については，これまで災害対応ロボットのみならず多くの移動ロボットの
研究開発がなされてきており，瓦礫，陥没，滞留水等により走破することができない
場合に備えて，ドローン等の飛行ロボットや水中ロボットなども開発されてきている． 
調査機能についても，ロボット用だけではなく，放射線計測を含む，様々な環境計
測機器が開発されてきており，これらの成果を適用することが現実的である． 
作業機能についても，産業ロボットのアームの機構や制御方法などについて，これ
まで多くの研究開発がなされてきており，実際に工場の組立てライン等で多く実用化
されている．さらに，扉開放等の複雑な作業についても，古くは，太平洋戦争後に復
員した多くの傷痍軍人のために力センサ等を用いて扉を開閉できる人工義手の研究開
発がなされており，既に多くの実用例がある．さらには介護ロボット等のサービス分
野を対象とした多くの研究開発が進められてきている． 
以上を纏めると表 3-6 の様になる．  
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表 3-6 作業性に係る機構要素の完成度 
機能構成 機能要素 機構要素（例） 
必要性 
(緊急性) 
完成度 備考 
移動機能 
走破性 災害対応ロボットや移動ロ
ボットの研究開発がなされて
おり，その成果を適用するの
が現実的である． 
高 高  
飛行性 中 低  
水中遊泳性 中 高  
調査機能 
放射線計測 ロボットのみならず様々な環
境の計測用に各種センサの開
発が進められており，その成
果を流量することが現実的で
ある． 
中 高～中  
可燃ガス検知 
温湿度計測 
音声計測 
サンプリング 
作業機能 
扉解放機構 産業用ロボットや人工義手で
の研究開発が多数なされてお
り，多くの実用化例もある．
それらの成果を応用すること
が現実的である． 
中 高  
重量物運搬 中 高  
 
 
以上本項で述べた機能構成および機能要素の中で，必要性あるいは緊急性が高いも
のの，完成度が高くないものについて，表 3-3～表 3-6 の備考欄に「○」を付したが，
これらを整理すると以下の様になる． 
・ 搬送性の内の陸送性 
・ 放射線安全性の時間 
・ 放射線安全性の遮蔽 
・ 現場適応性のシステム化 
・ 現場適応性の可搬性 
・ 被曝管理の半導体素子の耐放射線性の評価 
・ 除染性の除染方策 
このうち，始めの 4 項目については，遮蔽体や輸送用車両等を含めたロボットを過
酷事故の発生現場で投入・操作するために必要となる周辺機材をシステム化すること
で，対応可能と考えられ，以下の 4 項目を早急に対応する必要であることが判明した． 
 
1) 原子力緊急時ロボットを事故発生現場で運用するため，ロボット本体のみならず，
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操作やオペレータの放射線被曝低減なども考慮したシステム化 
2) 過酷事故後の爆発により飛散した瓦礫および原子炉冷却や放射性物質大量放出抑
止のために仮設された配管やケーブルのため，ロボットシステムをオペレータ自
ら搬入組立を行える可搬性 
3) ロボットの被曝管理方法 
4) ロボットの除染管理方法 
 
早急に対応を図る必要がある，これら 4 項目について，本論文の第 4 章から第 7 章
でこれらの課題について検討をおこなった． 
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 事故発生現場に直ちにロボットを搬送・運用する上での課題 4.1
本章では，3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，搬送性の陸
送性，放射線安全性の時間短縮と遮蔽および現場適応性の統合化に対する解決策とし
て，システム化について検討する． 
ドイツ原子力災害時対応ロボット部隊 KHG では，ロボットだけの整備ではなく，
事故がおきた原子力施設までロボットを搬送するためのトラックやトレーラ，原子力
施設内の事故現場から遠く離れた放射線量の低い場所からロボットを操作するため
33 m アンテナマスト等も準備していた．  
チェルノブィリ原子力発電所事故が発生した直後の対応では，高放射線下でオペ
レータがロボット操作を行わなければならず，オペレータの放射線被ばくを低減する
ため遮蔽ボックスを使用したほか，ロボットを繰り返し使用するために再充電しよう
としたが電源からの距離が長すぎて電圧降下が激しく，別途，発電機等が必要となっ
た．  
フランスではドイツ原子力緊急時ロボット部隊 KHG でのロボットの運用経験や，
チェルノブィリ原子力発電所事故後の対応での経験を踏まえて，オペレータの放射線
被曝を最低限にするための重遮蔽ロボット操作車が装備されていた． 
東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子力災害対応ロボットでは，ロボット等を
過酷事故が発生した原子力施設まで運送するためのトラックやコンテナ等も考慮され
ていたが，ロボット等の開発に重点が置かれ，運用に係る技術開発は「殆ど考慮され
ていなかった．ロボット等の開発後も，実際の運用，運用するための試験・訓練，維
持管理，改良がなされることはなかった． 
福島第一原子力発電所事故が発生した際には，原子炉の冷温停止と放射性物質の大
量放出抑止が出来て，当時の野田内閣総理大臣が事故収束宣言を発するまでの緊急時
対応で，20 台以上のロボットが投入された．これ以外にも投入を検討されながら，事
故発生現場での投入・操作に課題があると考えられて投入を見送られたロボットも多
数あった． 
2011 年 4 月 14 日にアメリカエネルギー省アイダホ国立研究所から Talon ロボット
が産業総合技術研究所つくばセンタ北サイトに到着し，日本政府を通じて東京電力に
提供された（図 4-1）．アメリカから提供されたのは，Talon ロボットと操作用コン
ソールのみであった．この Talon ロボットはアメリカ QinetiQ 社製であるが，アイダ
ホ国立研究所が開発した放射線計測器と GPS により Google Map 上に放射線量を表
示する放射線量率マッピング装置を有していた．この放射線量率マッピング機能は
GPS を用いていることから屋外での利用を想定されていたものと思われる．福島第一
原子力発電所事故では大量の放射性物質が放出されており，原子炉建屋内のみならず，
原子炉建屋周辺の屋外でも空間線量率が高く，建屋周辺の空間線量率のマッピングに
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有効なツールと考えられた．しかしながら，提供を受けた東京電力の担当者は，本店
職員と柏崎刈羽原子力発電所の運転員であり，Talon のようなロボットの操作のみな
らず，ロボットをどのようにすれば過酷事故が発生している福島第一原子力発電所の
構内で有効に運用できるかの知見を有していなかった． 
Talon とともにアイダホ国立研究所の技術者も同行してきていたが，アメリカ政府
の指示で福島第一原子力発電所からから約 80km（50miles）以内に入らないよう勧告
されており，東京電力の本店職員と柏崎刈羽原子力発電所運転員が，産業総合技術研
究所つくばセンタ北サイトで一旦操作方法について訓練を受けることとなった． 
 
 
東京電力職員が操作訓練を受け，その上で福島第一原子力発電所事故対応に活用す
る方法も併せて検討され，以下のような課題があることが判明した． 
• 福島第一原子力発電所までの搬送方法 
• 福島第一原子力発電所内の事故発生現場での投入方法 
• 操作中の操作員被曝低減のための対策 
• 現場でのロボット操作・回収・再充電用電源等周辺機材の準備 
これらの課題は，3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，搬送
性の陸送性，放射線安全性の時間短縮と遮蔽および現場適応性の統合化に関する課題
の具体的な事例である． 
 
 
図 4-1 アメリカアイダホ国立研究所から提供された Talon 
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 ロボットのシステム化とロボット操作車の提案 4.2
3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，搬送性の陸送性，放射
線安全性の時間短縮と遮蔽および現場適応性の統合化の解決策として，具体的には，
アメリカエネルギー省アイダホ国立研究所から東京電力に提供された放射線計測機能
付き Talon ロボットを複芝第一原子力発電所の事故現場に投入するため，ロボットの
運用に必要となる周辺機材を含めたロボットシステムを構築するとともに，実際の事
故現場に適応可能とするためのロボット操作車を提案した（図 4-2）． 
 
 
原子力施設は，耐震性，放射線遮へい，放射性物質の閉じ込めのため，鉄筋コンク
リート製の壁，さらに鉄や鉛製の遮蔽体などが存在する．そのためロボットを遠隔操
作するための無線の伝達性が悪く，オペレータはロボットから遠く離れて十分に放射
線量の低い場所から遠隔操作することはできず，オペレータはロボットの比較的近く
まで近づいて，ある程度の放射線量もある場所から操作する必要があった．システム
化に際しては，ロボットの遠隔操作性に加えて，オペレータの放射線被曝低減等も考
慮する必要があった．放射線被曝低減の三原則は，線源から距離をとること，線量率
の高い場所で作業する時間を短縮すること，遮蔽を施すことであると言われている．
上記の様にロボット操作のため，ある程度線源に近く線量率が高い場所で操作せざる
を得ないため，ロボットの操作性に加えて，作業時間の短縮，遮蔽体の設置なども必
図 4-2 ロボット操作車 RC-1 
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要であった． 
上述のような課題を解決するため，福島第一原子力発電所事故の状況を踏まえ，以
下のような機能を整備することが必要であることが判明した． 
 オペレータの被曝低減のため 
 ロボットの投入，操作および回収に要する時間を短縮すること 
 最も時間を要するロボットの操作中，オペレータを放射線被曝低減のための遮
蔽体を設置すること 
 放射線管理機器を設置すること 
 ロボットの遠隔操作性，通信の確保と保守 
 遮蔽体ごしにロボットを操作するための，操作性の確保 
 ロボットの再充電用電源の追加設置 
 
以上から，被ばく低減や通信性を確保するための機材を一括して福島原子力発電所
まで搬送でき，事故が発生した現場にロボットや周辺機器を短時間で投入でき，操作
中のオペレータの操作性を確保するためのカメラ等を装備し，ロボットの回収時に汚
染したロボットを除染することを可能とする，ロボット操作車の整備を提案した．そ
のロボット操作車のイメージをに図 4-3 示す． 
 
 
 図 4-3 ロボット操作車のイメージ 
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 ロボットのシステム化とロボット操作車の開発 4.3
4.3.1 ロボットの投入，操作および回収の時間短縮 
日本原子力研究開発機構は，1999 年 9 月 30 日の東海村 JCO 事故後に，原子力災
害対応ロボット開発を行っていたが，2003 年頃から，開発は事実上休止状態で，点検
整備も殆ど行えていなかった．福島第一原子力発電所事故が発生したときには，1 台
のロボットは廃棄され，その他の 4 台のロボットは不可動状態であった．急遽，不可
動であった原子力災害対応ロボットを，福島第一原子力発電所事故の状況にあったロ
ボットシステムに改造して，事故発生現場に投入するため，ロボットの改造整備だけ
ではなく，ロボットを事故が発生した場所に運搬するとともに，災害の発生していた
１F 構内での，短時間でロボットの投入と撤収を速やかに行うこと，線量率が既に上
昇していた福島第一原子力発電所事故敷地内でオペレータの放射線被曝量を低減させ
るための遮蔽体が必要と判断した． 
このような周辺機材を搭載するロボット操作車のベースとなるトラックとしては，
コンテナ，大型車，中型車，乗用車等が考えられた．それぞれの得失は表 4-1 のとお
りである．  
 
前述のようなロボットを含む周辺機材を統合化してワンパッケージとして事故発
生現場に搬送したり，事故発生現場で投入，操作，回収を行ったりするためには，積
載量の大きいコンテナ車や大型車の方が望ましかった．一方，原子力施設の事故だけ
表 4-1 ベーストラックの選定 
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ではなく，地震と津波で東日本全体が被災していて，各地の出の災害対応を行ってい
たり，物流が滞っていたりした状況下で，専門資格や熟練技能を有した運転者を手配
することは困難状況であった．ロボットオペレータが運転可能な中型車が適している
と判断した．また，トラックからロボットを地面に降ろしたり，ロボットを回収して
トラックに積み込むための時間を短縮するため，リフタが装備されていることが好ま
しいと考えた．物流が滞っていることも考慮して， リフタ付き 5t中型車（積載量1.5t）
を採用することとした（図 4-4）． 
 
 
このトラックは，日本原子力研究機構が原子力緊急時支援研修センタに保有してい
たものであった．東海村 JCO 臨界事故後に開発され不可動ながら保有していた原子
力災害対応ロボット RESQ-A ロボットを偵察用ロボットとして改造整備中だった
JAEA-2 号ロボットを福島第一原子力発電所に搬送するために，準備中のものであっ
た． 
 
 
図 4-4 改装整備中のロボット操作車 RC-1 と偵察用ロボット JAEA-2 号 
遮蔽操作ボックス 
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4.3.2  遮蔽操作ボックス 
ロボット操作車により，ロボットと周辺機材からなるロボットシステムを事故発生
現場に短時間で搬送，投入，回収することは可能となるが，ロボットの操作に要する
時間の短縮は期待できなかった．原子炉建屋付近の線量率は，1 号機と 2 号機の間や
3 号機大物搬入口付近では 100 mSv/h を超える値も計測されていたが，概ね～100 
mSv/h 程度であった（図 4-5）． 
 
 
当時の緊急時の従事者の許容被曝線量が 100mSv から 250mSv に引き上げられた
ことを考慮しても，1 回のロボット操作を 30 分と仮定すると，1 回あたりの放射線被
曝量は 50mSv となり，5 回程度操作しただけで，許容被ばく線量を超えてしまうこと
になる．熟練オペレータが殆どいないこと，オペレータの教育訓練に時間がかかるこ
とを考えると，オペレータの放射線被曝を低減することは重要と考えられた．そのた
め，ロボット操作車に遮蔽操作ボックスを搭載して，ロボットを操作する間のオペレー
http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/f1/surveymap/images/f1-
sv-20110323-j.pdf；（2016年 10月 16日アクセス） 
図 4-5 事故発生直後の福島第一原子力発電所の原子炉建屋付近の放射線量 
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タの放射線被曝の低減を図ることとした（図 4-4，図 4-6）．操作遮蔽ボックス内の
放射線量を 10mSv/h 程度とすることとして，操作遮蔽ボックスの遮蔽能力は 1/10 を
目標とした． 
 
 
過酷事故で原子炉建屋内や原子炉建屋周辺に放出された放射性物質は，気体状のヨ
ウ素と事故直後の高温下で気化して飛散後固化するセシウムであり，これらの放射性
物質の核種は I-129, I-131, Cs-134, Cs137 である．I-129 は β 線放出核種で放出エネル
ギーが 0.154 MeV と小さく，I-131 は 0,606 MeV と比較的大きいものの半減期が 8 日
で，事故後 1-2 ヶ月後のロボットを投入しようとしていた時にはその影響は殆ど少な
いと考えられた．Cs-134 と Cs-137 は事故発生現場に固化した状態で飛散しているも
のと想定された． 
遮蔽操作ボックスを短時間で製作するため，既存の 1 m×1 m×0.7 m の放射性廃棄
物収納容器を流用し，遮蔽体を付加することとした．遮蔽体は入手容易性，加工容易
性，放射性廃棄物として処分する際の容易性から鋼板とすることとし，当時入手可能
だった 16 mm 厚の鋼板を使用することとした．代表的な Cs-137 の γ 線を 1/10 に遮
蔽するには鉄板で 77mm の厚さが必要であった（図 4-7，参考文献[41] を基に赤線と
赤字を追加）． 
図 4-6 操作遮蔽ボックス 
RC-1 に搭載したものと殆ど同型の遮蔽操作ボックス 
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目標の 1/10 遮蔽を達成するためには，鋼板を 5 枚を重ねる必要があり，前面，両
側面，底面，上面の 5 面を遮蔽すると約 2,5 t となり，トラックバンの可載積載量 1.5 
t をオーバーし，ロボットや周辺機器を搭載できないことが判明した．そのため，遮
蔽操作ボックスの軽量化を図る必要が発生し，主たる放射線源が存在する前面のみ鋼
板 5 枚重ね（80mm）とし，両側面と底面は 3 枚重ね（48mm）とし，上面は状況に
応じてタングステンシート等で追加遮蔽することとした．その結果，遮蔽操作ボック
スの重量は 1.5t 以内に収めることとした（図 4-8）． 
 
 
約 77mm 約 48mm 
約 0.3 
図 4-7 鉄の実効線量透過率 
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4.3.3 ロボット操作車に搭載し統合化すべきその他の周辺機材 
回収したロボット付近の空間線量率を測定するため，放射線計測器をロボットの回
収位置の上部に設置し（図 4-9），その測定結果は遮蔽操作ボックス内に表示するよ
うにした（図 4-10）．放射線計測器は，高速増殖炉原型炉もんじゅから提供を受け
た，日本冶金化学工業株式会社製のテレテクタを，改造したものである．検出部はガ
イガーミューラー管（GM 管）で 10 Sv/h 程度までの主にガンマ線を測定することが
できるものである．  
 
 
前面，上面，底面，両
側面；80mm鋼板 
約 2.5 t 
1
,0
0
0
m
m
 □
 
700mm 
上面；必要に応じて追加 
約 1.5 t 
前面；80mm 
底面，両側面；48mm 
図 4-8 遮蔽操作ボックスの軽量化策 
図 4-9 遮蔽操作ボックス上部に取り付けた放射線計測器 
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遮蔽操作ボックスから操作することで，オペレータの放射線被曝量の低減を図れた．
しかしながら，その反面，遮蔽操作ボックスからロボットを操作するため，オペレー
タはロボットを直視することができず，ロボットに搭載しているカメラ画像だけで操
作をすることになる．さらにロボットが調査対象に近づくことができても，カメラの
画角だけの映像しか取れず，ロボットの周辺を含む，俯瞰的な相対関係を把握するこ
とは困難であった．また，Talon ロボット操作用のコントローラに装備されている通
信用アンテナもコントローラごと遮蔽操作ボックス内に移動してしまうので，通信を
確保できなくなることが判明した． 
そのため，遮蔽操作ボックス前面にロボット格納スペースを確保した上で，その上
部に遮蔽ボックスの外，操作中のロボットの周辺や調査対象物の全体を把握するため
の監視機器と通信アンテナ等を装備した（図 4-11）． 
まずロボットを俯瞰的に監視するため，ズーム，パン，チルト機能付きの Web カ
メラを装備した（表 4-2）[42]． 
また，ロボット操作車からロボットまでの位置の距離を測定するために，レーザ測
域センサと周辺に発熱体があるか否かを確認するための赤外線カメラも搭載した．  
さらにガンマ線がどの方向から飛んできているかを測定できるガンマカメラも登
載した． 
 
 
放
射
線
測
定
器
の
表
示
器 
図 4-10 放射線計測器の表示器 
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表 4-2 Web カメラ仕様 
ズーム 12 段階 42 倍ズーム（21 倍光学ズーム，デジタル 2 倍ズーム） 
画角 左右：2.6 度（光学）/1.3 度（デジタル）～51 度 
上下：1.9 度（光学）/0.9 度（デジタル）～38 度 
パン(左右) ±175 度 
チルト（上下） 0 度～＋90 度（天井設置時）  
回転速度 パン：最大 300 度/秒，チルト：最大 200 度/秒 
画素数 約 32 万画素（1/4 インチ CCD イメージセンサー） 
レンズ焦点 ワイド：5mm～∞，テレ：1m～∞ 
レンズ明るさ F1.6～3.6 
対応照度 0.09 ルクス～100,000 ルクス 
 
 
ロボット搭載放射線量率計用アンテナ 
 
ハロゲンランプ 
 
ガンマカメラ 
 
ロボット操作用アンテナ 
 
Web カメラ 
 
ガンマカメラ用雲台 
 
レ
ー
ザ
ー
測
域
セ
ン
サ
お
よ
び
赤
外
線
カ
メ
ラ 
図 4-11 遮蔽操作ボックス前面に配置した機器 
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ロボットを災害現場に投入した後は，ロボット，ケーブル，クローラ等が汚染する
ことが予想された．特にケーブルやクローラは直接地面と接触するだけではなく，材
質がゴムで多孔質であり，放射性セシウムが付着した細かな粉じんが入り込むことか
ら，汚染が高くなることが予想された．そのため，ロボットを汚染地域から持ち出し
て再充電することは困難と考えられた．さらに監視機器等にも電源が必要で，ロボッ
ト操作車のシガーライターからの給電だけでは不十分と考えられた．そのため内燃式
発電機を搭載することを検討した．しかしながらトラックバンの荷室内に設置すると
その排気ガスでオペレータの環境が悪化することから，荷室下部に固定金具を設けて
ガソリン駆動の可搬式発電機を設置した（図 4-12）． 
 
 
 
 
 
発電機を搭載するための固定金具 
 
搭載したのと 
同型発電機 
図 4-12 ロボット操作車に搭載した発電機 
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 システム化とロボット操作車の評価 4.4
福島第一原子力発電所事故の際に，アメリカアイダホ国立研究所から提供された
Talon ロボットは単体では事故の発生した現場で活用することは難しかったが，Talon
ロボットを活用する上で必要な機器を一括して搭載したロボット操作車を改装整備し
たことで，福島第一原子力発電所に搬送し，事故発生現場で投入，操作および回収す
ることができた． 
その際に，オペレータはロボット操作車から降りることはなく，ロボット操作車内
からリフタを操作して，Talon ロボットを福島第一原子力発電所内で運用することが
できた． 
その結果として，福島第一原子力発電所 3 号機の大物搬入口前に高放射線瓦礫があ
ることを発見し無人重機による優先的な撤去を可能とし，周辺環境の空間線量率低減
につなげることができた（図 4-13）．また，1.2 号機共用排気塔付近の高線量部位を
発見することができ，作業員等が不用意に近づくことを防止でき，作業員の放射線被
曝低減に役立つことができた（図 4-14） 
オペレータの放射線被曝量は，遮蔽操作ボックスの採用により，ロボット操作 1 回
あたりの操作時間を 30 分として 100mSv;h の線量率を 10～3mSv/h に低減すること
が可能となった．ロボット操作車により，放射線環境下での作業時間が短縮できたこ
とにより，実際の放射線被曝量は，さらに低減することができた． 
一方で，実際に福島第一原子力発電所事故対応で Talon を搭載してロボット操作車
RC-1 を使用したことで，以下のような教訓が判明し，今後のロボット操作車の設計
改装に役立つ情報が明らかとなった． 
• ロボット操作のための俯瞰カメラ等の配置が操作性に大きく影響する 
• ロボット回収のための放射線計測計はもっと回収ロボットの近傍が好ましい 
• 汚染ロボットの除染のための高圧水スプレイの飛散水対策が必要 
 
チェルノブィリ原子力発電所事故あるいは福島第一原子力発電所事故ではロボッ
トを単体で過酷事故が発生した現場で活用することは殆ど不可能であった．ロボット
を保管場所からに事故が発生した現場までの搬送，事故が発生した現場での投入・操
作・回収までの一連の作業の中で必要となる周辺機器なども含めたシステムとして構
築することで，作業員に替わって，作業員が立入れないか長時間滞在できない環境下
で，ロボットを活用することが可能となる．システム化の良し悪しがロボットを活用
できるか否かの要である． 
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（東京電力提供） 
図 4-13 福島第一原子力発電所 3 号機前の高線量瓦礫 
（東京電力提供） 
図 4-14 福島第一原子力発電所 1，2 号機共用排気塔付近の高線量部位 
4.5 まとめ 
99 
 
 まとめ 4.5
原子力緊急時ロボットを事故が発生した原子力施設の放射線下かつ汚染下の環境
下で，投入・操作するためには，原子力緊急時ロボットだけではなく，操作員の放射
線被曝低減のための遮蔽体を含む機材や放射線防護服などの資材を纏めて，現場に搬
送，運用できるシステム化がなされていないという課題があった． 
本章で解決策として，原子力緊急時ロボット，遮蔽体，ロボットを操作するための
周辺機材，ロボットの投入や回収のためリフタ等を含めたシステム全体を搭載したロ
ボット操作車を提案し，開発した． 
その結果，ロボット操作車により原子力緊急時ロボットを福島原発事故に投入する
ロボットシステムを構築でき，高線量部位を特定することができた 
以上を整理すると図 4-15 の様になる． 
 
 
 
図 4-15 システム化のまとめ 
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  事故発生現場でのロボットシステムの課題 5.1
本章では，3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，現場適応性
の可搬性に対する解決策として，可搬性について検討する． 
 
5.1.1 JAEA-3 号ロボットの投入準備 
第 4 章で述べた Talon ロボットとロボット操作車 RC-1 を福島第一原子力発電所に
投入する作業と並行して，日本原子力研究機構は，ガンマ線が飛来する方向を検知す
ることができるガンマカメラの開発とそれを搭載して遠隔操作可能な移動機構からな
る JAEA-3 号ロボットの改造整備を進めていた． 
JAEA-3 号の移動機構は，第 1 章 1.1 項で述べた RESQ-A ロボットをベースに改造
して整備した．RESQ-A ロボットは福島第一原子力発電所事故後に確認した結果，故
障して不可動であったため，2000-2001 年にかけて本ロボットの開発を依頼したメー
カに修理を依頼したが，東北地方太平洋沖地震とそれに伴う巨大津波でメーカも被災
していたことと，修理用部品等の入手が困難であったことから，修理を断られた．日
本原子力研究開発機構自身による修理を模索したものの，コンピュータ部およびサー
ボドライバ部等の制御装置が，フランスサイバネティクス社製のコントローラユニッ
トを使用しており，その内部はブラックボックス状態であったため，修理には部品の
発注と輸入に時間がかかることが判明し，RESQ-A ロボットの筐体，モータ，駆動部
を残して制御部分は新たに改造・整備することとした（図 5-1）． 
 
 
JAEA-3 移動機構の改造整備に際しては，これまでに投入または投入が想定されて
いたロボットに比べてより高線量率下で使用すると想定されたこと，ガンマカメラに
図 5-1 RESQ-A をベースに改造した JAEA-3 号ロボット 
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よる放射線飛来位置計測には，より長時間かかると想定されたことから，以下のよう
な方針の下，改造を行うこととした． 
 JAEA-3 号ロボットは，作業員が原子炉建屋内に立入って作業するのに先立ち，
画像情報の取得だけではなく，放射線量率，高汚染部位や空気中汚染密度等を
測定することを目的としており，そのため，ガイガーミューラーチューブ（Ｇ
Ｍ管型）放射線量率計，ガンマ線可視化計測装（ガンマカメラ），空間中の放
射性物質収集するダストサンプラおよびヨウ素サンプラ等，合計 35kg 程の計測
機器を搭載する． 
 ロボットの移動機構には 35kg 程の計測機器を搭載する必要があり，ロボットの
総重量が大きくなり，電力消費が多くなることから，ロボット内のバッテリー
で駆動すると動作可能時間が短くなると想定されたことから，操作卓側から有
線で電力を供給する． 
 耐放射線性を向上させるため，半導体素子を多用しているサーボドライバなど
の電子回路は，放射線被曝が多くなると想定される JAEA-3 号移動機構には搭
載せず，放射線被曝が少なくなると推測されたオペレータ操作器側に配置する．
JAEA-3 号の移動機構本体には専用カメラは搭載せず，後述の第 6 章で耐放射線
性が照射試験で 150 Sv 以上あることを確認しガンマカメラに搭載した Web 
Camera で JAEA-3 号ロボットの操作を行うこととした．一方，JAEA-3 号ロボッ
トの移動機構には半導体素子を含む電子回路を搭載していないため，移動機構
としての機能は数万 Sv 程度耐えるものと推定された．万が一，このカメラが放
射線損傷で故障したとしても，他のロボットを救援に向かわせ，そのロボット
が取得した画像を見ながら，JAEA-3 号の移動機構を操作して，帰還させること
ができるものと判断した． 
 バッテリーは JAEA-3 号のモータの起動時の動力を突入電流への追従が可能な
ように，自動車のエンジン起動用セルモータにも使用されていて，モータ等の
起動時の突入電流に追従が可能な鉛バッテリーを用いる． 
 東北地方太平洋沖地震とそれに伴う巨大津波により，ロボットを構成する部品
を製造する工場が稼働停止しており，道路網が寸断されて物流が滞っていた状
況で，入手可能な部品で JAEA-3 号ロボットの改装整備を行う． 
 JAEA-3 号ロボットおよびその周辺機器を含む一式の，過酷事故が発生した福島
第一原子力発電所までの搬送，事故発生現場での投入と操作，汚染したロボッ
トの回収までを考慮して，第 4 章で述べたシステム化を図ることとし，操作中
のオペレータの放射線被曝を低減するための遮蔽操作ボックス，監視カメラな
ども併せて，東京電力が調達して提供された 8t ロングボディートラックを改装
してロボット操作車 RC-2 として整備する． 
 第 4 章で述べた Talon ロボットとロボット操作車 RC-1 の経験をふまえ，原子
第 5 章 ユニット化 
104 
炉建屋内あるいは建屋近傍では電源を確保できないことから，JAEA-3 号ロボッ
トのバッテリーの再充電は，ロボット操作車に別途整備するガソリン駆動の可
搬式発電機から供給する． 
 
5.1.2 瓦礫や仮設物の多い事故発生現場での新要求 
2011 年 5 月になって，福島第一原子力発電所での JAEA-3 号ロボットの投入するこ
とを念頭に，実際に福島第一原子力発電所で，Packbot 等のロボット操作にあたって
いたオペレータ等による JAEA-3 号ロボットの操作訓練を日本原子力研究開発機構原
子力緊急時支援研修センタで実施した． 
その結果，福島第一原子力発電所内では，原子炉の冷温停止や放射性物質の大量放
出抑止とともに，原子炉建屋内での作業環境を改善するための作業が行われていて，
その結果，JAEA-3 号ロボットの投入が想定されていた 2 号機原子炉建屋 1 階の内部
の状況が変化してきていたことが明らかとなってきた． 
 
 原子炉建屋近傍，特に作業員や物品の動線は瓦礫等の撤去も進んできたものの，
当初，想定されていた 2 号機の大物搬入口付近の放射線量は今なお高く，ロボッ
ト操作車を用いたとしても，ロボット操作車内からロボットの投入，操作および
回収を行うオペレータの放射線被曝量が，許容レベルを超えそうであること． 
 タービン建屋側から原子炉建屋に至るルートの線量は空間線量率が低く，オペ
レータが出入りできることが判ったものの，タービン建屋内や原子炉建屋内には，
原子炉の冷温停止を行うための仮設ケーブルや仮設ダクトが敷設されていること，
原子炉建屋内の作業環境改善と放射性物質の大量放出抑止のための空調システム
とそのための排気ダクトや動力線が敷設されていること．これらの仮設物を作業
員が誤って踏んだり傷つけたりしないようにするために，工事現場で用いる鉄パ
イプ，足場材やコンパネ等によりこれら仮設物を養生するとともに，作業員が通っ
ても良い場所を確保するとともに制限していること． 
 そのため，タービン建屋側から原子炉建屋にアクセスする場合，ロボット操作車
はもとより台車等も使うことができず，ロボットシステムは分割して，オペレー
タが，人力で操作場所まで搬送し，操作場所でシステムを再組立てする必要があ
ること． 
 アクセスルート上には，養生部には数十 cm の段差があること，1m×0.7m 位の狭
隘部を通る必要があること，かつ 0.7ｍ幅でほぼ直角に曲がる通路がることから，
オペレータはこれらの段差，狭隘部，曲り角を，ロボットシステムを持って，通っ
ていく必要があること． 
 原子炉建屋内およびタービン建屋内は，過酷事故で炉心溶融時に発生した水素が
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残留している可能性が否定できないこと，作業員の作業環境を確保することから，
火気使用が禁止されており，ガソリン駆動の発電機は使用できないこと． 
 操作場所に約 1m×1m×0.7m の大きさがあり，重量も 1.5 t ほどある遮蔽ボックス
は持ち込むことはできない．そのため，タービン建屋の扉の陰の放射線量の比較
的低い場所からロボット操作を行うため，ロボットを時々直視（チラ見）するよ
うなことはできず，ロボットを監視する俯瞰カメラを用意する必要がること． 
 原子炉建屋内は放射性セシウムが付着した埃が積もっていて，ロボットを投入す
ると汚染すると予想されること． 
 
福島第一原子力発電所 2 号の原子炉建屋に投入するに当たり，これらの新たに追加
された要求に合う様に，JAEA-3 号ロボットシステムを改造することが必要となった． 
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  ロボットシステムのユニット化による可搬性向上の提案 5.2
過酷事故が発生した原子力施設内の現場では，爆発による瓦礫等が飛散していたり，
事故収束のための仮設ホースやケーブルが敷設されていたりするため，ロボットと周
辺機材からなるロボットシステムを，オペレータが人力で段差，狭隘部や狭い曲り角
を通って運搬し，操作場所で容易に再組立てができ，ロボット操作できることが必要
であった． 
そのため，以下のような基本方針に基づいて，ロボットシステムを分割し，ユニッ
ト化することを提案した． 
 原則として各ユニットオペレータ一人で運搬可能なこと 
 運搬は飛散した瓦礫や仮設されたホースやケーブルが存在する環境下でも運搬が
容易であること 
 放射線環境下でもある操作場所で容易に再組立て再調整が容易なこと 
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 ロボットシステムのユニット化 5.3
ロボットシステムのユニット化に際しては，1 システム当たりの分割数を増やせば，
1 ユニット当たりの重量は軽くなり，オペレータ一人による運搬は容易となるが，そ
の一方で運搬に要する人数が増加したり，オペレータが何往復もしたりする必要が出
てくる（図 5-2）．  
 
 
各ユニットの重量は，図 5-3 に示すような三輪背負子などを用いることにより，原
則として 25~35kg 程度以下に分割することとした． 
また再組立てが，容易かつ短時間で達成できるように分割はケーブル部にコネクタ
を追加することを原則とした． 
図 5-3 三輪背負子 
重
量 
運
搬
人
数 
分割数[個] 
5 10 
[人] [個] 
20 
60 
40 
80 
2 
6 
4 
8 
一人運搬可能重量 
図 5-2 分割数と 1 ユニットの重量と運搬人数の概念図 
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ガンマカメラを搭載しているロボットの本体である移動機構の重量は約 35 kg あり，
ガンマカメラ等の放射線計測機器等の重量も約 35 kg あり，合計で約 70kg あった．
原則通りであれば 2 個以上に分割することになるが，移動機構とガンマカメラを二つ
に分割した場合，放射線計測機器の専門家がいない場所で，分割されていたユニット
を接続した後の微調整には技量が必要と考えられ，ロボットオペレータに加えて放射
線計測機器の専門家も放射線環境下に送りこんだり，放射線環境下での微調整に時間
を要してしまったりすることとなり，より多くの作業者により多くの放射線被曝をさ
せてしまうことが懸念された．そのため，移動機構本体と放射線計測機器とは分割せ
ず，オペレータ 2 人で，狭隘部を通って搬送できるように改造することとし，以下の
ような改造を行った． 
 作業員二人で，ガンマカメラを搭載した状態のロボットを持てるようにロボット
の両側に取っ手を設ける． 
 足元が悪く狭い狭隘部を通過していく途中で，万が一，作業員の一人が手を滑ら
すようなことがあった場合，もう一人の脚部に 70kg のロボットとガンマカメラが
当たることになる．そのため，脱着式のショルダーベルトを 2 本装着し，それぞ
れの作業員が襷掛けのようにかけることで，搬送中，ひとりが手を滑らしても，
もう一人の脚部をロボットやガンマカメラが直撃しないようにする． 
 
以上のような再改造の結果，JAEA-ロボットの移動機構とガンマカメラは図 5-5
および図 5-6 のようになった． 
図 5-4 カメラ操作ユニットに取り付けたカメラモニタ 
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以上の結果，システム全体としては，表 5-1，図 5-7 および図 5-8 のように 5 個
のユニットに分割でき，6 人のオペレータによる搬送が可能となった． 
 
図 5-5 JAEA-3 号の「取っ手」 
取っ手 
 
取っ手 
脱着式ショルダーベルト 
図 5-6 JAEA-3 号の脱着式ショルダーベルト 
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表 5-1 分割後の JAEA-3 号ロボットシステムの各ユニット 
 
 
 
Unit No. Content Remarks Weight 
0 ロボット ガンマカメラ搭載 約 70 kg 
1 俯瞰カメラ 画像はユニット2の制御ユニットに取り
付けたモニターに映す． 
約 15 kg 
2 制御部 ロボットのモータドライバの他，ユニッ
ト 1 のカメラ制御部も搭載． 
約 25 kg 
3 ケーブル ケーブルはロボット制御用の多芯ケー
ブル，ガンマカメラ制御用のツイストペ
アケーブルおよび牽引ワイヤーを束ね
て被覆チューブで覆ったもの 
約 25 kg 
4 バッテリー 普通自動車用の 12v 鉛バッテリー2 基と
DC/AC コンバータを搭載したもの 
約 35 kg 
図 5-7 JAEA-3 号ロボットシステムの構成 
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図 5-8 JAEA-3 号のユニット 0,1,2,3,4 
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 ロボットシステムユニット化の評価 5.4
5.4.1 JAEA-3 号ロボットの福島第一原子力発電所 2 号機への投入 
分割化して，作業員により搬送可能なように改造した JAEA-3 号は，2011 年 9 月
23 日に 2 号機原子炉建屋内の高汚染部位調査に使用することができた[38][43][43]． 
 
 
JAEA-3 号ロボットは既に福島第一に投入されて，持出しが困難なため，JAEA-3 号
ロボットを持ち出して，分割化による搬入がどの程度容易になったかを検証すること
は困難なため，机上検討で評価を行った（表 5-2，表 5-3）．その結果，ユニット化
することにより，操作場所までオペレータによる運搬時間とセットアップに要する時
間と人数が半減できることが判明した． 
これは主に周辺機器をバラバラに運ぶのに比べて，ユニット化，すなわち三輪背負
子に 25～35kg 程度のものを搭載し，それらについては予め固縛・結線しておくこと
で，搬送に係る人数が減少できること，コネクタの接続箇所が減りセットアップ時間
が減ることなどから，移動と要する人数が減ることでマンパワー(man・min）を減ら
図 5-9 2 号機に投入された JAEA-3 号 
5.4 ロボットシステムユニット化の評価 
113 
 
すことが可能となった．また，ユニット化することにより，放射線環境の現場で接続
しなければいけないコネクタの数が減り，接続に係るマンパワー(man・min）を減ら
すことも可能となった． 
これらの結果により，オペレータの人数や作業時間が減り，オペレータの放射線被
曝を減らすことが可能となった． 
 
 
表 5-2 機器をそのまま運びセットする場合の所要マンパワー 
項目 重量 
運搬に係るマンパワー 
（man×min） 
接続時間に係るマンパワー 
（man×min） 
ロボット本体 70kg 2×(0.5 + 1 + 0.5)∗1=4 2×1=2 
監視カメラ 
三脚 
ｶﾒﾗｺﾝﾄﾛｰﾗ 
カメラ用ケーブル 
約 5kg 2×(0.5 + 1 + 0.5)∗1=4 7×1=7 
ガンマカメラ用 PC 
同 AC/DC 
ﾛﾎﾞｯトﾄﾞﾗｲﾊﾞ 
同 AC/DC 
ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸ 
ﾛﾎﾞｯﾄｶﾒﾗﾎﾞｯｸｽ 
監視カメラモニタ 
2kg 
1kg 
2kg×2 
1kg×2 
1kg 
3kg×1 
1kg×1 
1kg×1 
3×(0.5 + 1 + 0.5)∗1=6 9×1=9 
ケーブル 50m 約 10kg 2×(0.5 + 1 + 0.5)∗1=4 3×1=3 
バッテリー 
DC/AC ｲﾝﾊﾞｰﾀ 
7kg×2 
2kg×1 
3×(0.5 + 1 + 0.5)∗1=6 2×1=2 
所要時間合計：47 man・min 
＊1 運搬に係る時間はバラバラの機器またはユニットを持つに要する時間をそれぞ
れ 0.5 分，持った状態で歩いて移動するのに 1 分，機器やユニットを置くのに 0.5
分と仮定した． 
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表 5-3 ユニット化して運びセットする場合の所要マンパワー 
項目 重量 
運搬に係るマンパワー 
（man×min） 
接続時間に係るマンパワー 
（man×min） 
ロボット本体 70kg 2×(0.5+1+0.5)=4 1×1=1 
監視カメラ 
三脚 
ｶﾒﾗｺﾝﾄﾛｰﾗ 
カメラ用ケーブル 
約
5+1kg 
1×(0.5+1+0.5)=2 1×1＝1 
ガンマカメラ用 PC 
同 AC/DC 
ﾛﾎﾞｯトﾄﾞﾗｲﾊﾞ 
同 AC/DC 
ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸ 
ﾛﾎﾞｯﾄｶﾒﾗﾎﾞｯｸｽ 
監視カメラモニタ 
キャリア 
2kg 
1kg 
2kg×2 
1kg×2 
1kg 
3kg×1 
1kg×1 
1kg×1 
1kg×1 
1×(0.5+1+0.5)=2 4×1=4 
ケーブル 50m 
キャリア・ボックス 
約 10kg 
約 2kg 
2×(0.5+1+0.5)=4 3×1=3 
バッテリー 
DC/AC ｲﾝﾊﾞｰﾀ 
キャリア 
7kg×2 
2kg×1 
1kg×1 
1×(0.5+1+0.5)=2 0×1=0 
所要時間合計：24 man・min 
＊1 運搬に係る時間はバラバラの機器またはユニットを持つに要する時間をそれぞ
れ 0.5 分，持った状態で歩いて移動するのに 1 分，機器やユニットを置くのに 0.5
分と仮定した． 
 
後日（2013.12.12），実際に JAEA-3 号を福島第一原子力発電所で搬入・操作した
オペレータと面談しし，分割ユニット化した JAEA-3 号ロボットシステムを，2 号機
に投入した際の感想をインタビューすることができた．そのインタビュー結果は以下
の通りであった． 
 
 ２号機では大物搬入口の線量率が高く，ロボット操作車を大物搬入口に入れて，
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ロボットを運用することはできなかった． 
 分割し，ユニット化したおかげで，ロボットシステムををタービン建屋側の通路
側の扉まで，仮設機器やそのための足場等で狭くなっていた通路を通って，オペ
レータにより持ち込み，投入することができた． 
 ロボット（ユニット０）を二人で持った時の重心が（取っ手やスリングベルトを
装着するポイントより）高い所にあり，持ち上げた時のバランスは悪く，苦労し
た． 
 ケーブルの持ち運び・取り回しに苦労をした． 
 
5.4.2 分割化の基本方針の策定 
5.1 節から 5.3 節までの検討を踏まえ，以下のような分割・ユニット化の基本方針
を策定した． 
 現場での組立・分解が簡単かつ確実に行えるように，ケーブルやホース部をコネ
クタ等で接続できるよう分割する（信頼性確保の為ロボット本体や操作卓は分割
しない）． 
1 ユニット当たりの重量は，原則，オペレータ一人で運搬できる 25-35 kg とする． 
 各ユニットは段差のあるところでもけん引可能で，かつ瓦礫が散乱したところで
は背負って運べるように，三輪キャリア付背負子に搭載固縛する． 
 汚染が予想される所ではキャリアを自立させたまま接続，使用が可能とする． 
 牽引ケーブルやタイヤなど汚染の可能性が高いものは，当該部位だけを分割でき
るようにする．これらの運搬は，袋等に収納して汚染核拡大防止を図る． 
 ロボット本体は組立てが複雑かつ防水性などの信頼性を損なうものは，2-3 人で運
搬できるよう，取手や搬送治具を用意し，一人あたりの負担が 25-35 kg とする．
また，作業員の一人が手を滑らしても他の作業員に負担が急激に増えて，作業員
の転倒，ロボット本体の落下に繋がらないよう，スリングベルトにより体で懸架
できることとする 
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図 5-11 JAEA-3 号ロボットシステムのユニット 1 
2013.10.31 撮影 
2013.10.31 撮影 
図 5-10 旧体育館に保管されていた JAEA-3 号ロボットシステム 
ユニット 3 ユニット 0 ユニット 2 ユニット 1 
ユニット 1 の一部 
（三輪背負子は外されていた） 
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 まとめ 5.5
過酷事故が発生した現場では様々な復旧作業が同時並行的に行われており，その結
果様々な仮設物が敷設されており，原子力緊急時用のロボットシステムを一式ロボッ
ト操作車に搭載した状態で投入，操作，回収することは不可能という課題があった．． 
オペレータが人力で持運べて，事故発生現場で容易に組立てて使用できるユニット
化の提案を行った．JAEA-3 号の福島第一事故現場への投入にあたり，原則としてユ
ニットあたり 25~35kg のユニットに再構成するとともに，分割すると再組立て等に時
間を要するものは，分割ユニット化せず，オペレータ二人で一括して取り扱えるよう
なユニットとした． 
ユニット化したことで運搬や再組立てに係る時間を短縮すること可能となり，事故
発生現場で使用可能なことを示すとともに，福島第一原子力発電所 2 号機原子炉建屋
1 階で，高放射線部位の調査に使用されたことからもユニット化が有効であったこと
を示した． 
以上を整理すると図 5-12 の様になる． 
 
図 5-12 ユニット化のまとめ 
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 被曝管理の必要性 6.1
本章では，3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，半導体の耐
放射線性評価への解決策として，ロボットの被曝評価について健闘する．  
原子力施設で使用される保守用ロボットやマニピュレータは，長時間にわたって高
放射線環境下で使用されることが多く，高い耐放射線性が求められるため，放射線損
傷を起こし易い半導体等は，極力ロボット本体には搭載せず，サーボドライバを含む
電子回路の多くは操作卓近傍の制御盤内に配置することが多かった[14]．高集積半導
体を含む電子回路を放射線量の低い場所に移動する方法は，両腕型サーボマニピュ
レータで採用されているが，モータやセンサと電子回路間を 100 芯以上の信号線や動
力線で数 10～数 100 m の距離を接続する必要があった．そのため太い複合ケーブル
で長い距離を引き回す必要があった．さらにサーボドライバとサーボモータ間の動力
線では，その距離に応じて電圧降下を考慮する必要もあった． 
動力炉・核燃料開発事業団（現，日本原子力研究開発機構）では，高速炉使用済燃
料再処理や高レベル廃液ガラス固化など高放射線下作業のために，1982 年から大型セ
ル内遠隔保守技術の開発を進めてきた．これは幅 10 数 m，高さ 10 数 m，長さ約 20m
のセルと呼ばれる，厚さ約 1m50cm 程度の放射線遮へいのためのコンクリートで囲ま
れた部屋の中に，使用済み燃料や高レベル廃液など高放射線性物質を内蔵あるいはそ
れらにより汚染されたプロセス機器を配置し，これらのプロセス機器の保守補修が必
要となった時に，遠隔操作型クレーン，両腕型サーボマニピュレータ等により，プロ
セス機器を保守や補修したり，場合によってはリプレースしたりしようというもので
ある．両腕型サーボマニピュレータは使用していない時も，高放射線下の大型遠隔セ
ル内に保管されるため，より高い耐放射線性が要求された．そのため，集積度の高い
半導体を用いた電子回路には，電子回路を線量率の低い場所に移設する方法，電子回
路の中の高集積半導体を複数の低集積半導体に置き換えたディスクリート回路にする
方法，半導体の放射線損傷に伴う特性変化を把握して，その変化を補償する回路を付
加する方法等の対策が取られた．動力炉核燃料開発事業団では，上記のように両腕型
バイラテラルサーボマニピュレータとその周辺の機器や装置の耐放射線性を向上させ
るため，文献から得られた半導体等の照射試験データや，自ら行った半導体等の照射
試験データを蓄積し，「耐放射線性機器・材料データベース」として構築・整備した
[45]． 
第 1.1 節で述べた東海 JCO 臨界事故の後に開発された原子力災害対応ロボットは，
高放射線下で使用することが想定されていたが，比較的短時間の調査や軽作業のみを
想定されており，殆どは，市販の半導体を使用しており，耐放射線性は 10～100 Sv
程度と想定される．Rabot，MARS-A や MENHIR 等は，電子回路に光学エンコーダー
や集積度の高い半導体を使用せず，レゾルバや集積度の低いディスクリート半導体を
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用いており，1000 Sv 程度の耐放射線性を有していると想定される． 
半導体等を使用した電子回路の耐放射線性を向上させる方法としては，3.3.1.2 小節
で述べた様に，以下の 6 方法が考えられる． 
1) 高耐放射線性半導体素子開発を行う方法 
2) 市販半導体素子に補償回路を追加して耐放射線性を向上させる方法 
3) ディスクリート半導体素子による電子回路で耐放射線性を向上させる方法 
4) 半導体素子に放射線遮蔽を施す方法 
5) 半導体素子を含む電子回路をロボット本体から移動する方法 
6) 半導体素子を含む電子回路を交換する方法 
半導体素子を含む電子回路全体を鉛や鉄などで遮へいする方法は，ドイツ KHG の
Excavator 等での実施例があるが，遮蔽体の重量が 100kg～1,000kg 単位で増加するた
め，比較的小型のロボットでは動力性能が大きく損なわれる．Excavator 等の無人建
設重機などの大型ロボットでは採用可能であるが，それまでに日本で開発されてきた
無人建設重機では，半導体を含む電子回路がエンジン，制御装置，センシング装置，
通信装置などに分散しているため，何か所にも遮蔽体を設置することが必要になる．
更に CCD や CMOS を使用しているカメラを鉛等で覆うことは，カメラとしての機能
を果たせなくなる．半導体数個のみを遮蔽するやり方もあり得るが，電子回路自体を
特殊仕様に新たに設計製作し直すというデメリットもある． 
CPU 等の高集積半導体自体の耐放射線性を向上させるのは，アメリカ等で軍事用に
開発した例がある．アメリカで開発された耐放射線性半導体素子を輸入して使用する
方法もあるが，耐放射線性半導体素子が高価なことに加え，半導体素子の詳細仕様が
開示されないこと，耐放射線性が保証されないこと，使用を終えた時には製造メーカ
に CPU 等半導体素子を返品するか，再利用不可能なように廃棄したことの証明する
ことが求められる．原子力施設内で使用する遠隔操作機器の多くは高放射線下のみな
らず，高汚染下にあり，このような環境下で装置や機器の中から CPU 等半導体を回
収したり，再利用不可能となるように破壊したりすることは，作業員の被曝量の増加
が懸念され，現実的ではない．そのため，動力炉・核燃料開発事業団（現，日本原子
力研究開発機構）では，軍事用耐放射線性半導体と同様の手法で，半導体耐放射線性
を考慮した母材や製造プロセスで，耐放射線性半導体を製作することを試みた例があ
る[46]．しかしながら，CPU 等半導体の開発に費用と期間がかかるほか，日進月歩で
進化し続ける CPU 等半導体素子の製造技術に併せて，常に新たな CPU 等半導体の製
作をし続ける必要があり，原子力分野でこのような方法は殆ど例が無かった．そのた
め，無人建設重機，Brokk，Quince などに適用するには時間がかかり福島第一原子力
現実性は低いと判断された． 
放射線損傷をより受けにくい低集積半導体からなる電子回路に置き換える方法や
高集積半導体の放射線による放射線損傷とその特性変化[47]を把握してその特性変化
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分を補う補償回路を付加する方法は，補償回路の例としては，放射線により発生した
電子孔のため，オペアンプ等の増幅率が変動するため，定期的に増幅率を自動的に計
測し，増幅率の設定をし直す，というようなものである．比較的低コストで，原子力
などの民生用ロボットでは，現実的な方法と考えられる．しかしながら，いずれも，
電子回路を設計し直し，製作しなおす必要があることから，無人建設重機，Brokk，
Quince などに適用するには時間がかかり福島第一原子力発電所事故では現実性は低
いと判断された． 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本太平洋沖地震に伴い発生した大津波により東京
電力福島第一原子力発電所で発生した事故では，水素爆発に伴い大量の瓦礫とともに，
放射性物質が原子炉建屋の内外に放出された．その結果，原子炉建屋周辺の放射線量
は 100 mSv/h を超える場所が複数観測されたが，概ね 100 mSv/h 以下であった（図 
4-5）．また原子炉建屋内では 1,000 mSv/h を超える場所が複数観測されたが，概ね
1,000 mSv/h 以下であった（図 6-1）．原子炉建屋周辺で 1,000 h あるいは原子炉建
屋内で 100 h 程度使用した場合の総被曝放射線量は 100 Sv 程度である．これらの値
は，両腕型マニピュレータ等の原子力保守用ロボットの使用環境の 100 Sv/h，年間の
総被曝線量 1 MSv と比べると極めて低いものであった．そのため，3.3.1.2 小節で述
べた様な，市販半導体を使った無人建設重機やロボットでも，総被曝線量が耐放射線
性を超える前に，半導体素子または半導体素子が使われている電子回路ごと交換する
ことができれば，福島第一原子力発電所の事故現場で使用できる可能性があった． 
土砂災害用に開発され，雲仙普賢岳等で実際に用いられている無人建設重機，遠隔
操作型小型建設重機 Brokk は既に開発され使用されていたり，海外から輸入手続き中
だったりするものであった．そのためこれら無人建設重機やロボットに使用されてい
る電子回路の半導体素子と同じ型番で同じロットの半導体素子を入手して，照射試験
を実施して，これらの耐放射線性を確認することはできなかった． 
無人建設重機やPackbot ロボット等が原子炉建屋周辺や原子炉建屋 1 回で使用され
るのに対し，研究開発中の災害対応ロボット Quince ロボットは，より放射線量が高
いと予想された原子炉建屋 5 階に投入されることが計画された． 
無人建設重機，Packbot ロボットおよび Quince ロボットを福島第一原子力発電所
の過酷事故が発生した現場に投入するにあたり，これらのロボットの耐放射線性の評
価をする必要となった．この必要性は，政府・東電福島原子力発電所事故対策統合本
部の下に設置されたリモートコントロール化プロジェクトチームにおいても指摘され，
汎用半導体や材料の耐放射線性の評価と放射線管理方策を検討することとした． 
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図 6-1 福島第一原子力発電所 1 号機原子炉建屋内の放射線量 
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 耐放射線性の概略評価と被曝管理方法の策定の提案 6.2
放射線環境下で使用することを前提とせずに開発や使用されている，無人建設重機
や，Packbot ロボット等を福島第一原子力発電所の過酷事故発生現場で使用するに当
たり，どの程度の耐放射線性を有しているのか，どのような被曝管理を行えば良いか
を，無人建設重機やロボットを運用するオペレータ達には判らなかった． 
無人建設重機や Packbot ロボット等については，既に開発あるいは雲仙普賢岳島の
現場で使用されている機材であったため，これらに使用されている半導体素子と同じ
型番や同一ロットの半導体素子を入手することが不可能であったこと，まずは放射線
環境下でも使用可能か否かが一番の関心事であったことから，原子力保守用ロボット
の時に行った構成部材の照射試験結果等を基に，原子力緊急時ロボットを高放射線下
で使用する際の耐放射線性評価や被曝管理方法の策定を提案した． 
より放射線量の高い 2 号機 5 階等への投入が計画されていた Quince については，
研究開発段階のロボットであったことから，同一ロットではないものの同一型番の半
導体素子，あるいは類似型番の半導体素子を入手可能であったことから，照射試験を
おおなった上で，半導体素子の耐放射線性の概略評価を行うことを提案した． 
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 耐放射線性の概略評価と被曝管理方法の策定 6.3
6.3.1 ロボットの耐放射線性の律速部品の特定 
耐放射線性を議論する際，本来であれば，部品や材料の吸収線量[Gy]に対して，機
能や性能が劣化したとか喪失したとかを論じるべきである．吸収線量は，被曝線量あ
るいは照射線量[Sv]に，部品や材料ごとに固有の吸収効率（0~1）を掛けて求まるもの
である．したがって一台のロボットを構成している複数の部品や材料の吸収線量は，
同じ量の放射線被曝をしているが，吸収線量が微妙に異なるために吸収線量は異なる．
ロボットの放射線被曝を管理するという観点からは，吸収線量では混乱することが懸
念され，実務的には被曝線量[Sv]を用いる方が適当で混乱が少ないと思われる．その
ため，本章では参考文献から引用した場合等を除き，原則として，吸収線量[Gy]では
なく，被曝線量[Sv]で，耐放射線性を議論することとする． 
動力炉・核燃料開発事業団（現，日本原子力研究開発機構）では 1980 年代から 1990
年代初頭にかけて，バイラテラルサーボマニピュレータ等ロボット等の開発等を行い，
これらロボット等の耐放射線性を評価するために，ロボット等を構成しているモータ，
ギア，潤滑油（グリース），タコジェネレータ，サーボドライバ，コンピュータ，カ
メラ，無線機等の部品等から構成されており，耐放射線機器・材料データベースを構
築した[45]．このデータベースを基に，ロボット等の耐放射線性を評価した． 
ロボット等を構成する部品等のうち，絶縁材や被覆材や潤滑剤などの有機材料と半
導体素子は，耐放射線性が低いことが知られていた．そのため，有機材料としてケー
ブルとオイル，更に半導体の耐放射線性をまとめた（表 6-1）．その結果，CPU や
CCD など集積度の高い半導体の耐放射線性が～100 Sv であるのに対して，集積度の
低い Bipolar 半導体，オイルやケーブルなどの有機材料の耐放射線性は少なくとも 10 
kSv 程度であることから，ロボット等の耐放射線性は，CPU や CCD 等が律速してい
ることを特定した．  
 
表 6-1 ロボット等の構成部材の耐放射線性の概略評価 
 Material Radiation Tolerance 
1 CCD/CPU ～100 Sv 
2 Bipolar Transistor ～10.000 Sv 
3 Bipolar Op. Amp. ～100,000 Sv 
4 Oil ～10,000 Sv 
5 Rubber 300,000～3,000,000 Sv 
6 Cable 1,000,000～100,000,000 Sv 
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6.3.2 半導体素子耐放射線性評価と管理目標値 
半導体素子の耐放射線性は，その母材に依存するほか、その製造プロセス，言い方
を変えれば集積度に大きく依存する．さらには製造ロットによっても耐放射線性が大
きく変化する[45]． 
このように半導体素子は，様々な要因により耐放射線性が変ることから，本来であ
ればロボットに搭載する半導体素子あるいは電子回路の状態で照射試験を行い，耐放
射線性を評価することが望ましい． 
福島第一原子力発電所事故後に投入が計画された，無人建設重機，Packbot ロボッ
トや Talon ロボットは既に開発や製造が終了して年月が通っていること，操作訓練や
投入準備に使用されていること等から，半導体素子の型番を調査して，同一型番の半
導体素子やできることならば同一ロットの半導体素子を入手して，照射試験を行うこ
とは不可能であった． 
そのため，これらのロボット等を投入するに際して，ロボット等が単独運用か複数
運用か，半導体の照射試験の実施が可能か否か，放射線損傷による故障が発生時のリ
スクの大きさなどから，図 6-2 のようにロボット等の被曝管理目標値の決定方法を検
討することとした． 
 
 
図 6-2 ロボット等の被曝管理方法の決定方法 
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6.3.3 運用形態による律速半導体素子の特定 
ロボットを複数運用するか，又は単独運用するかにより，どの半導体素子が，ロボッ
ト等の耐放射線性を律速するかの特定を行った． 
複数で運用する場合は，仮に CCD の損傷によりカメラ画像が見られなくなったと
しても，同に運用されている他のロボット等のカメラ画像により，論証ロボットを操
作して，回収することが可能である．CPU 等が損傷するとロボット等のモータ等の制
御ができなくなり，ロボットの回収が困難となる． 
そのため，複数運用の場合は CPU が，単独運用の場合は CCD または CPU の何れ
か耐放射線性の低い方が，ロボットの耐放射線性を律速すると判断した（図 6-3）． 
 
 
 
6.3.4 過去の照射試験結果から耐放射線性の概略評価 
福島第一原子力発電所事故発生直後，投入が計画されたロボット等は，無人建設重
機，Packbot，Brokk 等であり，既に開発製造されていたものを国内外から集めてきて，
複数ロボットで運用しようとしていたものである．そのため，製造時の半導体素子と
同一型番，同一ロットの半導体素子を収集して照射試験を行うことは不可能であった． 
そのため，過去の照射試験結果から，耐放射線性を評価することとした． 
半導体素子の耐放射線性を体系的に整理したものとしては，前述の動力炉・核燃料
開発事業団が構築した「耐放射線機器・材料データベース」[45]があったが，その他
に，東海村 JCO 臨界事故後に製造科学技術センタ（MSTC）が原子力災害対応ロボッ
図 6-3 用形態による律速半導体素子の特定方法 
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トを開発する過程で行った半導体素子等の照射試験結果[22]もあった．それに加えて，
政府・東電福島原子力発電所事故対策統合本部リモートコントロール化プロジェクト
チームを通じて，アメリカエネルギー省アイダホ国立研究所に照会した結果，CPU 等
の耐放射線性は 30～50Sv との回答も得られていた．これらから，過去の半導体素子
について，CPU の耐放射線性は～100Sv と判断した（図 6-4）． 
 
 
 
6.3.5 照射試験による耐放射線性評価 
東北大学，千葉工業大学および国際レスキューシステム研究機構が共同で研究開発
中であった Quince ロボットを原子炉建屋内でも，放射線量率が高いと想定された地
下階や 5 階オペレーションフロアへの投入が検討されており，それらでの空間線量率
は 1～10 Sv/h とも予想されていた． 
Quince ロボットの被曝線量は 50 Sv を超えることも想定された．想定される被曝線
量は，1980-90 年代の照射試験結果データベースを基にした CCD/CPU の耐放射線性
の概略評価 50 Sv を超える可能性もあった．1980～1990 年代の半導体素子の母材が
Si であったのに対し，2011 年当時の半導体素子の主流は GaAs に移行しつつあり，
母材レベルでは GaAs を母材とする半導体素子の耐放射線性が高いことは知られてい
た．また，Quince ロボットは研究開発段階のものであり，搭載されている電子回路の
半導体素子については同型番の素子が入手可能な状況であった．そのため，Quince
ロボットに搭載するCCDやCPU等の半導体素子の放射線照射試験を 2011年 4月に，
日本原子力研究開発機構高崎研究所のガンマ線照射試験施設で実施した．その結果，
図 6-4 過去の照射試験結果から耐放射線性評価 
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カメラは集積線量 169 Sv で故障したが，制御回路等に必要となる CPU などの半導体
は 200 Sv 以上の耐放射線性を示した（表 6-2）[37]．半導体の耐放射線性はロットに
よってばらつくことが知られており，照射試験に供した試験体数が少ないことからリ
スクはあるものの，Quince に搭載予定の CPU は 200 Sv 以上の，カメラは 150 Sv 程
度の耐放射線性を有すると判断した． 
階段昇降可能なロボットが Quince ロボットのみで，1 台で原子炉建屋の上層階の調
査に使用することが計画されていたことから，万が一の故障時に，他のロボットの画
像情報の提供などの支援や，作業員の入域による通路わきへの蹴り寄せ等は，期待で
きなかった．そのため，CPU だけではなく CCD の耐放射線性の低い方を以て，ロボッ
トの耐放射線性とすべきと判断した．Quince ロボットに搭載予定の CPU やサーボド
ライバは 200 Sv 以上，CCD カメラは 200Sv 以上もしくは 169Sv の耐放射線性を有
していた（表 6-2）．一方，Quince ロボットに搭載予定のレーザー測域センサは
124.2Sv とより低い耐放射線性を示したが，万が一，故障した場合でも，ロボットに
搭載したカメラの画像情報で機関操作は可能と判断した．半導体素子の耐放射線性に
はロットによるばらつきに加えて，個体差によるばらつきもあることから Quince の
耐放射線性は 150 Sv と判断した． 
 
表 6-2 Quince ロボット搭載半導体素子の照射試験結果 
Device Total dose[Sv] Condition 
CPU board, POE device 206.0 Functional after irradiation 
Motor driver boards 206.0 Functional after irradiation 
Laser scanner, UXM-30LN 229.0 Functional after irradiation 
Laser scanner, Eco-scan FX8 225.0 Functional after irradiation 
CCD Camera, Axis 212 219.5 Functional after irradiation 
Laser scanner, URG-04LN 124.2 Defected after 124.2 Sv. 
CCD Camera, CY-RC51KD 169.0 Detected after 169.0 Sv. 
 
 
6.3.6 ロボット等の故障時の影響リスクによる管理目標値 
6.3.4 節により，過去の照射試験結果から，CPU 等の集積度の高い半導体の耐放射
線性は～100Sv と評価されたが，型番や製造ロットにより母材や製造プロセスが微妙
に異なることから，耐放射線性にも個体差が出ることが予想され，管理目標値は裕度
Keiji Nagatani, Seiga Kiribayashi, Yoshito Okada, Kazuki Otake, Kazuya Yoshida, Satoshi Tadokoro, 
Takeshi Nishimura, Tomoaki Yoshida, Eiji Koyanagi, Mineo Fukushima, Shinji Kawatsuma, “Emergency 
Response to the Nuclear Accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plants using Mobile Rescue 
Robots”, Journal of Field Robotics 30(1), 44–63, 2013 
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を持って設定することが求められた． 
裕度は，ロボットが万が一故障した際の影響リスクにより，影響リスクの小さいロ
ボットについては，極力長く使用し続けることが望まれた．その結果，万が一故障し
た場合に作業員が短時間立入って，ロボットを回収または排除することの可能な小さ
なものについては，損傷確率がほぼ 0 となる 20Sv と設定した．故障した場合に回収
や排除が難しいものについては損傷確率をある程度認めることとして 30Sv と設定し
た． 
 
6.3.7 放射線環境下での管理方法の策定 
前節までの検討結果を踏まえて，既に開発製造棟を終えていて，同一型番，同一ロッ
トの半導体素子を入手不可能で，複数運用を前提としていて，万が一放射線損傷した
場合の影響リスクが大きい無人建設重機等については 20Sv，既に開発製造棟を終え
ていて，複数運用を前提としていて，万が一放射線損傷した場合の影響リスクが小さ
い Packbot ロボット等については 30Sv，同一型番，同一ロットの半導体素子の照射
試験が実施できた Quince ロボットは 150Sv と設定した（表 6-3）． 
 
 
 
表 6-3 放射線環境下でのロボット等の管理目標値 
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 耐放射線性の概略評価と被曝管理方法の有効性 6.4
本章での検討を踏まえ，「汎用重機やロボットにおける耐放射線性評価と管理方法
の基本的な考え方」をまとめ，2011 年 4 月 25 日に開催された政府・東京電力福島原
子力発電所事故対策統合本部リモートコントロール化チームの基に設置された建設機
械等の放射線耐性に関する検討会の第 2 回会合に報告し，参加メンバーの了承を得て，
2011 年 4 月 27 日に開催された政府・東京電力福島原子力発電所事故対策統合本部リ
モートコントロール化プロジェクトチームに報告した．本「耐放射線性評価と管理方
法」は，建設重機やロボットの製造開発や運用を行っていた同検討会メンバーに配布
するとともに，超学会組織「対災害ロボッティクス・タスクフォース(ROBOTAD)」
の協力を得て，同組織の公式ブログ上で公開した[48]． 
この「耐放射線性評価と管理方法」は無人建設重機や Brokk を投入した大成建設，
Packbot や Quince を投入した東京電力において運用された．その結果，福島第一原
子力発電所事故の緊急時対応として 2011 年 12 月 16 日迄に，20 台余りの無人重機や
ロボットが投入されたが，これらで放射線損傷が原因で未帰還となっているロボット
は確認されていない． 
 
さらに，今後の課題として，今後の「耐放射線性評価と管理方法」の改訂に所要の
課題として，以下の項目を明確化することができた． 
 ロボット等に使われる半導体は日進月歩であることから，今後広く普及する
と考えられる炭化ケイ素やダイヤモンド半導体についても照射試験データを
取得し，CPU 等半導体の耐放射線性の概略評価を進めていく必要がある．し
かしながら，電子回路に使用される半導体の種類は多種多様であり，これら
すべての，最新の半導体の照射試験データを蓄積しておくことは，相当の労
力と予算を必要とし，このための予算を確保することは，平時が続く中では
徐々に困難となり，結果として予算を確保できず，「耐放射線性の概略評価
と被曝管理方法」の更新を行っていくことも不可能となる．このような状況
を回避する方策として．放射線による損傷のレベルが最も大きい CPU や CCD
についてのみ，照射試験を継続し，「耐放射線性の概略評価と被曝管理方法」
の改訂の要否を検討しておくだけでも有効であると考えられる． 
 現時点では原子炉建屋内でのロボット等の使用が主と考えられるが，今後は
格納容器内や原子炉容器内に進入する機器や装置が必要となる．これまでの
格納容器内部調査の結果[50]から，10-100Sv/h 程度の放射線環境以上となる
ことが予想される．  
 このような高放射線環境下では，半導体母材のガリウムヒ素や炭化ケイ素に
伴う半導体の耐放射線性向上に期待するだけでは不十分であり，CPU や CCD
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など高集積半導体の放射線による放射線損傷とその特性変化を把握して，そ
の特性変化分を補う補償回路を付加する方法についても，今後整備する必要
がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-5 本被曝管理を適用したロボット等 
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  まとめ 6.5
原子力緊急時ロボットを事故発生した原子力施設の高放射線下で運用するうえで
の耐放射線性や被曝管理方法に関する「耐放射線性の概略評価と被曝管理方法」が無
く，ロボットを投入しても何時放射線損傷による故障が発生するか判らない状況で
あった． 
本章では耐放射線性の概略評価とロボットの被曝管理方法からなる「耐放射線性評
価と管理方法」の作成を提案し，原子力保守用ロボット開発時に行った照射試験のデー
タを基に，諸処の条件の違いはあるものの，原子力緊急時ロボット用の「耐放射線性
評価と管理方法」を作成した． 
その結果，福島第一原子力発電所事故後，原子炉の停止，炉心の冷却，放射性物質
の大量放出防止ができ，当時の野田内閣総理大臣の事故収束宣言が出るまでの，緊急
時対応期間で投入された 20余台のロボットに，放射線損傷による故障は発生しなかっ
た．これにより，「耐放射線性評価と管理方法」の有効性を確認できた． 
以上を整理すると図 6-6 の様になる． 
 
 
図 6-6 被曝管理のまとめ 
  
 
  
 
 
 除染方策 第7章
 
 汚染ロボットの除染の課題 ......................................................................................... 136 7.1
 ロボット等の除染方策の提案 ..................................................................................... 137 7.2
 ロボット等の除染方策の策定 ..................................................................................... 138 7.3
7.3.1 汚染管理目標値による保守時の被曝線量試算 .................................................. 138 
7.3.2 残留汚染調査と汚染形態推測 .............................................................................. 146 
7.3.3 ロボット等の汚染部位ごとの除染方策 .............................................................. 150 
 ロボット等除染方策の有効性 ..................................................................................... 151 7.4
 まとめ ............................................................................................................................. 152 7.5
 
第 7 章 除染方策 
136 
 汚染ロボットの除染の課題 7.1
本章では，3.5 項で明らかにした原子力緊急時ロボットの課題のうち，現場適応性
の可搬性に対する解決策として，可搬性について検討する． 
福島第一原子力発電所事故では，緊急時対応や廃炉の作業のために，多くの無人建
設重機やロボットが用いられている．無人建設重機やロボットを有効に活用するため
には，点検保守を行って常に可動状態に維持することが重要である．ロボットや無人
建設重機は，点検保守を行っていないと不可動となり廃棄物となってしまうほか，突
発的な故障による事故等の危険もあり得る． 
福島第一原子力発電所 3 号機原子炉建屋の水素爆発により，大物搬入口付近に飛散
した瓦礫等の撤去を行うために，スウェーデン製の遠隔操作小型重機 Brokk 90 一台，
Brokk 330D 二台と Brokk 800D 一台が用いられた．これら無人建設重機は，瓦礫撤去
等の作業により高度に汚染していたため，2011 年 7 月に高圧水スプレイによる除染
が行われたが，除染後も当時の持出し基準である 100kCPM を上回っていた無人建設
重機やロボットの汚染管理や除染は重要な課題である． 
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 ロボット等の除染方策の提案 7.2
ロボット等の除染方策の必要性が認識され，除染方策を提案することとし，検討を
おこなった． 
検討に際しては，当時の除染目標として定められていた 100 kCPM の妥当性，言
い方を変えると 100kCPM での保守作業時等のオペレータ等の放射線被曝量が十分に
小さいことを確認した． 
その上で，福島第一原子力発電所の事故後の緊急時対応で運用され，水スプレイ等
により 100kCPM 以下まで除染できなかった，遠隔操作小型重機 Brokk 90 および
Brokk 800D の残留汚染の調査をロボットの部位毎に実施し，残留汚染部位毎の汚染
形態を推測し，部位毎の除染方策を策定し，その方法による Brokk ロボットの再除
染を行い、除染方策の策定を行うこととした（図 7-1）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-1 除染方策の策定手順 
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 ロボット等の除染方策の策定 7.3
7.3.1 汚染管理目標値による保守時の被曝線量試算 
ロボットや無人建設重機の汚染管理の目標値は，福島第一原子力発電所事故に伴い
設定された警戒区域からロボットや無人建設重機を退域させる際に，ロボット等に残
留する汚染の上限をスクリーニングレベルとして設定された． 
福島第一原子力発電所事故に伴い設定された警戒区域からロボットや無人建設重
機を退域させる際のスクリーニングレベルは，事故後の段階では 100 kCPM と定めら
れていた．その後，平成 24 年 10 月時点では，原子力施設で一般的に用いられている
管理区域設定の基準となる表面汚染密度を参考に，13kCPM と定められた[51]． 
本節では，ロボットや無人建設重機に残る，スクリーニングレベル以下の汚染によ
るメンテナンス要員が受ける放射線被曝量を試算し，その影響がオペレータや作業員
に与える影響についても確認する． 
オペレータや保守要員が点検保守を行っている間に被曝する放射線量を試算する
ために，ロボットの大きさを幅 1m，高さ 0.5m と，無人建設重機の大きさを幅 5m，
高さ 2m と仮定し，2011 年 7 月時点でのスクリーニングレベルの 100 kCPM で一様
に汚染されているとした場合の放射性物質量のすべてが，ロボット表面の中央に点線
源としてあるとし，オペレータまたは保守要員はロボット表面中央から 0.5 m の点で
点検保守作業を行い，1m の位置で工具交換などの付帯作業を行うことを想定して，
点線源として存在しているとして，オペレータ等の場所での放射線量率を試算した
（エラー! 参照元が見つかりません。）． 
 
 
1 m 0.5 m 
ロボットへの接触時 作業台での作業時 
図 7-2 ロボットを保守する際のイメージ図 
7.3 ロボット等の除染方策の策定 
139 
 
汚染している放射性物質は，福島第一原子力発電所 1，2 および 3 号機の床から採
取したコンクリートコアサンプリングを 2012 年 8 月に分析した結果では Ag-110m，
Sb-125，Cs-134 および Cs-137 が検出されており，Ag-111m および Sb-125 は Cs-134
および Cs-137 と比べて 1/10~から 1/100 程度と微量であり，Cs-134 と Cs-137 の比
は概ね 2/3:1 の割合で存在していることが知られている[52]．オペレータおよび保守要
員の放射線被曝量は Cs-134 および Cs-137 からによるものが支配的と考えられる． 
 
点線源から r [m]離れた場所での放射線量（実効線量率）E𝑟は次式で求められる[53]． 
 
E𝑟 =
𝑆×𝛤
𝑟２
 [
𝜇𝑆𝑣
ℎ
]  （１） 
 
ここで S，Γ，r は以下の通り． 
S : 放射性同位元素の数量（MBq) 
Γ：実効線量率定数 
r : 評価点までの距離（m) 
 
Cs-134 と Cs-137 の複数の核種があることから，それぞれの核種の存在割合𝑅𝑖，核種
ごとの実効線量率定数を𝛤𝑖とすると以下の様になる． 
 
E𝑟 = ∑ (
𝑅𝑖𝑆×𝛤𝑖
𝑟２
)2𝑖=1   [
𝜇𝑆𝑣
ℎ
]  （２） 
 
さらにSはロボット表面の汚染密度 s [MB//cm2]にロボットの作業者に面した表面の
面積 d [cm2]の積であることから（２）式は以下の様になる 
 
E𝑟 = ∑ (
𝑅𝑖𝑠𝑑×𝛤𝑖
𝑟２
)2𝑖=1   [
𝜇𝑆𝑣
ℎ
]  （３） 
 
さらに，汚染密度sは以下の式で求められる． 
s = C [kCPM] × 103/𝜀𝜑𝑑[MBq/cm2] 
ここで 
C：サーベイメータカウント数[CPM] 
ε：ガンマ線（光子エネルギー）計数効率 
𝜑：ガンマ線（光子エネルギー）の放出率 
d′：ガンマ線（光子エネルギー）計数面積 
である 
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よって， 
E𝑟 = ∑ (
𝑅𝑖C ×10
3/𝜀𝜑𝑑′𝑑×𝛤𝑖
𝑟２
)2𝑖=1   [
𝜇𝑆𝑣
ℎ
]  （４） 
 
 
核種ごとの実効線量率定数Γ𝑖は以下の値であることが知られている[54]． 
𝛤1＝2.11 × 10
−1  （Cs-134 の実効線量率定数） （５） 
𝛤2＝7.79 × 10
−2  （Cs-137 の実効線量率定数） （６） 
 
R1とR2は，2012.8時点でのCs-134とCs-137の比率は2/3：1であることから以下の式
がなりたち，この式から求めることが出来る． 
R1: R2 =
2/3
[(
1
2)
(
𝑡
𝑇1
)
]
：
1
[(
1
2)
(
𝑡
𝑇2
)
]
 
ここで，t，T1，T2は以下の通り． 
t=1.4167 [y]  （事故後の経過年数 1 年 5 ヶ月） 
T1=2.0648 [y]  （Cs-134 の半減期） 
T2=30.167 [y]  （Cs-137 の半減期） 
よって，核種ごとの比率R1とR2は以下の様になる． 
R1=0.51      （７） 
R2=0.49      （８） 
 
さらに 
C＝100[CPM]      （９） 
ε = 0.1       （１０） 
d′ = 5 × 5 = 25 [cm2]：ガンマ線（光子エネルギー）計数面積 
である 
 
𝜑𝑖は以下の式で求められる． 
 
φ = ∑ 𝑅𝑖𝜑𝑖
2
𝑖=1
 
Cs-134 および Cs-137 の 1 壊変あたりのガンマ線（光子エネルギー）放出率𝜑𝑖は核種
ごとに 1 壊変あたりに放出されるガンマ線（光子エネルギー）の放出率を合算して求
められる[41]． 
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i 核種 光子エネルギー[MeV] 光子毎の放出率 核種毎の放出率𝜑𝑖 
1 Cs-134 
0.563 
0.569 
0.605 
0.796 
0.802 
1.365 
0.084 
0.154 
0.976 
0.855 
0.087 
0.030 
2.186 
2 Cs-137 
0.662 
0.0321 
0.0365 
0.851 
0.058 
0.013 
0.922 
核種が 1 壊変ごとに放出されるガンマ線（光子エネルギー）の放出率は，Cs-134 の
放出率𝜑𝑖と Cs-137 の放出率𝜑2は以下の様になる． 
φ1 = 2.186 
φ2 = 0.922 
よって 
φ = 1.567      （１１） 
 
偵察ロボットのような小型のロボットからオペレータが 0.5m および 1m で作業す
る場合の放射線量率は，（４）式に（５）～（１１）を代入して以下の様になる． 
Erobot,r=0.5 = 0.9967[μSv/h] 
Erobot,r=1＝0.2491 [μSv/h] 
オペレータまたは保守要員が午前午後の 2 回に分けて，全面マスクやタイベック
スーツなどの放射線防護具を装着して，それぞれロボットから 0.5 [m]の場所で 1 [h]，
1 [m]の場所で 1 [h]作業し防護具を脱装するとして，1 日当たりの被曝放射線量は， 
(0.9967 × 1 + 0.2491 × 1) × 2 = 2.492 [μSv] 
となる．年間 100 日程度，作業するとして，0.2492 mSv と一般公衆の被ばく限度
である． 
 
無人建設重機の様に表面積が 5m×2m のように大型の場合は，ロボット表面からの
距離 0.5m と比べて線源の分布範囲の方が大きいため，線源を図 7-3 の様に 0.5m×1m
毎に 20 のセルに分割して，それぞれの距離を考慮した線量率評価を行った． 
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各分割面のオペレータや保守要員までの距離 r をもとめ，最も近い分割面からの実
効線量率と各分割面からの実効線量率の比を求めた．その結果 20 に分割した各セル
からの実効線量率の比はそれぞれ表 7-1 のようになり，それらの比の合計は 3.25 と
なる． 
その結果，5mW×2mH の表面積を持ち，表面に 100 kCPM の汚染が残る無人建設
重機から 0.5 [m]離れた場所にいるオペレータや保守要員の放射線量（実効線量率）は，
0.9967×3.25＝3.239 [μSv/h]となり，1 [m]離れた場所での放射線量（実効線量率）は
0.8098 [μSv/h] となる．同様の仮定で一日当たりの放射線被曝量は， 
(3.239 × 1 + 0.8098 × 1) × 2 = 8.098 [μSv] 
となる． 
同様の仮定で一年間の放射線被曝量は，0.8098 [mSv]となる．無人建設重機を点検保
守する場合の年間被ばく量は一般公衆の被曝上限である年間 1 [mSv]である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-3 無人建設重機の汚染分布のイメージ 
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表 7-1 各セルからの実行線量率の比 
ｊ 𝑟𝑗 Ej/E18 
1 2.55 0.0384 
2 1.87 0.0715 
3 1.58 0.100 
4 1.87 0.0715 
5 2.55 0.0384 
6 2.29 0.0477 
7 1.50 0.111 
8 1.12 0.199 
9 1.50 0.111 
10 2.29 0.0477 
11 2.12 0.0556 
12 1.22 0.168 
13 0.707 0.500 
14 1.22 0.168 
15 2.12 0.0556 
16 2/06 0.0589 
17 1.12 0.174 
18 0.500 1.000 
19 1.12 0.174 
20 2.06 0.0589 
合計  3.25 
 
 
放射線は自然界にも存在しており，年間の被曝量は，表 7-2 に示す通り，都道府
県の平均値で 1.1～2.6mSv 程度であり，全国平均で 1.5mSv である．ロボットや無人
建設重機に残る汚染からオペレータや保守要員が曝される放射線被曝量を上回ってい
る[55]． 
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ラドン温泉に 1 日滞在すると 5.3μSv という報告[56][57]もあり，無人建設重機のメ
ンテナンス作業一日での被曝量を上回っている．また，胸部 X 線コンピュータ断層撮
影検査では 6.9mSv とされている（図 7-4）． 
人体が放射線被曝したときの影響としては，一時に多量の放射線を被曝したときに
おきる確定的影響と，低線量の放射線を慢性的に被曝したときにおきる確率的影響と
がある．確定的影響は，数 100~1000mSv 以上の放射線を一時に被曝する急性被曝の
際に起きるもので，下痢，下血，白血球減少，脱毛などの特有な症状が出る．100mSv
未満での臨床例はない． 
確率的影響は，低線量放射線を継続的に被曝する慢性的ひばくの際に起きるもので，
累積被曝線量 100mSv あたり「がん罹患やがんによる死亡率のリスク（発がん率）」
が 0.5％程度増加するとされている．  
表 7-2 自然界の放射線による被曝量 
7.3 ロボット等の除染方策の策定 
145 
 
 
1986 年 4 月 26 日に発生した旧ソビエト連邦（現ウクライナ共和国）のチェルノブ
イリ原子力発電所 4 号機の事故では，乳幼児および小児の甲状腺がんが増加したこと
が知られているが，事故で大気中に放出されたヨウ素 131 が乳幼児や小児の甲状腺に
蓄積する傾向があること，事故後の退避勧告が遅れたこと，ヨウ素 131 で汚染された
牛乳の摂取制限が遅れたことにより，乳幼児や小児の甲状腺が多量の放射線被曝をし
た結果と考えられている．成人住民は，セシウム 137 やセシウム 134 による内部被曝
や外部被曝をしたと考えられるが，がん全体の発生率上昇や，死亡率上昇，非腫瘍性
疾患罹患率上昇等は，25 年たっても認められていない[58]．インド・ケララ地方は空
間線量が年間平均 4mSv，最大 70mSv と高いが，疫学調査では他の地域に比べても発
がんリスクの上昇は認められていない． 三朝温泉は古くからラドン温泉として有名で
あるが，温泉地区の疫学調査では，発がんリスクは全国平均の 0.46~0.54 と低いとの
報告もある[59]． 
以上から，スクリーニングレベル未満の汚染が残るロボットや無人建設重機のメン
テナンスの被曝量による影響は無視できるレベルであり，スクリーニングレベルを汚
染管理（除染）目標値とするのは妥当と考えられる． 
図 7-4 放射線被曝量と人体への影響 
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7.3.2 残留汚染調査と汚染形態推測 
日本原子力研究開発機構のロボット操作車 RC-1 は，アメリカから提供された Talon
や放射線計測機器等を搭載して，2011 年 5 月 1 日から福島第一原子力発電所構内に
投入された．メンテナンスのため，2011 年 7 月 23 日から 24 日に汚染検査と除染を
行った．車体外表面では，タイヤや泥除けが車体と比べ高く，1.5-6.4kCPM であった．
車体内部では，ビニールで養生した荷台表面で 1.4-3.0kCPM であったが，運転席座席
では数 kCPM 程度，床カーペット（起毛マット）上では 30-95kCPM と高い値を示し
た．これは，運転者の放射線防護服や靴に同伴して汚染された粉塵や泥砂が持ち込ま
れたものと推測される．床マットを剥いで再測定した結果，バックグラウンド
（1-2kCPM）レベルに下がった．これらから，車体内部の汚染も相当量あり，可能な
限りビニール等で養生し，保守点検前に，これら養生ビニールを交換することで汚染
を低く保つことが可能と考えられる． 
3 号機原子炉建屋の水素爆発により，大物搬入口付近に飛散した瓦礫等の撤去に，
スウェーデン製の無人重機 Brokk-90 一台，Brokk-330D 二台と Brokk-800D 一台が用
いられた．これら遠隔重機は作業により汚染していたため，高圧水洗浄による除染が
行われたが，除染後も 100kCPM を上回っていた．そのため，汚染状況等の調査を行っ
た． 
 
図 7-5 福島第一原子力発電所内で除染を待つ Brokk-90 
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汚染調査の結果，クローラ，スプロケット，ツール部，底部の汚染が高かった．ク
ローラ，スプロケット，ツール部はクエン酸をしみこませた紙タオルでの拭き取りを
試みたが，拭き取った後の紙タオルの放射線量は高くなく，油汚れや赤錆があること
が確認された．底部は拭き取る際に，粉塵や砂等が残っていることが確認された． 
以上より，これらの部位は，汚染したコンクリート粉などが油汚れや赤錆内に取り
込まれたり，高圧スプレイ水が十分にかかっていなかったりすることによるものと推
測される． 
これらの遠隔重機は，洗剤による油汚れ落し，ワイヤーブラシやサンダーによる錆
落しを行った結果，汚染を落とすことができた． 
図 7-6 福島第一原子力発電所内で除染を待つ Brokk-800D 
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一方，汚染検査や除染の過程で，ラジエター等に高圧水を掛けてしまうとラジエ
ターのフィン部が変形してしまい，内部にスプレイ水が掛からなくなるばかりか，ラ
ジエターとしても機能しなくなることが懸念される． 
 
 
これらの作業はバックグランウドの高い場所で行われ，除染効果の測定が困難であっ
た．作業場所のバックグランドが高いと，汚染が落ちたのか否かの判断ができないこ
とが課題として摘出された．放射線測定器の一種である GM 管に鉛シートを何重かに
巻きつけ，指向性を持たせることで，測定したい部位の汚染レベルをある程度は測れ
ることもわかった． 
 
図 7-7 Brokk-330D の汚染検査と除染作業 
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図 7-9 鉛シートを巻きつけた GM 管型放射線計測器 
図 7-8 Brokk-330D のスプロケット部の除染作業 
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7.3.3 ロボット等の汚染部位ごとの除染方策 
これまでの事例から，建設重機等の汚染管理方法を以下のように整理した． 
 事故発生（爆発）後投入した建設重機等の汚染は，放射性セシウムが微細な塵
挨，コンクリート粉，土壌等に付着したものによるもの（以下，汚染粉体とい
う）が主と推測され，粉体と接触する部位（タイヤ，クローラー，泥除け，車
体底部）等が高い傾向にある．これら接触部位の除染には高圧水スプレイが有
効である．その際に，狭隘部や車体底部には十分な高圧水がかからないことも
あるので留意するとともに，十分な高圧水がかからない場合にはブラシや拭き
取りを併用することが有効である．また，ラジエター部は高圧スプレイで変形
するのでスプレイ水の圧力を調整するなどの注意が必要． 
 タイヤ，ゴム製クローラ，ケーブル等では汚染紛体が，ゴム表面のポーラス（微
小空洞）に取り込まれていて，水スプレイ等では十分な除染ができないことが
考えられる．保守時のオペレータ等の放射線被曝低減という目的からは，保守
時用のタイヤ，ゴム製クローラ，ケーブル等を用意しておき，保守の間のみ交
換する方法が有効である． 
汚染している，タイヤ，ゴム製クローラ，ケーブル等は，ロボットを再度事故
発生現場に投入する際に再利用することも有効と考えられ，保守の間に汚染を
他の機材に広げないように保管用袋に収納するとともに，オペレータ等の被曝
に繋がらないように，保守作業場所から離して保管することが重要である．ラ
ジエターも隙間に紛体が入り込んでいて，高圧水スプレイを十分にかけられな
いこともあることから，ラジエターの交換も考慮しておくことが有効である．  
 油汚れや，赤さび部には汚染紛体を取り込んでいる可能性があり，また高圧水
スプレイでは十分に除去できないことから，必要に応じて，洗剤や（ブラシ，
サンダー，グラインダー等の）機械的除染が有効である．  
 シートやフロアマットには操作員の衣服や靴等で運ばれた汚染粉体が取り込
まれていて線量が高い．シートは予めビニール養生を行うとともに，フロア
マットは適宜，交換することが有効である．  
 汚染廃液の飛散により雰囲気線量が上昇するので，廃液を排水枡などに回収す
ることが望ましい．  
 バックグラウンド（BG）レベルによっては，汚染(サーベイ）検査が困難にな
るため，検査場所を確保するとともに，サーベイメータを鉛等で円筒状に遮へ
いする等して指向性を持たせることも有効である． 
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 ロボット等除染方策の有効性 7.4
Brokk ロボットを投入した後の汚染の調査結果，通常の高圧水スプレイでは十分に
除染できず，当時の持出し基準（スクリーニングレベル）の 100 kCPM を大幅に下回
ることができなかった．除染し難い部位の調査と汚染形態の考察することにより，除
染し難い部位に対する効果的な除染方法を策定することができた．この除染方法に基
づいて，Brokk ロボットを再度除染した結果，Brokk ロボットを当時の持出し基準（ス
クリーニングレベル）の 100 kCPM を下回るまで除染することができ，専門のメンテ
ナンス要員による重整備を受け，再度福島第一原子力発電所内で再使用することが可
能となった．このことより，ロボットの汚染部位ごとの除染方策の有効性が確認され
た． 
チェルノブィリ原子力発電所事故や福島第一原子力発電所事故から，過酷事故が発
生すると，緊急時対応は半年以上位年近く継続して行う必要があることが明らかと
なった．原子力緊急時ために予め用意できるロボットの数は限定的であり，これらの
ロボットは一度，投入した後も，点検保守を行いながら，繰り返し使用することが重
要である．場合によっては，ロボットを事故現場の状況に応じて改造を行う必要も出
てくる．そのためにはロボットの除染を効果的に行わないと，点検保守を行う作業員
の過度の放射線被曝が懸念される．本章で策定して除染方法により，過酷事故が発生
した現場に投入したロボットでも，点検保守の際に過度な被曝が懸念されないレベル
まで除染することがかのうとなった． 
本章で策定したロボット等の除染方法は，過酷事故が発生した現場で使用される原
子力緊急時ロボットだけではなく，原子力施設の保守ロボットやマニピュレータある
いは原子力廃止措置のためのロボットの除染にも役立てることができる可能性がある． 
 
 
 
  
第 7 章 除染方策 
152 
 まとめ 7.5
 事故発生した原子力施設の高汚染下で使用し汚染した Brokk ロボットを高圧ス
プレイによる除染を行っても，目標の汚染レベルを下回らず，メンテナンス要
員によるロボット等の重整備が行えなかった． 
 汚染ロボットの部位ごと汚染状況の調査と除染方策の策定を提案した． 
 事故発生現場の高汚染下で使用して汚染した原子力保守用ロボットの部位ごと
の汚染状況を調査し，部位ごとに汚染状況が異なることを明らかにし，汚染部
位ごとの除染方策を立案した． 
 汚染部位ごとの除染方策により，Brokk ロボットの除染を行い，目標レベルを
下回ることができ，メンテナンス要員による重整備を行うことが可能となった．  
以上を整理すると図 7-10 の様になる． 
 
 
 
 
 
図 7-10 除染方策のまとめ 
  
 
 
 結論 第8章
 
 結論 ................................................................................................................................. 154 8.1
 今後の課題 ..................................................................................................................... 158 8.2
 今後の方向性 ................................................................................................................. 160 8.3
 
第 8 章 結論 
154 
  結論 8.1
本研究では，運用実績の殆ど無かった原子力緊急時ロボットについて，要求機能を
体系化し，完成度の低い機構要素や構造要素しかなかったものに対して，システム化，
ユニット化，被曝管理および除染方策について完成度を向上させるための解決策の提
案などを行い，原子力緊急時ロボットの運用方策の構築を行った． 
第 1 章では原子力保守用ロボットと比較することで，即応性，信頼性，除染保守性
および作業性を原子力緊急時ロボットの要求機能として抽出した． 
第 2 章では，ドイツとフランスの原子力緊急時ロボット部隊，原子力事故でロボッ
トを投入した事例および日本で開発された原子力緊急時ロボットについて調査した．
その上で，即応性，信頼性，除染保守性および作業性という要求機能ごとに，それぞ
れの解決策として示される機構要素，構造御要素について完成度や課題を明らかにし
た．  
第 3 章では，原子力緊急時ロボットの要求機能である，即応性，信頼性，除染保守
性および作業性について，原子力保守用ロボットと比較して，原子力ロボット特有あ
るいは極めて重要な機能構成，機能要素を細分化して体系化を図った．さらに，機能
構成あるいは機能要素に対して，2011 年 3 月 11 日に発生した福島第一原子力発電所
事故の緊急時対応時点で適用できる可能性のあった構造要素および機構要素も体系化
するとともに，その完成度についても整理した．その結果，福島第一原子力発電所事
故のような過酷事故発生時に，原子力緊急時ロボットを直ちに，搬送，投入，操作，
回収，点検保守等の一連の運用を行う上で，必要性が「高」にもかかわらず，完成度
が「高」ではない機構要素しかなかった，ロボットを現場に直ちに投入するための統
合化，瓦礫や仮設物がある現場での可搬性の向上，高放射線環境下での被曝管理方法，
および保守時の放射線被曝を低減策の研究が必要なことを明らかにした． 
第 4 章では，ロボットを現場に直ちに投入するためのロボット操作車によるシステ
ム化を提案し実現したことにより，搬送性の「陸送性」，放射線安全性の「時間」と
「遮蔽」および現場適用性の完成度を向上することができた． 
第 5 章では，瓦礫や仮設物がある現場での可搬性の向上策として，ロボットシステ
ムの分割トユニット化を提案し実現したことにより，現場適応性の「可搬性」を向上
させることができた． 
第 6 章では，高放射線環境下でのロボット等の被曝管理方法として，耐放射線性の
評価と被曝管理方法を提案し実現したことにより，既に開発製作されたロボットで，
照射試験によりその耐放射線性を実施できないロボットの耐放射線性評価を実施でき，
また被曝管理方法としての管理目標値を設定できたことで，既存ロボットを放射線環
境下で使用して，放射線損傷による故障から免れる方法を確立できた． 
第 7 章では，保守時の放射線被曝の低減策として，汚染したロボットを事故発生現
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場近くでも確実に実施できる「除染方策を提案し，実現することができた． 
第 4 章から第 7 章の研究により，必要性が「高」にもかかわらず，完成度が「中」
または「低」であったものについて，その完成度高めることができた（表 8-1）．そ
の結果，福島第一原子力発電所事故直後に，無人建設重機，Talon ロボット，Brokk
ロボット，Quince ロボット，JAEA-3 号ロボット等の投入に貢献し，原子力緊急時ロ
ボットの運用方策の有効性を実証することができた． 
 
 
  表 8-1 機構要素等の必要性と完成度 
 機能構成 機能要素 機構要素等 必要性 完成度 
即
応
性 
技能者確
保 
整備機能 
ド イ ツ KHG ， フ ラ ン ス
GroupeINTRA，日本 J-NEACE
等の運用組織 
高 高 
操作能力 
保管施設での基礎的訓練， 
模擬設備による訓練， 
実施設を利用した訓練 
高 高 
搬送性 
陸送性 
ドイツ KHG やフランス
GroupeINTRA などでの高速道路
網が整備され，地震等による高速
道路網が寸断されることが無い
ことを前提としたバントラック
やトレーラ等の整備 
高 中→高 
空輸・海運性 
輸送ヘリ，輸送機やフェリーへの
搭載性を考慮した，陸送のための
バントラック等の整備 
中 中 
放射線安
全性 
距離 遠隔操作ロボットや機器の整備 高 高 
時間 
事故発生現場への投入や事故発
生現場でのロボットのセット
アップに要する時間の短縮のた
めの仕組み． 
高 中→高 
遮蔽 オペレータ操作場所での遮蔽 高 低→高 
現場適応
性 
システム化 ドイツ KHG やフランス
GrouoeINTRA で部分的に試行し
た例がある． 
高 低→高 
最適化 中 低 
第 8 章 結論 
156 
可搬性  高 低→高 
操作性 
マンマシンイ
ンターフェー
ス 
原子力保守用ロボット，鉄道列車
の運転，航空機の操縦等の分野で
の実績がある． 
中 中 
フェールセー
フ 
中 中 
信
頼
性 
 
被曝管理 
半導体の耐放
射線性評価 
・ 原子力保守用ロボットで，実
際に開発製作されたものに
ついて，使用される半導体素
子の照射試験を行って耐放
射線性評価した例は多数あ
り． 
・ 既に開発製作されたものに
ついて，これまでの照射試験
等から，事後に評価した例は
殆ど無し． 
高 
 
 
 
 
 
高 
高 
 
 
 
 
 
低→高 
半導体の耐放
射線性向上 
・ 高耐放射線性半導体素子開
発 
・ 市販半導体に補償回路を追
加 
・ 半導体素子に放射線遮蔽 
・ 半導体素子を含む電子回路
をロボット本体から移動 
・ 半導体素子を含む電子回路
を交換 
 
低 
 
低 
 
中 
極低 
 
中 
 
中 
 
中 
 
高 
高 
 
高 
 
通信性 
伝達性 強化ケーブルによる有線通信や，
無線中継器による対策等が実用
化されている．無線中継器による
通信遅延が問題となる場合は，有
線通信を使用する例が多い． 
 
高 高 
通信遅延対策 中 中 
耐故障性 
列車や航空機での開発・実用化例
が多数あり，これらを流用するこ
とが現実的． 
 
高 高 
冗長性 
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除
染
保
守
性 
除染性 
除染方策 
汚染したロボットを，距離的かつ
時間的制約の下での除染方法 
高 低→高 
防染性 
・ ロボット表面の凹凸の減少 
・ 表面の磨き仕上げ 
・ 表面塗装 
中 中 
保守性 
バッテリ 列車，航空機および自動車での開
発・実用化例が多数あり，これら
を流用することが現実的． 高 高 
給油性 
改造容易性 
部品交換性 
作
業
性 
移動機能 
走破性 災害対応ロボットや移動ロボッ
トの研究開発がなされており，そ
の成果を適用するのが現実的． 
高 高 
飛行性 中 低 
水中遊泳性 中 高 
調査機能 
放射線計測 
ロボットのみならず様々な環境
の計測用に各種センサの開発が
進められており，その成果を流量
することが現実的 
中 高～中 
可燃ガス検知 
温湿度計測 
音声計測 
サンプリング 
作業機能 
扉解放機構 ロボットや人工義手での研究開
発が多数なされており，その成果
を流用することが現実的 
中 高 
重量物運搬 中 高 
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 今後の課題 8.2
本研究では，「原子力緊急時ロボットの運用方策構築に関する研究」を行い，原子
力緊急時ロボットの要求機能を体系化し，それらに対する機構要素や構造要素で必要
性が「高」にも関わらず，完成度が「高」ではないものについて、その完成度「高」
とすることができ，福島第一原子力発電所事故は，無人建設重機，Talon ロボット，
Brokk ロボット，Quince ロボット，JAEA-3 号ロボット等の運用に貢献することがで
きた． 
一方で，2012 年 10 月には改正原子力災害特別措置法が施行され，原子力施設で過
酷事故等が発生し，放射線量が高くなり作業員が立入れない様な環境下でも，緊急時
対応作業ができるロボット等の遠隔機材とそれを運用する組織の整備が義務づけられ
た．そのため，表 8-1 で整理された課題のうち，必要性が「中」で，完成度が「中」
あるいは「低」のものについて，完成度を高めていくことが，今後の課題である（表 8-2）．
完成度を高めていくうえで，原子力緊急時ロボットは実際の過酷事故が発生した現場
で運用した経験が殆ど無いため，モックアップ施設や原子力施設での試験や訓練を通
じて得られた経験や教訓をフィードバックすることが重要である． 
 
表 8-2 今後の課題 
 機能構成 機能要素 必要性 完成度 
即応性 
搬送性 空輸・海運性 中 中 
現場適応性 最適化 中 低 
操作性 
マンマシンインターフェース 中 中 
フェールセーフ 中 中 
信頼性 
 
被曝管理 半導体の耐放射線性向上 極低～中 中～高 
通信性 通信遅延対策 中 中 
除染保守性 除染性 防染性 中 中 
作業性 
移動機能 飛行性 中 低 
調査機能 
放射線計測 
中 中～高 
可燃ガス検知 
温湿度計測 
音声計測 
サンプリング 
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さらに，本研究で完成度を「高」とすることができた「被曝管理」についても，半
導体素子の進歩が目覚ましく，新たな母材を用いてより集積度が高くなるような製造
プロセスによる半導体素子が市場に出回り始め，ロボット等にもこのような半導体素
子が使われ始めていることから，これらの半導体素子についても照射試験を行い，「耐
放射線性の概略評価と被曝管理方法」を更新していく必要がある． 
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 今後の方向性 8.3
本研究では，原子力緊急時ロボットに必要な，要求機能，機能構成および機能要素，
ならびにそれらの解決策として提示されていた機構要素や構造要素の体系化を行うと
ともに，福島第一原子力発電所事故時点での完成度から，喫緊の課題であったシステ
ム化，ユニット化，被曝管理および除染方策について解決策を提案，実現し，運用方
策の構築を行った．前項 8.2 項では，運用方策を向上させるために必要となる課題を
纏めた．本項では，原子力緊急時ロボットの運用方策向上のための研究が，今後どう
あるべきかについて述べる． 
原子力緊急時ロボットは，世界的に見ても，そのマーケットは大きくない．したがっ
て，その研究開発も，産業用ロボットや他のサービスロボットの研究と比べて，限定
的なものと思われる．一方で日本では原子力発電所の再稼働，廃炉に加えて，再処理
工場の操業開始を控えており，原子力を一定程度維持するにせよ，原子力から撤退す
るにせよ，数十年間は原子力施設で過酷事故が発生する可能性はある．さらに世界的
には，ロシア，中国，インドを始めとした国々では原子力の利用拡大の方針を打ち出
して，積極的に開発投資を行っている．このような状況下で原子力緊急時ロボットは，
今まで以上にその必要性を増しており，運用方策の研究もその重要性を増しているこ
とも事実である． 
日本でも原子力事業者による原子力緊急時ロボットの運用が開始され始めており，
平時の保管管理や訓練を通じて明らかになるであろう新たな課題を含めて，運用者と
研究者が連携して，ニーズオリエンテッドな研究開発を進めていくことが望まれる．
また世界的にも，原子力に特化した緊急時ロボットの整備運用を行っているのは，現
時点ではドイツ KHG とフランス GroupeINTRA しかない．したがって，これら運用
者を中心に，世界中の原子力緊急時ロボットの研究者とのネットワークを構築して，
研究開発の素地を育成していくべきである． 
技術的には，今後の廃炉，特に福島第一原子力発電所の廃炉では，高放射線下での
作業が増えていくことが容易に予想される．そのため半導体をはじめとする，耐放射
線性の向上策の研究は加速すべきである．さらに高放射線環境は遮蔽体等で覆ってお
り，無線通信の伝達性や遅延という課題も今までに以上に重要性を増してくることが
予想される．伝達性は有線通信や無線中継器である程度の改善は図れると思量するが，
通信遅延対策は重要な課題として残る．原子力緊急時ロボットの様に，遠隔操作型の
ロボットでは，ロボットの制御ループの中にオペレータが含まれており，オペレータ
はロボットから送られてくる情報を基に状況の認識，次に行うべき操作の判断および
決定，そしてロボットへの指示を行う役割を担っており，通信遅延は状況の認識やロ
ボットへの指示に，致命的となりかねない．これらを解決する方策として，ロボット
自身が状況認識を行い，オペレータがそれまでに認識していた状況と異なる場合は，
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作業を一時中断して，あるいは現状を維持する動作を取りながら，ロボットが認識し
た状況オペレータに伝え，オペレータからの新たな支持を待つというような半自律的
な制御機構も重要となってくると思われる．さらに，ロボットを緊急対応の期間中，
再充電や点検保守を行い続けるためにも，ロボットの除染保守性の向上が重要性を増
してくると思量する．特にロボットの再充電や点検保守には，オペレータは全面マス
ク，放射線防護服および何重ものゴム手袋を装着して行う必要がある．そのため，ロ
ボットの除染保守性の向上には，このような状況で点検や保守を行う必要があること
を念頭に，ツールフリーで，短時間で，点検保守が行えるような解決策の提案が望ま
れる．いずれン見せよ，原子力災害は一国に留まらない可能性が高く，世界的なネッ
トワークを構築して，運用者からのニーズにターゲットを当てた研究開発が望まれる． 
原子力緊急時ロボットの研究開発は，原子力事業者等にとっては，直接的に利益を
生み出すものではなく，事前に投資し難いものである．ドイツが原子力発電を本格化
させる 1970 年代に，原子力緊急時ロボットの必要性を認めていた．フランスではチェ
ルノブィリ事故の教訓として原子力緊急時ロボットの必要性を認めていた．日本でも，
原子力事業者だけではなく，政府や国民が原子力緊急時ロボットの必要性を認識する
必要があると思われる． 
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付録では，本研究の過程で調査した，ドイツ原子力緊急時ロボット部隊 KHG，スリー
マイルアイランド原子力発電所事故直後に投入されたロボット，チェルノブィリ原子
力発電所事故直後に投入されたロボット，フランス原子力緊急時ロボット部隊
GroupeINTRA，東海村 JCO 臨界事故後開発されたロボットおよび福島第一原子力発
電所事故直後に投入されたロボット等について，今後の研究開発に資するために時系
列的に整理する． 
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1. ドイツの原子力緊急時ロボット部隊 KHG 
 
旧西ドイツでは 1955年から，Karlsruheおよび Jurichの原子力研究センタで原子力
発電や核燃料サイクルに関する研究開発を開始し，1962年に実験炉での発電に成功し，
1967 年から小規模な実証炉レベルで商業用原子力発電所が稼働を開始した(原子力百
科事典 ATOMICA「ドイツの原子力発電開発 (14-05-03-03))．Karlsruhe原子力研究セ
ンタ（現 Karlsruhe Institute of Technology：KIT）には，原子力研究所内の実験施設で
の万が一の過酷事象に備えて，ロボット等の遠隔機材で緊急時対応を行うことのでき
る原子力緊急時チーム（KHT）を有していた． 
1970年代になると本格的な商業原子力発電所が続々と営業を開始し始めた．これを
受けて，旧西ドイツの放射線防護令に基づき，正式名称を Kerntechnische Hilfsdienst 
GmbH（KHG）という原子力緊急時組織が 1977年に電力会社，核燃料製造関連企業，
核燃料再処理工場，国の原子力に関連する研究機関が出資して設立された． 
KHG は，原子力緊急時の①プラントの安定化，②事故原因の調査，③事故影響の
除去を行うため，モニタリング，除染，ロボット等の機材と要員を有する．KHGは設
立当初は Karlsruhe の原子力センタ内に居を構えて活動を開始していたが，のちに同
センタ近傍に独自の敷地と建屋を取得して，そこを拠点に活動をしている（図 1）． 
 
 
ドイツ KHG の年間予算は 2013 年時点で約 6M€である．専従職員は，管理部門職
KIT KHG 
Karlsruhe市街 
図 1 ドイツ KHG の位置 
Google Map Google Earth 
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員が 7 名，ロボット等の専従オペレータが 17 名の 24 名である．原子力緊急時には，
その他に，前述の電力会社，核燃料製造関連企業，核燃料再処理工場，国の原子力に
関連する研究機関の職員で，予めKHGでロボット等の操作訓練を受けた応援オペレー
タが 140 名おり，必要に応じて KHG の所在地ではなく発災現場に派遣され KHG か
ら派遣されてきたチームと合流することになっている．KHG は緊急時に備えて，24
時間，出動要請の電話連絡を受けられる体制を敷いている（図 2）． 
 
 
原子力緊急時は，原則，高速道路（アウトバーン）を利用した陸上輸送を想定して
いる．緊急時の第一陣は偵察ロボットや放射線モニタリング機器や除染機材を乗用車
とバンに搭載して，平均時速 120 km/h で発災地に向かい，出動要請の電話連絡を受
領後 12 時間以内に発災した原子力発電所などの原子力施設に向かうこととなってい
る． 
第二陣はより大規模な作業ロボット等をコンテナに搭載して，トレーラで牽引して
平均 80 km/hで発災地に向かうこととなっている． 
Michael Gustmann, “KHG The German Nuclear Emergency Response Team”, Presentation at France-German-Japan Workshop on 
Emergency Response Robotics, Tokai, 2013.11 
図 2 ドイツ KHG 
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第三陣は，器材のメンテナンスや長期にわたるロジスティクスに係る資機材等をコ
ンテナに搭載しトレーラで，平均 80km/hで発災地に向かうこととなっている． 
MF-2~MF-6は，1980年代にドイツで開発されたロボットで，MF-2は後述するチェ
ルノブィリ原子力発電所事故に提供されたが，MF-3，MF-4，MF-6 は今（2013.2.20
時点）でも現役で運用されている．また，ロボットだけではなく，ロボットを発災地
で遠隔に活用するためのロボット除染用コンテナ，ロボットの修理装置を搭載したコ
ンテナ，ロボットオペレータが着替えや休憩できるロジスティック用のコンテナなど
も整備されている．さらに，発災現場で活動するロボットが収集した画像データなど
の情報を選択や編集して，KHG本部や発災事業者の本部にリアルタイムで伝送できる
コンテナも用意している（図 3）． 
 
 
1990年代後半からは，後述するフランスの原子力ロボット部隊 GroupeINTRAが設
立されたこともあり，フランス製のロボットを KHG と GroupeINTRA とで共同調達
し，調達コストや予備品の共有を図った． 
2000 年代に入ってからは，ロボットのプラットフォームを新規に開発し，上部に
搭載するツールなどを変えることで，ロボットのプラットフォームの調達コストや予
備品の共有を図ってきている． 
福島第一原子力発電所事故では，KHG が保有しているロボットを東京電力に提供
することとし，東京電力に，ドイツ国内でのロボット等の操作訓練と引渡しを申し入
れたが，既に米国のロボット等が福島第一原子力発電所に投入されていることから，
ドイツのロボットが日本に来て福島第一原子力発電所の事故現場に投入されることは
なかった． 
福島第一原子力事故ではロボットと操作卓間の通信に苦労し，結果としてロボット
の操作卓も建屋内に搬入したことを踏まえて，KHGでは無線通信と有線通信とを組合
図 3 ドイツ KHG のトレーラとコンテナ群 
2013.2.20 撮影 2013.2.20撮影 
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せて，屋外の操作卓から屋内のロボットまで通信できる新たなシステムも開発してい
る． 
 
1.1. Excavator 
Excavator は遠隔地から操作可能な建設重機であり，後述する福島第一原子力発電
所事故の際に屋外瓦礫を撤去するために投入された無人建設重機と似たものである
（図 4）． 
 
 
本ロボットは原子力災害時にはコンテナに搭載されて，専用トレーラで発災現場に
向かうことになっている．また発災現場では，オペレータは通常の建設重機の様に，
Backet Loader に搭乗して操作できるほか，専用トレーラ内の運転席と助手席の後方
中央部やや高い位置に設けられた遠隔操作専用の席からジョイスティックを用いて目
視で遠隔操作可能なようになっている．専用トレーラのフロントウィンドウ上部に設
けられたモニタを見ながら遠隔操作できるようにもなっている（図 5）．  
作業場所から数 km 離れた場所に専用トレーラを移動して遠隔操作する場合に備え
て，先端にアンテナを取り付けたトレーラ搭載型の 33 mマストも有している（図 6）． 
本ロボットの特筆すべき点は，無線通信および制御に必要な電子回路を 2種類用意
してことである．一つ目の電子回路は通常のもので，放射線を 1/10に減衰できる厚み
の鉛遮蔽 BOX 内に収納されている．万が一この一つ目の電子回路が放射線損傷した
場合に備えて，二つ目の電子回路は，最小限必要な機能だけにして小型化を図ってお
り，放射線を 1/100 に減衰できる鉛遮蔽 BOX 内に収納している．これにより，一つ
目の電子回路が放射線損傷で動かせないようになった場合でも，二つ目の電子回路に
より，作業を中止して，作業現場から脱出して戻って来られる様になっている（図 7）． 
図 4 ドイツ KHG の Excavator 
2012.6.7撮影 
2013.2.20撮影 
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図 6 33 m マストの先端に取り付けられた遠距離通信用無線アンテナ 
2012.6.7撮影 
図 5 Excavator の専用トレーラと専用トレーラ内の遠隔操作機器 
Michael Gustmann, “KHG The German Nuclear Emergency Response Team”, Presentation at France-German-Japan Workshop on 
Emergency Response Robotics, Tokai, 2013.11 
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1.2. MF-2 
MF-2は 1977年 KHG設立後，初期に開発されたロボットのひとつで，屋内外で利
用できるロボットであり，簡単な作業ができるようなアームを有している（図 8）． 
 
図 8 MF-2 
ドイツ KHG Michael Gustmann氏提供 
図 7 Excavator に搭載された電子回路用遮蔽 BOX 
Michael Gustmann, “KHG The German Nuclear Emergency Response Team”, Presentation at France-German-Japan Workshop on 
Emergency Response Robotics, Tokai, 2013.11 
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本ロボットは，後述するチェルノブィリ原子力発電所 4号機炉心溶融水蒸気爆発事
故の際に旧ソビエト連邦に提供された．爆発した原子炉建屋の隣のタービン建屋屋上
に飛散した瓦礫等を除去するために投入された．そのため， MF-2は，現在，KHGで
は運用に供されていない． 
 
1.3. MF-3 
MF-3は 1977年 KHG設立後，初期に開発されたロボットのひとつで，屋内で利用
できるロボットであり，角度が可変のサブクローラを有しており，階段等の昇降も可
能である．本ロボットの操作はクレーンのペンダント操作器の様な首かけ式の操作器
から行えるようになっている（図 9）． 
本ロボットの 1台は，後述するチェルノブィリ原子力発電所 4号機炉心溶融水蒸気
爆発事故の際に，ドイツから旧ソビエトに提供され，爆発した原子炉建屋の地下階の
調査に使用された．現在（2013 年 2 月 20 日時点）でも 2 台の MF-3 が KHG におい
て，緊急時に備えている． 
 
 
1.4. MF-4 
図 9 KHGで現在も運用されているMF-3と操作器 
2013.2.20 撮影 
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MF-4は 1977年 KHG設立後，初期に開発されたロボットのひとつで，屋内外で利
用できるロボットであり，簡単な作業ができるようなアームとアームによる操作を，
斜め後方から監視できる俯瞰カメラも有している（図 10）． 
遠隔操作は原子炉建屋内の比較的放射線が低い所から操作することが想定されて
おり，PC等を収納可能な操作卓が用意されており，この操作卓はハンドパレットロー
ダー等により発災現場内で移動可能なように工夫されている． 
 
1.5. MF-6 
MF-6は 1977年 KHG設立後，初期に開発されたロボットのひとつで，屋内で利用
できる簡易ロボットである． 
三輪ホイール式であり，階段や瓦礫の多く飛散しているような発災現場ではなく，
比較的アクセスの容易な発災現場で使用されることを想定している．ロボット上部に
は放射線計測計等を搭載可能である（図 11）． 
図 10 MF-4と移動可能操作卓 
2013.2.20撮影 
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1.6 SMF 
SMF は MF-2 の後継機種として，MF-2 同様屋内外での使用を想定して開発された
ものである（図 12）．  
本ロボットは，遠隔操作可能なスロープ付きトレーラを牽引して，屋内用ロボット
を屋外から屋内に搬送することもできる． 
 
図 11 MF-6 
2012.2.20撮影 3
 193 
 
1.7. LMF 
LMF はフランス CEA（原子力エネルギー庁；現，原子力・代替エネルギー庁）が
開発したマニピュレータ等の技術をベースに，Cybernetics 社が開発したロボットで
あり，主として屋内での使用を目的として開発されており，メインクローラーの他に，
前後にサブクローラを有しており，階段も走行可能となっている．また，扉の開閉等
器用な作業が可能な M-23A マスタースレーブマニピュレータを右腕として有してお
り，重量物を取り扱うためにパワーマニピュレータを左腕として有している（図 13）． 
 
 
図 13 LMFによる扉開放操作訓練 
2013.2.20 撮影 
図 12 SMF 
Michael Gustmann, “KHG The German Nuclear Emergency Response Team”, Presentation at France-German-Japan Workshop on Emergency 
Response Robotics, Tokai, 2013.11 
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1.8. EROS 
EROS（図 14）は 1988年の GroupeINTRA設立後，合同調達されたもので，緊急
時には独仏間で，予備部品等を融通できるようになっている． 
 
 
1.9. MTS 
MTS は，KHG が 2000 年代に入って，屋内外の調査や軽作業用に利用できる，共
通プラットフォームを開発している．MTS上部には，状況に応じて様々な装置を搭載
可能でなっている．KHGは，標準プラットフォームとして，複数台の MTSを整備し
ている． 
MTS に除染装置を搭載したり（図 15），通信中継器を搭載したり（図 16），そ
の場の状況に応じて搭載するツールを交換することが可能となっている．標準プラッ
トフォームとして複数台の MTSを整備することで，機材の予備品の備蓄や，オペレー
タの教育訓練という観点から効率化を図れるようになっている．  
図 14 KHGに配備されている EROS 
2013.2.20撮影 
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図 16無線中継器を搭載したMTS 
2012.6.7撮影 
図 15 除染装置を搭載した MTS 
Michael Gustmann, “KHG The German Nuclear Emergency Response Team”, 
Presentation at France-German-Japan Workshop on Emergency Response 
Robotics, Tokai, 2013.11 
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2. スリーマイルアイランド事故直後に投入されたロボット 
 
アメリカ合衆国ペンシルベニア州のスリーマイルアイランド原子力発電所の 2号機
では，1979年 3月 28日に国際原子力事象評価尺度レベル 5の炉心溶融事故が発生し
た．溶融燃料の一部が冷却水とともに原子炉建屋から補機建屋等に流出した．事故の
収束作業は中央操作室での遠隔操作が主であり，その後の補機建屋等の除染にロボッ
トが投入されることはあったが，緊時対応にロボット等が使われることはなかった． 
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3. チェルノブィリ事故直後に投入されたロボット等 
 
1986 年 4 月 26 日午前 1 時 23 分（日本時間同日午前 6 時 23 分）に，旧ソビエト
連邦（現ウクライナ）のチェルノブィリ原子力発電所 4 号機（図 17）で水蒸気爆発
を伴う事故が発生した．同機は旧ソビエト連邦で開発され，旧ソビエト連邦内でのみ
建設されている黒鉛減速軽水沸騰冷却型（RMBK型）である．事故発生当時は外部電
源が喪失した際に，タービン発電機の回転エネルギーで発電し，その電力で主循環ポ
ンプと非常用炉心冷却系のポンプを運転する試験を行っていた．その試験の過程で，
原子炉が不安定になり，制御棒を挿入した際に RMBK型特有の「急激な過出力」が発
生して，水蒸気爆発が発生したものと推測されている（原子力百科事典 ATOMICA
「チェルノブィリ原子力発電所事故の概要（02-07-04-11）」）． 
 
 
チェルノブィリ原子力発電所 4号機の水蒸気爆発は国際原子力事象評価尺度レベル
7（深刻な事故）という史上最悪の原子力事故で（図 19），今も 30km 圏内は立ち入
りが規制されている．2013.2.18 に行った，チェルノブィリ原子力発電所 Syda副所長
へのインタビューでは，「事故直後に高濃度に汚染された黒鉛や瓦礫の撤去に約 50
台のロボットが使用された．高濃度に汚染されたものは，使用後に地中に埋設処分さ
れてしまった．」とのことであった．比較的汚染の低かったロボットは除染された後，
今も立入りが制限されているチェルノブィリ市内に展示されている（図 18）． 
チェルノブィリ原子力発電所 
事故が起きた 4号機 
図 17 チェルノブィリ原子力発電所の位置 
Google Map Google Earth 
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水蒸気爆発により飛散した瓦礫は，核燃料物質等により汚染されたものや原子炉の
中で放射化した中性子減速材の黒鉛ブロック等であった．これら瓦礫の周辺は放射線
が高くなっており，作業員が容易に近づけない状況であった．そのためこれら瓦礫の
図 18 チェルノブィリ事故直後に使用されたロボット 
図 19チェルノブィリ発電所 4号機の事故後と 2013.2.18時点の状況 
事故後（1986.5.9）の状況（原子力百科事典
ATOMICA「チェルノブィリ原子力発電所事
故の概要（02-07-04-11）」） 
2013.2.18時点の状況 
ドイツ Plejades 社 Jave女史提供 
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撤去には，戦車に排土板を取り付けた KLIN や日本から提供されたラジコン重機が用
いられた．爆発をおこした原子炉建屋の隣にあるタービン建屋の屋上に飛散していた
瓦礫の撤去にはドイツから提供された MF-2 や旧ソビエト連邦が開発を進めていた月
面探査車ルノホート等が使用された．原子炉建屋の地下階調査にはドイツから提供さ
れた MF-3 が使用された．そのほかにも多数のロボットが投入されたが，2013.2.18
に行ったチェルノブィリ原子力発電所 Syda 副所長へのインタビューでは，「半導体
の放射線損傷や瓦礫が飛散する災害現場ではロボットのケーブルなどの問題があり，
十分に機能しなかった．」としている． 
 
3.1. KLIN 
KLINは戦車に排土板（ブレード）を装着したもので（図 20），屋外に飛散した放
射化した中性子減速材の黒鉛や，高濃度に汚染したコンクリート瓦礫等の除去に使用
された．また，KLINは瓦礫撤去後も汚染していた表土の剥離にも使われた． 
 
3.2. コマツ製建設重機 
日本からもロボットが提供されている．遠浅の浜辺で万が一建設重機が転倒すると，
建設重機オペレータが溺れる危険性があることから，小松製作所が開発中であったラ
ジコンで遠隔操作できるように開発されていた D-355W（図 21）である． 
D-355W については小松製作所内にも当時の詳細なデータは残っていないとのこと
であるが，原子炉建屋近傍の高放射線下で，水蒸気爆発により飛散した放射化した中
性子減速材の黒鉛ブロックや高濃度に汚染した瓦礫の撤去に使われたものの，半導体
図 20 KLIN 
http://rusdarpa.ru/wp-content/uploads/2015/12/9.-Клин-1-1.jpg；（2016.10.12 アクセス） 
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部品の放射線損傷により不可動となってしまった． 
 
 
3.3. MF-2 
MF-2は前述のドイツ KHGから提供されたロボットで，爆発した原子炉建屋の隣に
あるタービン建屋の屋上に飛散した，多量の放射化した中性子減速材の黒鉛や高濃度
に汚染したコンクリート瓦礫等の撤去に用いられた（図 22）． 
MF-2 は，タービン建屋の屋上に飛散した瓦礫等を撤去するのにもちいられたが，
2013.2.20に行った，ドイツ KHGの Michael Gustmann氏へのインタビューでは，「使
用後はバッテリー交換ではなく，外部電源から再充電する必要があった．4 号機建屋
内付近に使用可能な電源は無く，遠く離れた場所からケーブルを仮設して給電したと
ころ，電圧降下が大きく，再充電することは不可能であった．そのため，MF-2をター
ビン建屋の屋上に待機させたまま，新たな仮設電源を設置することにしたが，その設
置作業に時間がかかった．再充電ができた時には，ロボットの半導体が既に放射線損
傷しており，MF-2を再起動することができなかった．」とのことであった 
 
http://chzo86.narod.ru/Komatsu.htm；（2016.10.12 アクセス） 
図 21 コマツ製作所製建設重機 D-355W  
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3.4. STR-1 
STR-1 は当時の旧ソ連が開発中だった月面探査用ロボット，ルノホートを急遽，
チェルノブィリの瓦礫撤去用に改造したものである．STR-1はタービン建屋屋上の瓦
礫撤去に使用された）．STR-1は小型軽量で，構造的にもシンプルで，タービン建屋
屋上の瓦礫撤去には有効であったが，チェルノブイリ原子力発電所の Syda 副所長へ
のインタビューでは，「他のロボット同様，半導体の耐放射線性が十分ではなく，長
時間使用することはできなかった．」とのことであった．  
タービン建屋構造物に
乗上げて傾いたMF-2 
図 22 タービン建屋屋上で瓦礫等の撤去に用いられている MF-2 
ドイツ KHG Michael Gustmann氏提供 
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STR-1は，数台が改造されタービン建屋屋上で使用されたようであるが，うち 1台
の残骸とおぼしきものは，チェルノブィリ市内に残されていた（図 24）． 
 
http://chornobyl.in.ua/wp-content/uploads/str-chernobyl-robot-.jpg(2017.3.2アクセス) 
図 23 チェルノブィリ原子力発電所 4号機タービン建屋屋上で瓦礫撤去する STR-1 
図 24 チェルノブィリ市内に展示されている STR-1の残骸 
2016.6.6撮影 
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3.5. MF-3 
原子炉建屋内部，特に地下階の状況を調査するために，ドイツ KHG から MF-3 ロ
ボット 1台が提供され，地下階で使用された． 
チェルノブィリ市内で，MF-3の残骸と思われるものが展示されていた（図 25） 
 
 
3.6. Excavator 
前述の Excavatorと同じものがチェルノブィリ原子力発電所 4号事故のために旧ソ
ビエト連邦に提供され，モスクワに送られたが，途中で行方不明になり，実際にチェ
ルノブィリには投入されなかった．また，現在どこにあるのかについても不明である． 
 
3.7. チェルノブィリ原子力発電所 Syda副所長等へのインタビュー結果 
チェルノブィリ原子力発電所 4 号機の炉心溶融・水蒸気爆発事故から 30 年余りが
経過している．ウクライナでは同事故の対応にある一定期間従事したものは合計勤続
25年で年金が支給されることとなっており，同事故の緊急対応でロボット投入に係っ
た技術者の多くは既にリタイアしており，当時のロボット投入の状況を知る人は極め
て少なくなっている．当時のロボット投入の状況を知る数少ない貴重な経験者のひと
りであるチェルノブイリ原子力発電所の Syda 副所長と面談して，当時のロボット投
入状況を聞ける機会（2013.2.18 および 2016.6.6）に得ることができた．Syda副所長
等から聴取した，事故直後の緊急対応でのロボット投入に係る知見を纏めて以下に示
図 25 チェルノブィリ市内に展示されているMF-3の残骸 
2016.6.6撮影 
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す． 
 
• 多くの国々からロボットが提供され，50台以上のロボットを使用（試用）した． 
• 有線ロボットはケーブルが瓦礫や構造物に引っ掛るので操作が大変だった．ロ
ボットが作業場所までのアクセス路をどう確保するかが有線ロボットを使ってい
くうえでの課題である． 
• ロボットの操作は多くが無線であったため，ロボットから比較的近いところから
操作する必要があり，遮へいボックスを設置して，その中から行った． 
• 無人重機を含むロボットの多くは半導体等の放射線損傷で動かなくなった．原子
力施設，特に原子力災害時にロボットを使っていくには耐放射線性が課題となる． 
• （緊急時対応の後の石棺建設段階では）無線操作の建設重機を建屋内に大型ク
レーンでつり込み，構造物の解体，瓦礫や解体物の分別やこれらのコンテナ等へ
の収納等を行った．この時は約 500m離れた場所から遠隔操作した． 
• （緊急時対応の後の石棺建設段階では）運転席を鉛で遮蔽した Putsmeister 社製
コンクリートポンプ車を，オペレータがポンプ車に搭乗して操作した． 
 
 
 
 
 
チェルノブィリ原子力発電所 Syda副所長提供 
図 26 チェルノブィリ原子力発電所事故で使用された遮蔽操作ボックス 
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図 27 石棺建設のためのコンクリートポンプ車による工事 
横小路神戸大学教授提供 
横小路神戸大学教授提供 
図 28 運転席に鉛遮蔽を施したコンクリートポンプ車 
付録 
 
206 
4. フランスの原子力緊急時対応ロボット部隊 
 
フランスでは，チェルノブィリ原子力発電所事故を踏まえ，原子力施設で炉心溶
融・水蒸気爆発のような過酷事故が発生した時に，高線量率下で作業員に替わって作
業できる原子力緊急時ロボット部隊を設置する必要性が認識された． 
その結果，1988 年に原子力発電所を有するフランス電力公社，核燃料工場や核燃
料再処理工場を有する COGEMA 社（現，AREVA 社），原子力研究施設を有する原
子力庁（現，原子力・代替エネルギー庁）が出資して，GroupeINTRAを設立した．INTRA
とはフランス語で「原子力災害時にロボットで介入する」という意味の言葉の省略語
である． 
GroupeINTRA は Paris の南西 250km 程のところにある Chinon 原子力発電所内に
事務所とロボットの倉庫を有するとともに，原子力発電所に隣接した土地で無人建設
重機等の訓練を行える土地を有している（図 29）． 
 
 
屋外で土木作業を行える，遠隔操作型のブルドーザ，バックホウ，クローラダンプ
など無人建設重機と，屋内での調査や軽作業が可能な遠隔操作型ロボットを有してい
る（図 30）． 
シノン発電所 
GroupeINTRA 
図 29 GroupeINTRA の位置 
Google Map Google Earth 
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原子力施設での発災時に備えて 24 時間電話を受け付けられる体制になっており，
ロボット等をトラックやトレーラで高速道路を通って輸送し，24時間以内に発災した
原子力発電所で活動を開始できるようにしている． 
さらに，発災現地でロボット等による偵察や作業を統括するとともに，ロボット等
に搭載しているカメラや放射線計測器のデータをリアルタイムで Paris の政府機関等
に伝送できる情報管理用のコンテナも有している． 
年間予算は約 10M€である．専従職員は約 25 名と前述の KHG と同規模であるが，
前述の機関の職員でロボット等の操作訓練を受け，発災時に応援に駆け付けるパート
タイムオペレータは 20数名と少ない． 
福島第一原子力発電所事故では，GroupeINTRA が有している小型のロボット
EROSの提供を東京電力に申入れた．東京電力の関連企業の職員がフランスの Chinon
原子力発電所で操作訓練を受けている．GroupeINTRA は機材を日本に向けて空輸す
べく，大型輸送機 Antonof26の手配も行っていた．結局，KHGの場合と同様，既に米
国のロボット等が福島第一原子力発電所に投入されていることから，フランスのロ
ボットが日本に来て福島第一原子力発電所の事故現場に投入されることはなかった． 
 
4.1. EBULL 
EBULLは 1988年の GroupeINTRA 設立直後に整備されたロボットで，原子力災害
発生場所で瓦礫撤去や他のロボットのアクセスルートを緊急整備するために，ブル
ドーザを遠隔操作可能なように改造されたものである（図 31）．後述する EPPB か
ら鉛ガラスの遮蔽窓越し，または EBULL に搭載したカメラの画像を見ながら遠隔操
作できるようになっている． 
図 30 GroupeINTRAのロボット等機材 
Michel Chevallier, “Groupe INTRA : Activities and Organization in France”, Presentation 
at France-German-Japan Workshop on Emergency Response Robotics, Tokai, 2013.11 
付録 
 
208 
 
 
4.2. EPELL 
EPELL は 1988 年の GroupeINTRA 設立直後に整備されたロボットで，原子力災害
発生場所で瓦礫撤去や他のロボットのアクセスルートを緊急整備するために，シャベ
ルカーを遠隔操作可能なように改造されたものである（図 32）．後述する EPPB か
ら鉛ガラスの窓越しまたは EBULL に搭載したカメラの画像を見ながら遠隔操作でき
るようになっている． 
 
図 31 EBULL 
2012.6.7撮影 
図 32 EPELL 
2012.6.7撮影 
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4.3. EBLENNE 
EBLENNEは 1988年の GroupeINTRA設立直後に整備されたロボットで，原子力災
害発生場所で瓦礫撤去や他のロボットのアクセスルートを緊急整備するために，ク
ローラダンプを遠隔操作可能なように改造されたものである（図 33）．後述する EPPB
から鉛ガラスの窓越しまたは EBULL に搭載したカメラの画像を見ながら遠隔操作で
きるようになっている． 
 
 
 
4.4. EPPB 
EPPBは 1988年の GroupeINTRA設立直後に整備された機材で，原子力災害発生場
所で瓦礫撤去や他のロボットのアクセスルートを緊急整備する，遠隔操作型ブルドー
ザ EBULL，遠隔操作型シャベルカーEPELL および遠隔操作型クローラダンプ
EBLENNE を鉛ガラスの窓越しまたは各遠隔操作型建設重機に搭載したカメラの画像
を見ながら遠隔操作するものである（図 34）． 
EPPB は，通常の大型トラックの様に運転席から運転可能なほか，遠隔操作型建設重
機を操作する操作卓からでも，EPPB に搭載されたカメラの画像を見ながら，運転可
能である（図 35）． 
図 33 EBLENNE 
2012.6.7撮影 
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4.5. EOLE 
EOLEは 1988年の GroupeINTRA設立直後に整備されたロボットで，原子力災害が
発生した建屋内に進入して，調査や軽作業を行うロボットである．前後にサブクロー
ラを有しており，原子炉建屋内にある堰や階段を走破することができるようになって
いる（図 36）． 
操作卓は両側のモニタを折畳んでキャリーバッグの様にオペレータが運べるよう
になっている（図 37）． 
図 34 EPPB 
2012.6.7撮影 
図 35 EPPBから EPELLと EBULLの操作 
2012.6.7撮影 2012.6.7撮影 
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4.6. EROS 
EROS は 1988 年の GroupeINTRA 設立直後に整備されたロボットで，原子力災害
が発生した建屋内に進入して，調査や軽作業を行うロボットである（図 38）．EOLE
より一回り小さくサブクローラは前方のみに有しており，マニピュレータはサブク
ローラ上に配置されており段差等を乗り越える時でもバランスが取れるように工夫さ
れている． 
図 36 EOLE 
2012.6.7撮影 
図 37 EOLE操作卓 
2012.6.7撮影 
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通信および操作卓は EOLEと同様である． 
 
 
4.7. VERI2B 
VERI2Bは，屋外用ロボット（図 40）であり，軽作業が可能なマニピュレータを有
している．EBULL， EPELL， EBENNEと比べて一回り小さい規模である． 
操作はキャンピングカータイプのワゴン車のロボット操作車（図 39）に搭載された操作卓
から VERI 2B に搭載されたカメラの画像を見ながら遠隔操作できるようになっている（図 
41）． 
このロボット操作車には，遮蔽は施されておらず，ロボットの操作場所から離れて空間線
量率が十分に低いところから，遠隔操作することを想定している．そのため，無線中継器を
備えている．無線中継器は気球に搭載して上空に上げるようになっている．気球は小型のト
レーラに収納され，前述のロボット操作車で牽引できるようになっている（図 42）． 
図 38 EROS 
2012.6.7撮影 
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図 40 VERI2B 
2012.6.7撮影 
図 39 VERI2Bの操作車 
2012.6.7撮影 
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図 41 VERI 2Bの操作卓 
2012.6.7撮影 
図 42無線中継機用気球 
2012.6.7撮影 
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5. 東海村 JCO臨界事故後に開発されたロボット 
 
1999 年 9 月 30 日に茨城県東海村の核燃料工場，JCO で中濃縮度ウランを規定量
を超えて燃料調整槽で取り扱ったことが原因で，日本で初の臨界事故が発生し，3 名
の従業員が大量被ばくし，うち 2名が死に至った．調整槽で継続していた臨界を収束
させるために，調整槽冷却用のジャケットと呼ばれる部分から冷却水を抜く作業を行
う際，作業員は臨界により放出が続いている放射線に曝されながら，調整槽の傍で冷
却水配管のバルブ操作を行う必要があった．この時の教訓として，高放射線環境下で
事故収束のための作業を，人に代わって行えるロボット等の必要性が認識された． 
そのため，平成 11 年度の第二次補正予算で，科学技術庁（現，文部科学省）所管
の財団法人原子力安全技術センタが建屋外で放射線等の調査を行う屋外調査用ロボッ
トを，同庁所管の特殊法人日本原子力研究所（現，国立研究開発法人日本原子力研究
開発機構）が扉を開けて建屋内に進入して調査を行うロボットを，通商産業省（現，
経済産業省）所管の財団法人製造科学技術センタが建屋内で事故収束に係る作業を行
うロボットを開発した（表 1）． 
 
表 1 東海村 JCO事故後に開発された原子力防災ロボット 
ロボット 
参考文献 
分類 型式 
屋外調査用ロボット 
モニロボ A 1) 
2) モニロボ B 
屋内調査用ロボット 
RESA-A 3) 
RESQ-B 
RESQ-C 
RaBOT 4) 
屋内作業用ロボット 
SMERT-K 5) 
6) SMERT-T 
SWAN 
MARS-A 
MARS-T 
MENIHR 
1) 原子力技術安全センタ: “防災モニタリングロボット”, パンフレット, 2009.5.19 
2) 原子力技術安全センタ: “原子力安全技術センタにおけるモニタリングシステムの
開 発 状 況 ”, 文 部 科 学 省 ホ ー ム ペ ー ジ ； 
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http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/004/014/shiryo/__icsFiles/afie
ldfile/2009/05/13/20080324_01c.pdf 
3) 小林 忠義, 宮島 和俊, 柳原 敏, “原研における事故対応ロボットの開発(その 1) 
情報遠隔収集ロボットの開発” 日本ロボット学会誌 Vol. 19, No.6, pp.706～709, 
2001， 
4) 柴沼 清,“原研における事故対応ロボットの開発(その 2) 耐環境型ロボットの開
発”, 日本ロボット学会誌 Vol. 19, No.6, pp. 710～713, 2001 
5) 財団法人 製造科技術センタ, “平成１１年度 原子力防災支援システム開発補助事
業 成果報告書”, 平成 13年 8月， 
6) 間野隆久，濱田彰一，“原子力防災支援システムの開発” 日本ロボット学会誌，
Vol. 19, No. 6, pp 714～721，2001 
 
屋外調査ロボットは，青森県六ケ所村の日本原燃株式会社の再処理工場の傍の原子
力安全技術センタの防災センタに配備された．屋内調査ロボットは日本原子力研究所
の東海研究所（現，同機構原子力科学研究所）内に保管されていたが，適用性調査の
結果を踏まえた改造や保守を行う予算がつかず，一部のロボットは安全上の理由から
廃棄された．屋内作業用ロボットは保守費用のみならず保管スペースを確保する予算
もつかず，すべて廃棄処分された． 
 
5.1. 屋外調査用ロボット 
東海村 JCO 事故後に開発された原子力災害対応ロボットの内，財団法人原子力安
全技術センタによって開発された屋外調査用ロボット等について述べる． 
5.1.1. モニロボ A 
モニロボ A は映像取得機能重視仕様で，3D 映像取得と表面温度映像取得ができる
ようになっている． 
その他に，ガンマ線空間線量率計測(～10Gy/h)，カメラ 4 台（パンチルト付全体監
視カメラ，前方カメラ，後方カメラ，マニピュレータ先端カメラ），マイクロホン，
2周波 GPS，温湿度計測，サンプル収納機能を有している． 
このロボットは，高さ約 1500mm，全長 1500mm，幅 800mmで，重量は約 600kg
あった． 
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5.1.2. モニロボ B 
モニロボBは雰囲気計測機能重視仕様で，ダスト捕集，可燃ガス検知，中性子線測定
ができるようになっている． 
その他に，モニロボ A同様，ガンマ線空間線量率計測(～10Gy/h)，カメラ 4台（パ
ンチルト付全体監視カメラ，前方カメラ，後方カメラ，マニピュレータ先端カメラ），
マイクロホン，2周波 GPS，温湿度計測，サンプル収納機能を有している． 
 
 
5.1.3. 運搬・制御車 
モニロボはロボットの昇降用スロープ，ロボット操作盤，電源供給装置等を備え，
自衛隊の輸送機C-130で空輸できる運搬・制御車も用意している． 
 
図 43 モニロボ A 
原子力技術安全センタ: “防災モニタリングロ
ボット”, パンフレット, 2009.5.19 
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5.1.4. 無線中継器 
運搬・制御車から遠く離れた所や，見通しのきかないも所にあるロボットでも，無
線通信で遠隔操作できるように，モニロボ自らが持ち運べる無線中継器も用意されて
いる．無線中継器を用いることで1km以上離れた所から操作することが可能となって
いた． 
 
 
 
 
 
 
 
図 44 モニロボ B 
原子力技術安全センタ: “防災モニタリングロ
ボット”, パンフレット, 2009.5.19 
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5.2. 屋内調査用ロボット 
東海村 JCO 事故後に開発された原子力災害対応ロボットのうち，特殊法人日本原
子力研究所によって開発された屋内調査用ロボット等について述べる． 
 
5.2.1. 初期情報収集ロボット RESQ-A 
事故発生後，作業員が近づけなくなった時にまず初期情報を収集するためのロ
ボット，収集ロボット RESQ-A が開発された．RESQ-A は二台あり，一台はガン
マ線計測用，もう一台は中性子線計測用である（図 46）． 
RESQ-A は発災後早急に現場に運搬して，発災現場で放射線量率の高い場所に
近づいて調査可能なように，小型で，4輪ホイールタイプとなっている．左右の 2
輪ずつを制御することで回転や旋回ができるようになっている．夜間や照明の落ち
た建屋内での調査を想定して，照明を備えている． 
また小型であるため，障害物の背後にある対象が見難いのを解消するため，カメ
ラや計測器を昇降できるようになっている． 
 
図 45無線中継器 
原子力技術安全センタ: “防災モニタリングロ
ボット”, パンフレット, 2009.5.19 
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5.2.2. 初期情報収集ロボット RESQ-B 
RESQ-B は，階段や段差を乗り越えてより調査対象に近づけるように走行部が
クローラタイプになっている．さらに建屋床面や調査対象物の表面の放射性物質
汚染密度を濾紙で拭き取りサンプルできるようにアームも一台有している（図 
47）． 
 
図 46 RESQ-A 
図 47 RESQ-B 
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5.2.3. 初期情報収集ロボット RESQ-C 
RESQ-C はさらに建屋内の扉を開放して内部に進入できるようにアーム 2 本を
有している（図 48）. 
 
 
5.2.4. 耐放射線性ロボット RaBOT 
RaBOTは，より高放射線下でも調査が可能なように，モータの位置センサーを
耐放射線性の弱い光エンコーダーからレゾルバに変えたり，制御回路には耐放射
線の弱い CMOS等の半導体素子から，バイポーラ素子などからなるディスクリー
ト回路に置き換えたりして，ロボットとしての耐放射線性を強化したものである
（図 49）． 
 
図 49 RaBOT 
図 48 RESQ-C 
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5.3. 屋内作業用ロボット 
東海村 JCO 事故後に開発された原子力災害対応ロボットの内，財団法人製造科学
技術センタによって開発された屋内調査用ロボット等について述べる（財団法人 製造
科技術センタ, “平成１１年度 原子力防災支援システム開発補助事業 成果報告書”, 平
成 13 年 8 月，間野隆久，濱田彰一，“原子力防災支援システムの開発” 日本ロボット
学会誌，Vol. 19, No. 6, pp 714～721，2001）． 
5.3.1. 作業支援ロボット SMERT-K 
SMERT-K は作業現場の状況を急ぐ場合や作業現場が狭隘な場合の作業監視観測
することを目的とした小型ロボットである． 
 
 
5.3.2. 作業支援ロボット SMERT-M 
SMERT-T は作業現場の状況を詳細に把握する場合タジクアームや昇降リフタに
監視観測ユニットを組付け，作業監視観測するロボットである． 
 
図 50 SMERT-K 
図 51 SMERT-M 
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5.3.3. 軽作業ロボット SWAN 
SWAN は一般ドア開閉、小口径弁の開閉，スミヤサンプル採取，ガスおよび炉水
資料採取等の作業を行うロボットである． 
 
 
5.3.4. 作業用ロボット MAER-A 
MARS-A は，負圧ドア開閉，弁の開閉，機器配管の開孔，簡易除染等の作業を行
うロボットである． 
 
図 52 SWAN 
図 53 MARS-A 
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5.3.5. 重量運搬ロボット MARS-T 
MARS-T は重量物をホース，遮へいブロック等を運搬して，階段等を走破できる
ロボットである． 
 
 
5.3.6. 耐放射線性ロボット MENHIR 
MENHIRは，前述のドイツKHGが所有している LMFとほぼ同型のロボットある．
主に高放射線下における各種作業を行うため，電子回路やセンサーには比較的耐
放射線性の低い光学エンコーダーや MOS型半導体素子ではなく，比較的耐放射線
性の高いレゾルバやバイポーラ型半導体素子を用いて，耐放射線性向上を図って
いる． 
図 54 MARS-T 
図 55 MENHIR 
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6. 福島第一原子力発電所事故直後に投入されたロボット等 
 
2011年 3月 11日 14時 46分，マグニチュード 9.0，最大震度 7を観測した，東北
地方太平洋沖地震が発生し，福島第一原子力発電所付近では震度6強であった（図 56）．
この地震により同発電所で運転中であった 1号機から 3号機はすべて緊急停止された． 
送電線の鉄塔の倒壊等により 2 系統あった商用電源 2 系統はいずれも喪失したが，
非常用発電機が起動し，炉心冷却は継続されていた． 
 
 
東北地方太平洋沖地震に伴い巨大津波が発生し，15時 35分頃から巨大津波が福島
第一原子力発電所を襲い始め，最大の津波は 14mを超えるものであった． 
この津波により，海抜 10mにある 1号機から 4号機に海水が達した．原子炉建屋
やタービン建屋の海側にあった非常用発電所はすべて海水による浸水で非常用発電機
も停止し，全電源喪失となった． 
図 56 東北地方太平洋沖地震の震度分布 
気象庁ホームページ； 
http://www.data.jma.go.jp/svd/
eqev/data/2011_03_11_tohoku
/201103111446_smap_ks.png
；（2016.10.10 アクセス） 
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この全電源喪失により， 1号機は炉心冷却ができなくなり，炉心溶融に至り，3月
12 日に水素爆発が発生した．3 号機も炉心冷却が出来なくなり，炉心溶融に至り，3
月 14 日に水素爆発が発生した．さらに 2 号機でも炉心冷却が出来なくなり，炉心溶
融に至り，放射性物質の大量放出にいたった． 
 
図 57福島第一原子力発電所を襲う巨大津波 
東京電力ホームページ；http://photo.tepco.co.jp/date/2011/201104-j/110409-01j.html；（2016.10.10 アクセス） 
http://blogs.c.yimg.jp/res/blog-59-0a/fukushima_nuclear_disaster_new
s/folder/1033569/61/33788561/img_22?1472676210 
（2016.10.10 アクセス） 
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図 58 1 号機の水素爆発とその後の状況 
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一連の水素爆発と放射性物質の大量放出により，1号機から 3号機の原子炉建屋内
と原子炉建屋周辺の放射線量率は極めて高くなり，作業員が原子炉建屋に近づいたり，
原子炉建屋内に立ち入ったりすることは，極めて困難となった．  
炉心の冷温停止と放射性物質の大量放出が無いことが確認され，野田内閣総理大臣
による福島第一原子力発電所事故収束宣言が出された 2011年 12月 16日迄の 9か月
間に，多くのロボット等の投入が検討され，結果として 20 台余りのロボットが投入
された．  
 
6.1. モニロボ A 
東海村 JCO 臨界事故後に開発された原子力災害ロボットの中で，可動状態にあっ
たのは，1.2.4項で述べたように，原子力安全技術センタが青森県六ケ所村の防災セン
タで運用していたモニロボ Aとモニロ Bのみであった．福島第一原子力発電所の事故
発生後，モニロボ A は，東京電力に貸与された（朝日新聞電子版 2011 年 3 月 16 日
22時 47分付け）． 
http://image.search.yahoo.co.jp/search;_ylt=A2RCL5hXa99XHngA
102U3uV7?p=%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%AC%AC%E4%
B8%80%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%99%BA
%E9%9B%BB%E6%89%80%E4%BA%8B%E6%95%85&aq=-1&
oq=&ei=UTF-8#mode%3Ddetail%26index%3D3%26st%3D0
（2016.10.10 アクセス） 
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図 59 3 号機の水素爆発とその後の状況 
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運搬・制御車に搭載されて，事故対応の拠点となっていた，福島県楢葉町の J-Village
で待機していた．しかしながら，福島第一原子力発電所内は，瓦礫が飛散していたの
に加えて，原子炉の冷却等に必要な仮設のケーブルやホースが多数敷設されていた．
万一，モニロボ Aが仮設のケーブルやホースを踏みつけてしまうと，これらを損傷さ
せてしまい，原子炉の安定や冷却に支障をきたすことが懸念された．さらに，モニロ
ボ Aが瓦礫に乗り上げて転倒した場合，600kgあるロボットを人力では起こしなおす
ことができず，モニロボA自体が障害物となってしまうことが懸念され，結果として，
モニロボ Aの福島第一原子力発電所への投入は断念された． 
 
財団法人原子力技術安全センタ: “防災モニタリングロボット”, パンフレッ
ト, 2009.5.19（文科省ホームページ） 
http://www.nustec.or.jp/japan/robot_pamphlet.pdf） 
図 60 モニロボ A 
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6.2. 74式戦車 
福島第一原子力発電所では，水素爆発により多数の瓦礫が飛散していたことから，
戦車を活用することが検討された．陸上自衛隊静岡県駒門駐屯地の 74式戦車 2両に，
排土板を装着して， 2011年 3月 20日に 20日午後出発し，J-Villageで待機していた
（図 61）（日経電子版 2011年 3月 20日 19時 44分付）． 
 
 
福島第一原子力発電所内は，前述のように原子力の安定や冷却のため，仮設のケーブルや
ホースが多数仮設されていた（図 62）．74式戦車は約 38トンあり，車体の重さでそれらを
傷めるおそれがあることから，投入されることはなかった（NHKニュース電子版 2011年 3
月 21日 21時 8分付け）．  
 
図 61 J-Villageで待機する 74式戦車 
図 62事故直後の福島第一原子力発電所の状況 
東京電力ホームページ； 
 http://photo.tepco.co.jp/date/2012/201209-j/120911-29j.html；（2016.10.14アクセス） 
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6.3. 無人建設重機 
無人建設重機は，安全な場所にいるオペレータが，画像を見ながら遠隔操作で，土
砂等を除去運搬することが可能な機材である．1993 年 6 月 3 日に発生し，死者行方
不明者 43名を出した，九州雲仙普賢岳の火砕流事故をきっかけに，開発が始まった．
無人建設重機は，火砕流や土石流の恐れが無い時は，オペレータが搭乗して有人操作
も可能である．無人建設重機は，降雨に伴う土石流を予防するために河川に溜まって
いた土砂を撤去する工事や，2000 年の北海道有珠山噴火や，台風による水害などに，
継続して使われ，実践での経験を踏まえた改良なども継続して行われていた．  
福島第一原子力発電所事故では，無人建設重機（図 63）が 4 月 6 日に投入され，
放射線下で，水素爆発により敷地内に飛散した瓦礫の撤去作業を行った． 
 
 
作業場所から約 1km離れた場所に鉛で遮蔽を施した操作車を配置し，作業場所近傍
図 63無人建設重機 
東京電力ホームページ：http://photo.tepco.co.jp/library/110411_1/110411_1f_system1_5.jpg；2017年 3月 12日アクセス） 
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に配置した無線中継車やカメラ車と有線で結び，無線中継車を経由して，2 台のバッ
クホウ，1台のブルドーザおよび 2台のクローラダンプ等合計 8台の無人建設重機を
遠隔操作して，瓦礫の撤去作業を行った（図 64）．この無人建設重機による瓦礫撤
去作業は，福島第一原子力発電所での，最初の遠隔操作による作業であった． 
 
図 64無人建設重機システム 
立石洋二，植木睦央，“企業からみた福島第一原子力発電所災害への対応 －福島第一原子力発電所における無人化施工での
瓦礫撤去－”，日本ロボット学会誌，Vol. 32,No. 2，pp151-153，2014 
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6.4. T-Hawk 
T-Hawk は，ハネウェル社で開発された，オペレータ一人で背負って搬送と操作が
可能な，偵察用の小型無人飛行機である（図 65）． 
 
 
福島第一原子力発電所事故では，原子炉建屋周辺の放射線量率が高くなったことか
ら作業員が徒歩で近付くことが困難で，また，多くの瓦礫も飛散しており，トラック
等で短時間だけ近づくことも困難であった． 
水素爆発後の，原子炉建屋の状況や，瓦礫の飛散状況調査のために，2011 年 4 月
14日から用いられた． 
2号機原子炉建屋では水素爆発は起きていなかったが，2011年 3月 12 日の１号機
水素爆発の際，原子炉建屋のブローアウトパネルが外れ開口部が出来ていた．そこか
ら水蒸気と思われる白い煙が流れ続けていた．この煙の中に放性物質が含まれている
か，含めれているとすればどの程度かを調査するため，ダストとヨウ素を捕集できる
小型のサンプラを搭載して 2011年 6月 24日に 2号機上空を飛行した．その際に，制
御不能となり，2号機屋上に緊急着陸した（図 66）． 
それ以降，緊急対応期間終了までは，T-Hawk を福島第一原子力発電所内で飛行さ
せてはいない． 
図 65 T-Hawk 
https://aerocontent.honeywell.com/aero/common/documents/myaerospacecatalog-documents
/Defense_Brochures-documents/T-Hawk_Unmaned_Micro_Air_Vehicle.pdf#search='THaw
k+Hanewell' 
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6.5. Packbot 
Packbotは，iRobot社が開発した偵察用の小型ロボットである．ロボットと操作器
をオペレータが 1名で背負って運搬できるようになっている．これまでに数千台が生
産され，アフガニスタン戦争やイラク戦争等の実戦の場で使われてきた実績を有する
ロボットである（図 67）． 
 
図 66 2号機屋上に緊急着陸した T-Hawlk 
東京電力ホームページ； http://photo.tepco.co.jp/date/2011/201106-j/110624-01j.html；
（2016.10.14 アクセス） 
図 67 Packbot 
東京電力ホームページ； 
 http://photo.tepco.co.jp/library/110428_1/110429_1f_11.jpg；（2016.10.14 アクセス） 
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福島第一原子力発電所では，iRobot社から 2台の Packbotが，後述するWarriorと
ともに東京電力に提供された．3 月 21 日に日本に到着し，3 月 24 日に東京電力に引
き渡され，iRobot社員から東京電力職員等に，2.5時間程度の操作訓練が行われた． 
それまで，東京電力職員が原子力発電所内で，ロボットを運用することは殆どなく，
ロボットの専門家もいない中，Packbot の操作訓練が行われた．操作訓練は水素爆発
をおこした 1～4号機とほぼ同型の 5号機を利用して行われた． 
福島第一原子力発電所事故の収束作業が進む中で，原子炉建屋内を調査する必要が
出てきたが，原子炉建屋内に水素が残留している可能性あり，タービン建屋と原子炉
建屋間の扉を開けると，再度水素爆発をおこすことが懸念され，Packbot 2 台で扉を
開ける操作訓練を行われた． 
2011年 4月 17日，1号機と 3号機の原子炉建屋とタービン建屋をつないでいる扉
を開放し，水素爆発後の原子炉建屋内部の状況を初めて調査することができた（図 68，
図 69）． 
その後も原子炉建屋内の調査に Packbot は頻繁に用いられた．しかしながら，5 号
機での操作訓練の段階から，階段上での走行性能には限界があると判断されたことか
ら，原子炉建屋 1階での使用に限定されていた． 
 
 
図 68 1号機原子炉建屋に進入する Packbot 
東京電力ホームページ http://photo.tepco.co.jp/library/110419/110419_1f_1.jpg 
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6.6. Brokk 
福島第一原子力発電所事故では，3 号機の原子炉建屋上部でが水素爆発が発生し，
柱や梁の一部やが崩落し，大物搬入口の上に落下した．その結果大物搬入口も崩壊し，
大物搬入口全体を解体撤去する必要があった．また，他の飛散瓦礫も多く落下してき
ていたため，空間線量率が高くなり，作業員が近寄ることは不可能であった． 
大物搬入口はトレーラが入る程度の幅しかなく，屋外に飛散した瓦礫を撤去回収し
た無人建設重機では大き過ぎ，作業性が悪くなることが懸念された．その結果，ス
ウェーデンの BROKK 社製の Brokk-90（図 70） 1 台，Brokk-330（図 71） 2 台，
BROKK-800D 1台（図 72）の合計 4台緊急輸入され，2011年 5月 10日から，3号
図 69 3号機原子炉建屋に進入した Packbot 
東京電力ホームページ http://photo.tepco.co.jp/library/110417/110417_1f_1_1.jpg 
図 70 Brokk-90 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/library/110510_1/110
510_1f_3.jpg；（2016.10.14 アクセス） 
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機大物搬入口の解体工事が始まった．本工事には後述する Bobcat 社から提供された
Bobcat2 台と，QinetiQ 社から提供された Talon 1 台とともに投入された．のちに
Brokk-180 1台も予備として準備されたが，実際に使用されることとはなかった． 
 
 
図 71 Brokk330 
出典：東京電力ホームページ 
http://photo.tepco.co.jp/library/110510_1/110510_1f_4.jpg 
（2017.3.12アクセス） 
図 72 Brokk-800D 
2011.7.28 撮影 
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当初は Talonで作業全般を監視しながら，Brokk4台で大物搬入口の解体や瓦礫の収
集を行い，Bbcat 2 台で解体物や瓦礫の廃棄物容器への収納を行うことが想定されて
いた．作業が進んでいくと，監視作業は Brokk-90 等の Brokk ロボットで行い，解体
物や瓦礫の廃棄物容器へ収納も Brokk-330等の Brokkロボットで行う様になった． 
作業の分担が，このようになって行った背景として以下のようなことが考えられる．  
• Brokkは無人建設重機と比べると小型ではあるものの建設重機であり，Talonの
ような小型の偵察ロボットで監視する視線が低く，Brokkや Bobcatと同じ程度
の高さの視点からの監視が望まれたこと． 
• Brokkも Bobcatも無人建設重機よりは小型ではあるものの，狭い作業エリアで
は，6台の小型建設重機は多すぎたこと． 
• Brokkの多関節アームで解体物や瓦礫を廃棄物容器に収納できること． 
• 複数社の機材は，それぞれ操作方法が微妙に異なり，オペレータの負担になっ
ていたこと． 
• 3 号機原子炉建屋の大型搬入口の解体撤去を行った企業は，早い段階から廃炉
技術研究の一環として BROKK 社のロボットを導入して，操作訓練を行ってい
た実績があったこと． 
なお，Brokk ロボットを福島第一原子力発電所に投入する前に，他のロボットと同
様，ロボットの耐放射線性を検討する必要があり，第 4章に述べる耐放射線性の概略
評価を行うとともに放射線管理方策も検討し，その放射線管理方策を運用した． 
また，試用期間が長期に及ぶことから，ロボットのメンテナンスのため，ロボット
の除染を行う必要が発生した．そのため，第 5章で述べるように，特に汚染密度が高
い部位の測定と，汚染部位ごとの効果的な除染方法を考案した．この除染法方により
ロボット表面等の汚染密度を低くすることができ，専門家によるメンテナンスを施す
ことが可能となった． 
使用期間がさらに長期に及ぶ場合に備えて，2011 年 8 月には，電子回路の照射試
験を行い，より精度高い耐放射線性の評価を実施した． 
これらの結果から，Brokk では放射線損傷による故障は一度も発生しておらず，ま
たメンテナンス不足による故障も起きていない． 
 
6.7. Bobcat 
Bobcatは Bobcat社が開発したもので，無線通信で遠隔操作可能な小形無人重機で
ある（図 73）． 
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福島第一原子力発電所事故発生後，Bobcat 社から東京電力に Bobcar2 台が提供さ
れ，3号機大物搬入口の解体撤去工事に用いられた． 
 
6.8. Talon 
Talon は QinetiQ 社が開発した偵察用のロボットで，Packbot よりも，一回り大き
く（図 74），必要に応じてツールなどを追加設置できるようになっている 
福島第一原子力発電所事故では Qineteq社から 1台と，アメリカエネルギー省アイ
ダホ国立研究所から 1台が（図 75）提供された． 
図 73 Bobcat 
出典：東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/li
brary/110510_1/110510_1f_2.
jpg（2016.10.14アクセス） 
図 74 Talon 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/library/110510_1/1
10510_1f_1.jpg（2016.10.14 アクセス） 
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前者の Talonは，前述の Brokkや Bobcatとともに，3号機原子炉建屋大物搬入口の
解体撤去工事に用いられた． 
後者の Talon はアイダホ国立研究所で改造が施されており，放射線計測器と GPS
（全地球測位システム）を搭載しており，別途，放射線計測用に用意された計測用 PC
上に映した GoogleMap 上に放射線計測をした位置をドットで示し，その時の放射線
量率の計測結果をドットの傍に数値で表示するとともに，放射線量率の数値によって
ドットの色を青，緑，黄色，オレンジ，赤と変化させることができるようになってい
る． 
 
6.9. Quince 
Quinceは千葉工業大学，東北大学，国際レスキューシステム研究機構とが協力して
開発した災害対応ロボットである（図 76）．機体本体のほぼ全てをクローラで覆われて
おり，高い走行性能を有しており，瓦礫上や階段などでも走破することができた． 
福島第一原子力発電所事故の緊急対応に投入するにさいして，無線の通りにくい原
図 75 DOE/INL から提供された Talon 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/library/11
0428_1/110429_1f_10.jpg 
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子炉建屋内でも通信が可能なように，ツイストペアケーブルへの改造などが施された． 
さらに Quince は，Packbot では行わなかった階段の昇降を行い，原子炉建屋の地
下階や上層階に階段をいくことが期待された．一方で地下階や上層階は原子炉建屋 1
階と比べてより高い放射線量率であることも想定された．そのため，第 6章に述べる
ように，耐放射線性の概略評価に加えて，電子回路に用いる部品レベルでの照射試験
を行い，より精度の高い耐放射線性評価を行った． 
 
 
その結果，原子炉建屋内の上層階に行くことができた最初のロボットである．地下
階への階段は踊り場の幅が狭くロボットが回転できなかったこと，また一部の階段で
は，水素爆発により手摺が内側に曲がってしまって障害となっていけなかったが（図 
77），殆どの階段を走破することができたロボットである． 
図 76 Quince 
東北大学田所諭教授提供 
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2011 年 10 月 20 日には 2 号機 5 階のオペレーションフロアまで到達することがで
き，原子炉の直上部にあたる部位で 880mSv/という高い放射線量になっていることが
判り，2 号機では放射線物質が水蒸気とともに原子炉上部から漏れ出て，1 号機の水
蒸気爆発で外れたブローアウトパネルから原子炉建屋外に放出されたことを裏付ける
ことができた．5 階オペレーションフロアからの帰路，通信ケーブルの断線と思われ
る故障に見舞われ，未帰還となった． 
 
図 77 3 号機の 2 階から 3 回への階段 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/date/2011/201107-j/11072
7-01j.html（2016.10.14 アクセス） 
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6.10. Warrior 
Warrior は iRobot 社が，重量物の運搬や負傷兵の救護を想定して，開発したロボッ
トで（図 78），これまでに 50台程度が製造されている． 
福島第一原子力発電所事故では，Packbotとともに 3月に東京電力に提供されたが，
すぐに活用されることはなかった．  
 
 
前述の 3 号機大物搬入口の解体撤去工事終了後も，3 号機の原子炉建屋内の放射線
量が高く，床に堆積している粉じんに放射性セシウムが付着していることが原因と考
えられ，この粉じんを取り除くため清掃システムが準備された（図 79）．このシス
テムは大型の掃除機のようなもので，Warrior が先端部を把持して，ホースを引きず
りながら走り回って，床に堆積をした粉じんを除去した（図 80）． 
図 78 Warrior 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/libra
ry/110630_3/110630_5.jpg
（2016.10.14 アクセス） 
 243 
 
 
 
 
6.11. JAEA-3 
JAEA-3号は東海村 JCO臨界事故後に開発された屋内用調査ロボット RESQ-A2台
図 79 Warriorによる清掃システム 
東京電力ホームページ； 
 http://photo.tepco.co.jp/library/110630_3/110630_4.jpg
（2016.10.14 アクセス） 
図 80 3 号機南側で清掃（除染）する Warrior 
東京電力ホームページ； 
http://photo.tepco.co.jp/date/20
11/201107-j/110702-01j.html 
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のうちの 1台を改造したものである．福島第一原子力発電所事故後に，不可動である
ことを確認後，製造したメーカに修理を依頼したが，当該メーカの工場も被災してお
り，修理を断られた．そのため日本原子力研究開発機構で改造された（図 81）． 
RESQ-Aは無線通信で操作可能なロボットであったが改造に際しては，スリーマイ
ルアイランド原子力発電所事故の除染作業のためにロボットの例に倣った．具体的に
は，ロボット本体には，半導体を用いず，モータドライバを含む電子回路は操作卓側
に配置してその間を有線で結んだ．これにより耐放射線性が 10,000Sv オーダーまで
向上させることができるほか，作業が長引いても，バッテリー切れを心配することな
く使用が可能になるほか，万が一故障した場合はケーブルを引っ張ることでロボット
を回収できるように計画された． 
有線ケーブルは，専用ケーブルを特注で製造する時間がなかったことから，通信系
の LAN ケーブルと動力系の複合ケーブルとを束ねて，ケーブルカバーで覆った.その
ため，ケーブル径が 25mm程度になり，ロボットがケーブルを引きずって進む必要が
あったことから，ロボットの走行性能は，RESQ-Aの時と比べて明らかに劣った．一
方で，重く太いケーブルを引きずっていくが故の劣った走行性能であったが，オペレー
タの技量の違いにより，ロボットの動きに差が大きかったことも，試験や操作訓練の
過程で判明した． 
JAEA-3号ロボットにはガンマ線可視化計測装置も搭載していた（図 82）． 
 
図 81 JAEA-3号 
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図 82 ガンマカメラの画像 
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6.12. 福島第一原子力発電所事故の緊急時対応ロボットのまとめ 
 
本節では，第 2.5節での調査結果と，公開されている参考文献（表 2）等を基に，
事故発生後，原子炉の冷温停止と放射性物質の大量放出が無いことが確認されて野田
内閣総理大臣（当時）が事故収束宣言を発生するまでの緊急時対応期間に，どのよう
なロボットが投入され，どのようなオペレーションが行われ，どのようなトラブルに
見舞われたかを整理する． 
 
表 2 参考文献 
参考文献 
1 立石洋二，植木睦央，“企業からみた福島第一原子力発電所災害への対応 －
福島第一原子力発電所における無人化施工での瓦礫撤去－”，日本ロボット学
会誌，Vol. 32,No. 2，pp151-153，2014 
2 Shinji. KAWATSUMA, Mineo FUKUSHIMA and Takashi OKADA “Emergency 
response by robots to Fukushima-Daiichi accident: summary and lessons 
learned” Industrial Robot: An International Journal (2012) 
3 第 34回原子力委員会資料第 1-5号； 
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo34/siryo1-5.pdf 
（2016.10.14アクセス）） 
4 運用実績の収集・アーカイブ化； 
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/130426/130426_01h.pdf 
（2016.10.14アクセス） 
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6.12.1 緊急時対応期間中の投入ロボット数 
緊急対応期間中に投入されたロボットを（表 3）に整理した． 
 
表 3 福島第一原子力発電所事故の緊急時対応期間に投入されたロボット等 
 ロボットの用途 名称等 台数 
瓦礫撤去 
屋外 作業 無人重機 8台 
屋内 
調査（監視） Talon 1台 
作業 BobCat 2台 
作業 BROKK 4台 
調査 
屋外 
調査 T-Hawk 2台 
調査 Talon 1台 
屋内 
調査 Packbot 2台 
調査 Quince 1台 
調査 JAEA-3 1台 
除染 屋内 作業 Warrior 1台 
 
緊急対応で投入されたロボット 23台中，約 7割の約 16台が瓦礫除去や除染の走行
型の作業用で，約 2割の約 5台が走行型の調査用，約 1割の 2台が飛行型の調査ロボッ
トであった． 
投入されたロボットの 7割が瓦礫撤去などの作業用であったのは，当初は屋内外に
飛散した高放射線性の瓦礫を撤去して，空間線量率をさげるとともに，より小型の調
査用ロボットのアクセス路を確保することが必要だったことによるものと思われる． 
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6.12.2. 緊急時対応期間中のロボットオペレーション 
 
緊急対応期間中のロボットによるオペレーションを表 4に整理した． 
 
表 4 福島第一原子力発電所事故の緊急時対応期間のロボットオペレーション 
 日付 場所 ロボット 作業内容等 
1 4/6~ 屋外 
無人建設重機 
8台 
敷地内の瓦礫撤去 
（詳細は不明，2-30 オペレー
ションと推定） 
2 4/14 1号機周辺 T-Hawk 1号機の上空からの空撮 
3 4/15 1,3,4号機周辺 T-Hawk 1,3,4号機の上空からの空撮 
4 4/17 1u, 1F Packbots 1号機原子炉建屋内調査 
5 4/17 3u, 1F Packbots 3号機原子炉建屋内調査 
6 4/18 2u, 1F Packbots 3号機原子炉建屋内調査 
7 4/21 1u T-Hawk 1号機の上空からの空撮 
8 4/26 1u-1F Packbots 1号機原子炉建屋内調査 
9 4/27 1-4号機 T-Hawk 1-4号機の上空からの空撮 
10 4/29 1u, 1F Packbots 1号機原子炉建屋内調査 
11 5/2～ 屋外 Talon 
原子炉建屋周辺の空間線量率
マップ作成 
（詳細は不明，10 数オペレー
ションと推定） 
12 5/10~ 3u, Truck Lock 
Talon 
Bobcat 2台 
Brokk-90 1台 
Brokk330 2台 
Brokk-800D 1台 
3号機大物搬入口崩壊部の撤去 
（詳細は不明，2-30 オペレー
ションと推定） 
13 5/10 
3u, 1F 
North 
Packbots 1号機原子炉建屋内北側調査 
14 5/13 1u, 1F South Packbots 1号機原子炉建屋内南側調査 
15 6/3 1u, 1F South Packbots 1号機原子炉建屋内南側調査 
16 6/24 2u T-Hawk 
2 号機海側壁際でのダストサン
プリング，飛行中に制御不能に
なり，2号機屋上に緊急着陸． 
17 6/24 3u, 1F South Packbots 3号機原子炉建屋内南側調査 
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18 6/24 3u, 1F South Quince 
1 号機原子炉建屋地下 1 階への
階段を降りて水位計の設置，踊
り場での旋回不能 
19 7/1 3u, 1F South Warrior 
3 号機原子炉建屋内南側の床面
清掃 
20 7/2 3u, 1F South Packbots 3号機原子炉建屋内南側調査 
21 7/6 3u, 1F South 
Warrior 
Packbots 
3 号機原子炉建屋内南側での作
業監視 
22 7/8 3u, 1F South Packbots 
3 号機原子炉建屋内南側での調
査 
23 7/8 2u, 1-3F Quince 
2 号機原子炉建屋内 1-3 階の調
査  
24 7/12 3u, 1F South Packbots 
3 号機原子炉建屋内南側での監
視調査 
25 7/22 
3u, 1F 
North East 
Packbots 3号機原子炉建屋内北東部調査 
26 7/26 3u, 1-2F Quince 
3 号機原子炉建屋内 1 階から 2
階に走行途中で障害物のため調
査中断  
27 9/22 2u, 1F Quince 2号機原子炉建屋内 1階調査  
28 9/23 2u,1F 
JAEA3 
Packbot 
2 号機原子炉建屋内でのガンマ
線可視化計測装置による放射線
計測  
29 9/23 3u, 1F Packbots 3号機原子炉建屋内調査 
30 9/24 3u,1F Quince 3号機原子炉建屋内調査 
31 10/13 1u,1F Packbots 1号機原子炉建屋内調査 
32 10/20 2u, 1-5F Quince 
2号機原子炉建屋内 1-5階調査，
帰路で通信ケーブル断線による
故障，未帰還 
33 11/2 3u,1F 
Warrior 
Packbot 
3 号機原子炉建屋内 1 階障害物
調査 
34 11/3 3u,1F 
Warrior 
Packbot 
3 号機原子炉建屋内 1 階障害物
調査  
35 11/14 
3u, 1F North 
East 
Packbots 
1 号機原子炉建屋内北東部調査
機器ハッチレール部のたまり水
ふき取り作業  
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36 11/17 
3u, 1F North 
East 
Packbots 
1 号機原子炉建屋内北東部調査
機器ハッチレール部のたまり水
ふき取り作業 
37 11/18 
3u, 1F 
North East 
Packbots 
1 号機原子炉建屋内北東部調査
機器ハッチレール部のたまり水
ふき取り作業  
38 11/19 
3u, 1F 
North East 
Packbots 
1 号機原子炉建屋内北東部調査
機器ハッチレール部のたまり水
ふき取り作業 
 
緊急対応期間中にロボットで行われたオペレーションのうち，No.1，No.11，No.12
オペレーションについては，複数日にわたって，複数回のオペレーションが行われた
ものであるが，東京電力のホームページ等の公開文献ででオペレーションの概要が明
らかでない． 
緊急対応期間中に行われたロボットによるオペレーションのうち，各オペレーショ
ンの概要が明らかなものは 35オペレーションである． 
この 35オペレーションのうち，14%の 5オペレーションは飛行型調査用ロボット
T-Hawkによるもので，80%の 23オペレーションが走行型調査用ロボット Packbot
によるものであり，17%の 6オペレーションが走行型調査用ロボット Quince による
ものであった． 
走破性がより優れている Quinceによるオペレーションが 17%に対し，Packbotが
80%のオペレーションに投入されている．この理由としては以下のようなものが考え
られる． 
• Packbotは 4/17からの 8か月間に 2台投入されていたのに対し，Quince は研究
開発段階の調査用ロボットで，福島第一原子力発電所の事故現場での状況に合わ
せた改造とオペレータの教育訓練に時間がかかり，6/24の投入から，9/24 の通信
ケーブル断線で未帰還となる 3か月間であったこと． 
• Packbotは5000台以上生産され，実践経験が豊富で，それらの経験をフィードバッ
クした改良が施されて完成度が高かったこと． 
• Packbotは一人で背負って搬送できるようになっており，汚染して体に密着させ
て搬送できない場合でも担架を用いて 2人で搬送できたこと． 
• Packbotは早い時期から投入されており，事故前はロボットを操作したことのな
いオペレータには，最初に操作方法を覚えたロボットの方が操作するうえでの安
心感があったと思われること 
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6.12.3. 緊急時対応期間中のロボットトラブル等 
第一原子力発電所事故の緊急対応期間中に投入されたロボットで，未帰還機等のト
ラブル内容を表 5に示す． 
 
表 5 緊急対応期間中に投入されたロボットのトラブル等 
 ロボット名 用途 トラブル内容 
未帰還機 
T-Hawk 調査 制御不能 
Quince 調査 通信ケーブル断線 
その他 JAEA-3 調査 
太径ケーブルによる
走行性不良 
 
緊急対応で投入されたロボットで，未帰還に至るあるいは重篤なトラブルを経験し
たのは T-Hawk，Quince と JAEA-3号の 3台でありいずれも調査用ロボットである． 
走行型調査用ロボットの 2台について見ると，いずれも研究開発段階あるいは故障
ロボットを緊急に改造したものであり，実践経験やモックアップ試験等からのフィー
ドバックによる改良が十分ではなかった可能性がある． 
 
  
